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第１章 教 育 行 財 政 
 

第１節 京都府教育委員会 

 京都府教育委員会は、６人の委員をもって

組織される。 

 委員は、知事の被選挙権を有する者で、人

格が高潔で、教育、学術及び文化に関し識見

を有する者のうちから、知事が、議会の同意

を得て任命する。委員の任期は４年で、委員

長は、委員の中から選ばれ、任期は１年であ

る。 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

京都府教育委員会組織条例 

京都府教育委員会基本規則

京都府教育委員会会議規則 

 

京都府教育委員会 

区 分 氏 名 在 任 期 間 

委 員 長 大橋 通夫 
自 平成16年 6月22日 

（至 平成24年 7月14日） 

委 員 長 

職務代理者 
冷泉貴実子 

自 平成17年 3月25日 

（至 平成25年 3月24日） 

委  員 畑  正高 
自 平成18年 7月14日 

（至 平成26年 7月20日） 

委  員 谷口 知弘 
自 平成20年 7月15日 

（至 平成24年 7月14日） 

委  員 平塚 靖規 
自 平成22年12月17日 

（至 平成26年12月16日） 

委  員 

（教育長） 
田原 博明 

自 平成17年 4月 1日 

（至 平成25年 3月31日） 

（平成24年４月１日現在） 

歴代京都府教育委員会委員長一覧 

区分 代 委員長名 就任期間 区分 代 委員長名 就任期間 

（
旧
教
育
委
員
会
法
） 

公

選

制

委

員 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 
８ 
 

牧 野 虎 次 

四 方 秀 吉 

上 田 一 夫 

上 田 一 夫 

山 田 俊 三 

芦 田  重左 衛門 

芦 田  重左 衛門 
芦 田  重左 衛門 

 

昭和23.11. 1～24.10.31  

24.11. 1～25.10. 4 

25.11.16～26.11. 7 

26.11. 8～27.10.13 

27.10.14～28. 9.30 

28.10. 1～29.10.13 

29.10.14～30.10.13 
30.10.14～31. 9.30 

 
任
命
制
委
員
（
地
方
教
育
行
政
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る
法
律
） 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

63 

64 

65 

66 

67 
68 
 

大  槻  彌 一 郎 

大  槻  彌 一 郎 

大  槻  彌 一 郎 

大  槻  彌 一 郎 

大  槻  彌 一 郎 

谷 口 良 三 

谷 口 良 三 

谷 口 良 三 

村 上  勝 

村 上  勝 

村 上  勝 

藤 田  一 

藤 田  一 

藤 田  一 

森 田 嘉 一 

森 田 嘉 一 

森 田 嘉 一 

森 田 嘉 一 

森 田 嘉 一 

森 田 嘉 一 

藤 田 晢 也 

藤 田 晢 也 

藤 田 晢 也 

藤 田 晢 也 

藤 田 晢 也 

藤 田 晢 也 

藤 田 晢 也 

藤 田 晢 也 

藤 田 晢 也 

大  橋  通  夫 

大  橋  通  夫 

大  橋  通  夫 

大  橋  通  夫 
大  橋  通  夫 

 

56.10.23～57. 7.23 

57. 7.27～58. 7.23 

58. 7.24～59. 7.23 

59. 7.24～60. 7.23 

60. 7.24～61. 7.23 

61. 7.24～62. 7.23 

62. 7.24～63. 7.23 

63. 7.24～平成元7.23 

平成元8.10～ 2. 8. 9 

 2. 8.10～ 3. 8. 9 

 3. 8.10～ 3.10.19 

 3.10.20～ 4.10.19 

 4.10.20～ 5.10.19 

 5.10.20～ 6. 7.23 

 6. 7.24～ 7. 7.23 

 7. 7.24～ 7.12.19 

 7.12.20～ 8.12.19 

 8.12.20～ 9.12.19 

 9.12.20～10.12.19 

10.12.20～11.12.19 

11.12.20～12. 3.25 

12. 3.26～13. 3.25 

13. 3.26～14. 3.25 

14. 3.26～15. 3.25 

15. 3.26～16. 3.25 

16. 3.26～17. 3.25 

17. 3.26～18. 3.25 

18. 3.26～19. 3.25 

19. 3.26～20. 3.25 

20. 3.26～20. 6.21 

20. 7.15～21. 7.14 

21. 7.15～22. 7.14 

22. 7.15～23. 7.14 
23. 7.15～24. 7.14 
 

任
命
制
委
員
（
地
方
教
育
行
政
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る
法
律
） 

９ 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 
 

小 林 英 生 

芦 田  重左 衛門 

小 林 英 生 

小 林 英 生 

小 林 英 生 

原  与 作 

山 田 忠 男 

山 田 忠 男 

山 田 忠 男 

山 田 忠 男 

山 田 忠 男 

山 田 忠 男 

山 田 忠 男 

山 田 忠 男 

有 本 武 二 

有 本 武 二 

有 本 武 二 

三 島 宗 彦 

三 島 宗 彦 

三 島 宗 彦 

山 田 忠 男 

乾  昭 三 

乾  昭 三 

乾  昭 三 

大  槻  彌 一郎 

大  槻  彌 一郎 
 

31.10. 1～32. 9.30 

32.10. 4～33. 9.30 

33.10. 1～34. 9.30 

34.10. 6～35.10. 5 

35.10. 6～37.10. 1 

36.10. 2～37. 4.11 

37. 4.12～38. 4.11 

38. 4.12～39. 4.11 

39. 4.12～39.10. 7 

39.10. 8～40. 9.30 

40.10. 1～41. 9.30 

41.10. 1～42. 9.30 

42.10.17～43.10.16 

43.10.17～44. 9.30 

44.10. 7～45.10. 6 

45.10. 7～46.10. 6 

46.10.16～47.10.15 

47.10.16～48.10.15 

48.10.16～49.10.15 

49.10.16～50. 8. 4 

50.10.16～51.10.15 

51.10.16～52.10.15 

52.10.16～53.10.15 

53.10.16～54.10.15 

54.10.23～55.10.22 

55.10.23～56.10.22 
  

{                    } 
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< 元 教 育 委 員 > 

区 分 

 

氏    名 

 

委 員 の 期 間 

 

備    考 

 

公 

選 

制 

委 

員 

四 方 秀 吉 

西 村 平 太 

牧 野 虎 次 

森 田 新 三 

上 田 一 夫 

山 田 俊 三 

吉 田 八 重 

山 内 年 彦 

蒲 田 熊 次 

浅 井 清 信 

芦   田   重 左 衛 門 
小 畠 逸 良 
鈴 木 博 也 
 

昭和 23.11. 1～25.11.10 

23.11. 1～26. 5.22 

23.11. 1～27.10. 4 

23.11. 1～27.10. 4 

23.11. 1～29. 8.25 

23.11. 1～31. 9.30 

23.11. 1～37. 9.30 

25.11.10～31. 9.30 

26. 5.22～28. 7.14 

27.10. 5～31. 9.30 

27.10. 5～34. 1.31 

28. 7. 5～30. 4.29 
30. 5.28～31. 9.30 

 

 
府 議 会 選 出 

 
 
 
 
 
 

府 議 会 選 出 
 
 

府 議 会 選 出 
府 議 会 選 出 
 

任 
 

命 
 

制 
 

委 
 

員 

前 田 一 良 

小 林 英 生 

原  与 作 

山 田 忠 男 

日 高 為 政 

岡  和 枝 

手 嶋 正 毅 

宮 城 敏 夫 

有 本 武 二 

三 島 宗 彦 

佐 伯 快 勝 

乾  昭 三 

坂 田 三 一 

大  槻  彌 一 郎 

五 十 川  式  雄 

廣 小 路    亨 

谷 口 良 三 

村 上  勝 

藤 田  一 

長 谷 川  博  久 

西 田 昭 三 

森 田 嘉 一 

蜂 須 賀  弘  久 

羽 生 田  寂  裕 

金 剛 育 子 
細  川    磐 
藤 田 晢 也 
岩 田  明 
 

31.10. 1～38.10. 4 

31.10. 1～38.10.31 

31.10. 1～39. 9.30 

34.10. 5～52.10.12 

38.10. 5～42.10. 4 

38.10. 5～50.10.15 

39.10. 1～45. 8.13 

39.10. 1～47. 5. 3 

42.10.16～54.10.15 

47. 4. 1～50. 8. 4 

47.10. 7～55.10. 6 

50.10.16～54.10.15 

54.10.20～60.10. 9 

53. 7.24～61. 7.23 

54.10.20～62.10.19 

55.10.16～63.10.15 

52. 7.28～平成元7.27 

60.10.16～ 3.10.19 

61. 7.24～ 6. 7.23 
 3.12.20～ 7.12.19 

平成元10. 6～ 9.10. 5 

62.12.18～11.12.19 

 6.10.14～14.10.13 

12. 3.24～16. 3.23 

63.12.20～16.12.19 

 9.12.19～17.12.18 
 8. 3.26～20. 3.25 

      14. 12.17～         22.12.16 

 

 
 
 

第２節 教育長と事務局 

 京都府教育委員会に事務局を置き、京都府

教育庁という。 

 教育庁は、２部10課、地方機関として府内

に５教育局及び埋蔵文化負事務所を置いてい

る。（京都府教育委員会基本規則） 

（1）教育長 田原 博明 

（2）事務局 次頁参照 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

代 

 

教育長名 

 

就任期間 

 １ 

 

天 野 利 武 

 

昭和23.11. 1～28. 4.30 

 ２ 

 

細 谷 健 治 

 

28. 5. 1～33. 1.31 

 ３ 

 

鈴 木 茂 雄 

 

33. 2. 1～35. 4.15 

 ４ 

 

谷 口 次 郎 

 

35. 4.16～42.11.30 

 
 

岡 田   実 
（教育長職務代理） 

42.12. 1～44. 7.31 

５ 

 

仲 島 秀 夫 

 

44. 8. 1～46. 8.31 

 ６ 

 

大八木 正 治 

 

46. 9. 1～50. 3.31 

 ７ 

 

金 子 欣 哉 

 

50. 4. 1～54. 3.31 

 ８ 

 

川 本   邵 

 

54. 4. 1～60. 3.31 

 ９ 

 

仲     勲 

 

60. 4. 1～62. 4.16 

 10 

 

西 野 是 夫 

 

62. 4.17～ 4. 4.16 

 11 

 

安 原 道 夫 

 

平成4. 4.17～10. 5.31 

 12 

 

武 田 盛 治 

 

10. 6. 1～13. 3.31 

 13 

 

武 田   暹 

 

13. 4. 1～17. 3.31 

 14 

 

田 原 博 明 

 

17. 4. 1～ 
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京都府教育庁組織（平成24年４月１日現在） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
… 総合調整、秘書、表彰、危機管理  

… 事務局職員人事、給与、福利厚生  

… 議会、予算、決算、教育局経理  

… 総合企画、広報、市町村教委支援  

… 文書、法規、法人、調査統計 
… 学校事務の統合・効率化の企画調整  

… 府費負担教職員給与等 
 

… 企画調整、学校運営費、教育財産の維持管理  

… 府立学校等施設整備計画、建設工事の入札 
… 府立学校等施設工事の設計・監理・技術指導  

… 府立学校等設備工事の設計・監理・技術指導  

… 市町村公立文教施設整備の援助、助言 
 

… 企画調整、教職員給与の予算  

… 教職員の給与制度 
… 教職員の争訟・服務制度  

… 教職員人事、服務 
… 教職員人事評価、育成 
 

… 企画調整、共済組合経理、児童手当 
… 福利厚生事業、共済貸付、財産形成貯蓄  

… 短期給付、組合員資格 
… 長期給付、恩給 
 

 

… 企画調整、教科書、各種補助金、教職員研修、修学支援  

… 免許、認定講習 
… 進路指導、教育課程、教科指導  

… 生徒指導、特別活動、教科指導 
 

… 人権教育の推進 
 

… 企画調整、特別支援教育の振興  

… 特別支援教育の推進 
 

… 企画調整 
… 高校教育活性化推進、国際理解  

… 修学資金貸与、奨学金 
… 生徒定員、高校教育制度、入学者選抜  

… 情報教育、職業教育、生徒指導 
… 教育課程、進路指導  

… 高校教育改革 
 

… 企画調整 
… 学校体育の振興 
… 保健、安全、学校給食に関する指導 
… 健康安全教育の振興、教職員の健康管理  

… 社会体育・運動競技の振興 
 

… 企画調整 
 

… 婦人・成人・青少年・視聴覚教育 

 

… 企画調整、銃砲刀剣類登録 
… 建造物保存修理、防災、指定調査、伝統的建造物群 
… 民俗文化財、無形文化財、美術工芸品  

… 埋蔵文化財、史跡・名勝・天然記念 

 
 

教 

育 

長 

管 

理 

部 

教
育
企
画
監 

指 

導 

部 

教
育
次
長
（学
校
安
全
対
策
監
） 

秘書調整担当 

職員総務担当 

予 算 担 当 

企画広報担当 

行  政  担  当 

学校業務改革担当 

学校業務推進担当 

 

管 理  担 当 

計  画  担 当 

建 設  担 当 

設  備 担 当 

助 成  担 当 

 

企画調整担当 

給与制度担当 

法 制  担 当 

人 事 担 当 

評価・育成担当 

 

企画調整担当 

厚生貸付担当 

給  付 担 当 

年  金 担 当 

 

 

企画振興担当 

教員免許担当 

指導第１担当 

指導第２担当 

 

推 進  担 当 

 

企画調整担当 

指導推進担当 

 

調 整  担 当 

振  興  担 当 

修学支援担当 

企画推進担当 

指導第１担当 

指導第２担当 

高校改革担当 

 

企画調整担当 

学校体育担当 

健康安全教育指導担当 

健康安全教育振興担当 

ス ポ ー ツ振興担当 

 

企画調整担当 

振  興  担 当 

社会教育主事 

 

企画調整担当 

建 造 物 担 当  

管理調査担当 

記 念 物 担 当  

総 務 企 画 課 
 

管   理   課 

教 職 員 課 

福   利   課 

学 校 教 育 課 

人権教育室 

特別支援教育課 

 

高 校 教 育 課 

保 健 体 育 課 

社 会 教 育 課 

文化財保護課 

理

事
（高
校
改
革
担
当
） 
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教育局の所管区域 

名  称 

 

所 管 区 域 

 

京都府乙訓教育局 向日市、長岡京市、乙訓郡 

京都府山城教育局 
宇治市、城陽市、八幡市、京田辺市、 

木津川市、久世郡、綴喜郡、相楽郡 

京都府南丹教育局 亀岡市、南丹市、船井郡 

京都府中丹教育局 綾部市、福知山市、舞鶴市 

京都府丹後教育局 宮津市、京丹後市、与謝郡 

 

 
第３節 教育機関 

 京都府教育委員会の管理に属する教育機関

としては、府総合教育センター、府立図書館、

府立单山城尐年自然の家、府立るり渓尐年自然

の家、府立山城郷土資料館、府立丹後郷土資料

館と府立中学校２校、府立高等学校46校、特別

支援学校11校を設置している。 

 なお、府立尐年自然の家の管理は、負団法人

京都府尐年教育振興会に委託している。 

 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

教

育

機

関

 

総  務  部 … 庶務、会計、総合調整 

企画研究部 … 研究・研修事業の総合企画及び調整、情報教育の 

                研究・推進 

研修・支援部 … 教科（国語、社会、算数・数学、外国語）、領域、 

幼児教育、経営、社会教育の研修、研修支援 

 

特別支援教育部 … 特別支援教育の研究、研修 

教育相談部 … 教育相談 

人材育成支援室 … 学校における人材育成を支援するための相談、指 

導・助言、調査研究 

科学技術教育部 … 教科（理科、家庭・技術、美術工芸、音楽、書写、 

体育・保健）の研究、研修 

北部教育相談室 … 教育相談 

 

 

 

府総合教育センター 
 

北部研修所 
 

総務課 
 

庶 務 係 … 庶務 

企画調整係 … 図書館所掌事務の総合企画及び調整、研 

修、図書館情報ネットワークシステムの管

理、図書館関係団体事務 

 

府 立 図 書 館 
 

（図書整理担当）

（特定資料担当） 

（閲 覧 担 当） 

（振 興 担 当） 

 

図書館資料の収集及び整理、閲覧室及

び書庫の管理運営、図書館サービス、

書誌データベース及びレファレンス・

データベースの管理、市町村立図書館

等との図書館協力 

 

資料課 
 

府立南山城少年自然の家 

府立るり渓少年自然の家 

府立山城郷土資料館 

府立丹後郷土資料館 

 

（財）京都府少年教育振興会に管理委託 

 

中  学  校  ２校 

高 等 学 校  46校（８分校） 

特別支援学校  11校（５分校） 

 

 

府  立  学  校 
 

総  務  課   庶務、広報、普及活動 

資  料  課  資料の調査、収集、保管、展示 
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第４節 附属機関 

 法律及び条例に基づいて府教育委員会に設置されている附属機関は次のとおり。 

名 称 根 拠 規 程 任     務 委員 任 期 主管課 

京都府教科用図書選定
審議会 

義務教育諸学校の教科用図書
の無償措置に関する法律第11
条第２項 

義務教育諸学校において使用す
る教科用図書の採択についての
基準、選定に必要な資料作成及び
指導助言の調査審議 

20人 
４月１日 

～ 
８月31日 

指導部 
学校教育課 

京都府産業教育審議会 産業教育振興法第11条 
産業教育に関する事項について
調査審議及び建議 15人 ３年 

指導部 
高校教育課 

京都府スポーツ推進審
議会 スポーツ基本法第31条 

スポーツの計画及び推進に関す
る重要事項についての調査審議 

20人 
以内 ２年 

指導部 
保健体育課 

京都府社会教育委員 社会教育法第15条第１項 
社会教育に関し、教育委員会に助
言 15人 ２年 

指導部 
社会教育課 

京都府文化負保護審議
会 文化負保護法第190条第１項 

文化負の保存及び活用に関する
事項について調査審議及び建議 

20人 
以内 ２年 

指導部 
文化負保護課 

 
 
 
第５節 条例・規則の制定及び改正 

 平成23年度中に制定された府教育委員会関係の条例及び規則は次のとおり。 

条例・規則番号 条例・規則の名称 内       容 公布日（施行日） 

京都府条例第16号 
京都府立学校授業料等徴収条例等の一部を
改正する条例 

大規模な災害の被災者に対する就学援助
のため、府立学校の入学考査料等につい
て減免を可能とするための改正 

23. ６.７ 
(23. ６.７) 

京都府条例第37号 
京都府スポーツ振興審議会条例の一部を改
正する条例 

スポーツ振興法の全部改正によりスポー
ツ基本法が制定されたことに伴う改正 

23. 10.21 
(23. 10.21) 

京都府教育委員会 
規則第６号 

京都府立学校の分校、課程、学科等設置規則
及び京都府立の中学校及び高等学校の通学
区域に関する規則の一部を改正する規則 

口丹、中丹、丹後通学圏における府立高
等学校の普通科の教育課程上の編制の変
更に伴う改正 

23. 8.30 
(23. ８.30) 

京都府教育委員会 
規則第７号 

京都府立学校の分校、課程、学科等設置規則
の一部を改正する規則 

府立聾学校高等部に京都アート科及び情
報科を新設することに伴う改正 

23. ８.30 
(23. ８.30) 

京都府教育委員会 
規則第８号 

京都府教育委員会基本規則等の一部を改正
する規則 

スポーツ振興法の全部改正によりスポー
ツ基本法が制定されたことに伴う改正 

23. 10.21 
(23. 10.21) 

京都府教育委員会
規則第１号 

京都府教育委員会基本規則の一部を改正す
る規則 

公立義務教育諸学校の学級編制及び教職
員定数の標準に関する法律及び地方教育
行政の組織及び運営に関する法律の改正
等に伴う改正 

24. ３.23 
(24. ４.１) 

京都府教育委員会
規則第２号 

京都府立学校の分校、課程、学科等設置規則
の一部を改正する規則 

府立向陽高等学校の全日制課程の普通
科第Ⅲ類、府立单丹高等学校の全日制
課程の普通科第Ⅱ類及び府立聾学校高
等部の産業工芸科、デザイン科、色染
科及び被服科を廃止することに伴う改
正 

24. ３.23 
(24. ４.１) 

京都府教育委員会
規則第３号 

京都府教育負産取扱規則の一部を改正する
規則 

府立学校の体育施設を府民のスポーツ活
動のための利用に供する場合の事務を府
立学校長に委任することに伴う改正 

24. ３.23 
(24. ４.１) 

京都府条例第５号 

地域の自主性及び自立性を高めるための改
革の推進を図るための関係法律の整備に関
する法律等の施行に伴う関係条例の整備に
関する条例 

地域の自主性及び自立性を高めるための
改革の推進を図るための関係法律の整備
に関する法律等のうち、へき地教育振興
法等の改正に伴う職員の給与等に関する
条例の教育委員会所管部分の改正 

24. ３.27  
(24. ４.１) 
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第６節 表  彰 

１ 京都府教育功労者表彰（平成14年教育委員

会規則第９号） 

 京都府における教育の振興に関し、特に功

績があると認められた個人・団体を、京都府

教育功労者として表彰している。 

 
 

 対象となる功績は、学校教育、社会教育、府

民文化、教育行政など、広範な分野にわたって

おり、昭和28年以来、平成23年まで個人330名、

団体23団体を表彰した。 

 平成23年度は、表彰式を11月に開催した。 

 

京都府教育功労者一覧 

表彰 
年度 

氏名・団体名 
表彰 
年度 

氏名・団体名 
表彰 
年度 

氏名・団体名 

昭和 

28年 

29 

 

 

30 

 

 

 

 

31 

 

 

 

 

 

 

32 

 

 

 

33 

 

 

 

34 

 

 

 

 

 

35 

 

 

36 

 

 

 

 

37 

 

 

 

38 

 

 

西 田 義 文 

上 田 一 夫 

蒲 田 熊 次 

船 井 郡 郷 学 社 負 団 

天 野 利 武 

小 畠 逸 良 

白  子  喜 一 郎 

京 都 理 科 研 究 会 

舞 鶴 市 連 合 会 

今  井  恒 次 郎 

山 田 俊 三 

山 内 年 彦 

浅 井 清 信 

鈴 木 博 也 

同和教育京都府連合会 

京都市算数教育研究会 

竹  上  藤 次 郎 

谷  亮 三 

京都市国語教育研究会 

船 井 郡 丹 波 町 

芦 原 謙 造 

瑞 野 令 三 

京都市音楽教育研究会 

瑞 穂 町 三 の 宮 公 民 館 

芦   田  重 左 衛 門 

佐  野  健 太 郎 

鈴 木  俊 

高  田  㐂 太 郎 

増  井  栄 太 郎 

京都市小学校体育研究会 

福 田  与 

羽 田  巌 

京都市図画工作教育研究会 

市 原 誠 一 

杉 本 信 行 

富 阪 寛 作 

富 田 隆 雄 

京都市社会科教育研究会 

中  西  太 一 郎 

水  口  甚 五 郎 

吉 田 八 重 

田 辺 郷 土 史 会 

井  川  市 太 郎 

岩 崎 英 精 

小 林 英 生 

 

 

 

 

 

39 

 

 

 

 

 

40 

 

 

 

41 

 

 

42 

 

43 

 

44 

45 

46 

 

47 

48 

 

49 

 

 

50 

 

51 

 

52 

 

53 

 

 

54 

 

 

55 

 

 

塩 見 寛 治 

鈴 木 茂 吉 

前 田 一 良 

京都府学校図書館協議会 

中 津 川  保  一 

橋 本 英 一 

原  与 作 

村 上 祐 二 

守 田 種 二 

京都放送教育研究協議会 

岡    源 太 郎 

坂 部  茂 

田 中 文 子 

京 都 点 訳 友 の 会 

小 橋 敏 夫 

中  島  新 太 郎 

京都聴力障害者援護会(大内会) 

岡 本 勇 造 

京都府高等学校体育連盟 

川 瀬 春 生 

西 村 荘 三 

吹 上 靖 太 

( 該 当 者 な し ) 

桑 野 忠 男 

福 田 博 臣 

( 該 当 者 な し ) 

戸 田  晋 

中 井 平 造 

村 田 治 郎 

磯 部 志 津 

瀬 野 貞 一 

阿 单 義 雄 

深 瀬  宏 

今  井  多 喜 雄 

祇 園 祭 山 鉾 連 合 会 

齋 藤  実 

高 島 雅 行 

並 河  靖 

新 国 貞 三 
野 口 伊 平 

小  林  政 治 郎 

山  本  伊 豆 子 

京都府障害児教育研究会 

林  浅 子 

下 田 甚 吉 

 

 

 

56 

 

 

57 

 

58 

 

59 

 

60 

 

 

61 

 

 

 

62 

 

 

 

 

 

 

 

 

63 

 

 

 

 

 

 

 

平成元年 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

北 脇 忠 治 

矢 野 茂 次 

橘    堅 太 郎 

中 山 修 一 

大 槻 輝 雄 

湊  一 之 

大  槻  寅 之 助 

奥 田  弘 

京都府美術教育研究会 

高 橋 静 二 

山 本 隆 三 

坂 根 芳 朗 

中 井 丈 二 

栗 田 澄 子 

京都府へき地教育研究会 

四  方  美 代 子 

相 原 清 滋 

津  山  カ ツ コ 

藤 井 正 雄 

小  西  清 三 郎 

山  本  娃 久 美 

杉 森 義 雄 

藤 田 義 雄 

中 道 秋 治 

藪 下 撤 一 

平 田 壽 郎 

松 居 正 治 

湯 浅 佑 一 

藤 田 静 夫 

小 谷 隆 一 

千  宗 室 

高 嶋 四 郎 

岡    博 

生  谷  敬 之 助 

和 田 安 治 

毛  利  み ち ゑ 

松 井 重 雄 

西 村 俊 郎 

乾  主 計 

深 井 隆 三 

井 関  勉 

岡 本  馨 

大 島  要 

西  田  多 輝 子 

柏 井 光 彦 
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表彰 
年度 

氏名・団体名 
表彰 
年度 

氏名・団体名 
表彰 
年度 

氏名・団体名 

 

3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 

 

 

 

 

 

 

6 

 

 

 

 

 

 

7 

 

 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

 

9 

 

 

 

 

 

 

馬 場 友 治 

荒 本 光 雄 

栢 分 次 郎 

川 勝 道 子 

木 田 正 雄 

久 下 壽 夫 

白 滝 忠 光 

長 澤 克 己 

古 川 太 一 

八  木  伊 佐 美 

山 下 潔 巳 

柚 木 一 男 

上  田  亮 太 郎 

内 田 昌 一 

小 泉 和 子 

古 和 田  治  己 

田 中 光 浩 

中 村 一 郎 

西    祥 太 郎 

福 嶋 正 美 

福 田  濶 

森 田 孝 信 

米 津 忠 男 

内 山 茂 生 

大 槻 秧 司 

片 山  哲 

小 西 英 夫 

平 林 和 夫 

堀 井 甚 逸 

吉 田 直 文 

新 井 一 夫 

鈴 木  實 

高 木  茂 

土 屋  實 

冨 井  章 

楢 村 敏 子 

若 原 英 弌 

加 藤 政 男 

城 戸 秀 夫 

齋 藤  忠 

島 本  脩 

土 田 謹 一 

中  正 文 

松 井  實 

茂 籠 内 匠 

足  立  柳 太 郎 

齋 藤 錠 吉 

齋 藤  進 

田 宮 宏 悦 

前 川 永 一 

真  継  さ き 江 

村 上  肇 

岩 本 昭 造 

上 田 邦 夫 

大 久 保  俊  夫 

永 松 迪 哉 

 

 

 

 

 

10 

 

 

 

 

 

ll 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 

 

 

 

 

 

 

 

15 

 

 

 

村 上 丈 利 

山 耒  勉 

山 本 十 造 

楢 山 勝 平 

足 立 志 夫 

伊 家 正 昭 

坪 内 達 雄 

中 川 惠 次 

永  島  與 四 幸 

増 田  潔 

青  木  正 一 郎 

犬 飼 傅 楢 

上 林 泰 夫 

北 村  晉 

小 畑  弘 

橘  恭 堂 

椿 原 泰 夫 

永 井  淳 

单 任 鉄 雄 

原 澤  孝 

藤 井  昭 

村 上 平 明 

吉 田  實 

井 上 進 一 

眞 下 幸 一 

小 山  安 

佐 野  哲 

毛 呂 幸 生 

森   實 

岩 田  明 

森  貞 男 

山 本 千 秋 

新 井 重 凞 

中  西  由 美 生 

橋 詰 澄 雄 

酒  井  不 二 夫 

勝 田 敏 夫 

山 田 悦 夫 

日 下 部    治 

大  石  康 一 郎 

井 上  弘 

吉 本  勉 

久 貝 和 子 

德 吉 秀 昭 

岩 渕  淳 

橋 本  務 

八 幡 覚 堯 

袴 田 良 雄 

奥 村  裕 

田 中  誠 

福 知 正 温 

小 林 慶 範 

田 中  晋 

中 森  勝 

樋  口  欣 之 介 

出 野 武 男 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19 

 

 

 

 

 

 

高 野 俊 道 

故 小  林   暉  彦 

奥 村  功 

山  本  輝 一 郎 

大  橋  二 三 夫 

小  寺  正  一 

田 野 照 子 

中 地  誠 

杉  本  千 代 造 

小 牧 重 貴 

西 出  浩 

上 村 清 彦 

前 田  讓 

荒 川 直 樹 

中 里 隆 憲 

村 上 知 生 

田 淵 和 彦 

油 谷 桂 朗 

澤 田  淳 

友 久 久 雄 

中 島 和 子 

堀  正 代 

楳 林 誠 雄 

谷 ロ 道 夫 

河 原 林    理 

米 田 敦 弘 

山 本 欽 一 

髙 田  渉 

岡 本 忠 行 

安 達  渉 

永 井 吉 正 

能 勢 久 子 

石  川  み ゆ き 

上 野 嘉 雄 

山 口 庄 治 

小  林  喜 代 司 

岸 本 禮 子 

澤 村 幸 作 

入 江 嘉 明 

寺 田 俊 男 

山 口 光 則 

堀  亘 孝 

单 元 昭 治 

廣 瀬 浩 二 

福 田  滋 

道 下 和 子 

稲 葉 昌 平 

笹 池 正 二 

角 野 治 生 

黒 﨑 良 吉 

荒 木 德 尚 

牧 野  修 

福 西 康 至 

坂 下 和 也 

稲 本 高 士 

前 田  勉 
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表彰 
年度 

氏名・団体名 
表彰 
年度 

氏名・団体名 
表彰 
年度 

氏名・団体名 

 

 

 

 

 

 

20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21 

中 谷 裕 亮 

前  尾  美 智 子 

菅    佐 和 子 

前 尾 知 三 

岩 附 清 子 

八  木  八 重 子 

引 野 恒 司 

奥 村 將 治 

瀧 口 宣 男 

土 佐 順 貞 

村 上  勁 

土 山 喜 英 

奥 村 泰 三 

吉  岡  美 紀 子 

小 牧 惠 子 

川 下 長 久 

小 澤 一 也 

滝 本 健 二 
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大 嶋 正 德 

日 下 部  耕  三 

長 尾 國 顯 

岡 田 孝 司 

増 田 耕 造 

田 中 偉 晃 

川 端 厚 男 

佐 野 修 弘 

田  邉  千 佐 子 

白 樫  財 

河 原 信 之 

升 田 幸 男 

上 辻 勝 美 

田 村 俊 次 

笹 井  昭 

山 本 明 忠 

吉 田 荘 治 

森  洋 一 
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堀 池 香 代 

医療法人社団 洛和会 

吉 村 滋 太 

浅 井 義 久 

大 森 淳 乃 

西 尾 雅 之 

土 田  稔 

小 田 憲 夫 

大 谷 祐 康 

栗 田 淳 二 

守  谷  ま さ 子 

杉 本 厚 夫 

秦  陽 子 

板 東 忠 司 

石 田 康 男 

山 本 正 明 

 
  
   

２ 京都府教育委員会附属機関の委員等表彰 

（平成14年教育委員会規則第９号） 

 京都府スポーツ振興審議会をはじめ、京都

府文化負保護審議会など教育委員会附属機関

の委員と、府立学校の学校医、学校歯科医、

学校薬剤師に対する表彰である。 

 対象者は附属機関の委員などとして、職務

に精励し、教育行政の発展に財献し、委員と

して10年（学校医等にあっては20年）以上勤

務した者で、平成23年度には５名を表彰し、

表彰式を11月に開催した。 
 
 
３ 京都府立学校教職員表彰 

京都府教育委員会事務局職員表彰 

（平成14年教育委員会規則第９号） 

 府立学校の教職員及び府教育委員会事務局

の職員に対し、永年勤続表彰及び優良職員表

彰を行っている。 

 対象者は多年勤続し、職務に精励した者で

あって、他の模範と認められる教職員及び事

務局職員などで、平成23年度には215名と９

グループを表彰した。表彰は府庁開庁記念日

に行っている。 

 

４ 京都府公立学校退職教職員表彰 

（平成14年教育委員会規則第９号） 

 府立学校と市（京都市を除く。）町組合立

小・中学校の府費貟担教職員に対し、退職に

際してその功績をたたえ表彰している。 

 対象者は教職員として30年以上勤務し、職

務に精励した者など（多年勤続により教育委

員会から表彰を受けた者は除く。）で、平成

23年度退職者については245名を表彰した。 

 表彰は、府立学校については退職辞令交付

時に併せて行い、市町組合立小・中学校につ

いては４月中旬から５月中旬に行っている。 

 

５ 京都府公立学校優秀教職員表彰 

（平成14年教育長訓令第16号） 

 常に職務に精励し、意欲と情熱を持って熱

心に教育実践などに取り組む優秀な教職員に

対する表彰を行っている。 

 対象者は、府立学校と市（京都市を除く。）

町（組合）立小・中学校に勤務する府に任命

権が属する教職員であって、資質や指導力に

優れ、教育実践などにおいて他の模範となる

と認められる者で、平成23年度には44名と２

団体の教職員を表彰し、表彰式及び教育実践

交流セミナーを11月に開催した。 
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第７節 調査統計、広報広聴 

１ 統 計 調 査 

教育行政を進める上で基礎資料を総合的に得るため、次の調査を実施している。 

名         称 調査期間 周  期 

学 校 基 本 調 査（学校調査、卒業後の状況調査など） ５月１日現在 毎   年 

社 会 教 育 調 査 10月１日現在 ３ 年 ご と 

学 校 教 員 統 計 調 査 10月１日現在 ３ 年 ご と 

地 方 教 育 費 調 査（教育費調査、※教育行政調査など） 前 年 度 間 毎   年 

子どもの学習費調査 年 間 調 査 隔   年 

※教育行政調査は５月１日現在を調査期間とし、隔年実施 

 
 

２ 広 報 広 聴 

 教育に対する府民の理解と協力を得るとと

もに、教育行政を円滑に進めるため、本府教

育に関する制度・施策や事業について、広報

紙『きょうとふの教育(府教委広報）』をはじ

め、パンフレット『京都府の教育2011』､ＦＭ

ラジオ広報番組『Kyoto Educational Window』

などを通じて広報活動を行っている。 

 また、教育記者クラブ(新聞社・テレビ局・

通信社など15社で構成）との緊密な連携を図

り、資料提供など積極的な広報活動（パブリ

シティ）を行っている。 

 
 
 
（1）広報紙（定期刊行物） 

名   称 発行部数 配布先 主な内容 

きょうとふの教育 
（府教委広報） 

年３回 

毎回約 
170,000部 

府内公立学校の児童生徒の保護

者、教職員、市町（組合）教委、

その他教育関係者など 

保護者向け広報紙として、発行時

期を考慮しながらタイムリーな記

事を掲載する。 

京都府の教育 
２０１１ 

年１回 
7,000部 

府内の公立学校、教育機関、市

町（組合）教委など 

府民向けパンフレットで京都府の

教育について写真、グラフなどを

使って紹介する。 

 
 
(2) 広報番組(平成23年度) 

・ラジオ番組 

『Kyoto Educational Window』 

毎月第２、４水曜日(年24回放送) 

(3）ホームページ 

アドレス 

http://ｗｗｗ.kyoto-be.ne.jp/  
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第８節 市町（組合）教育委員会 

 市町（組合）教育委員会は、５人の委員を

もって組織される。ただし、条例の定めがあ 

 
れば、委員数を弾力的に扱うこともできる。 

 教育長は、教育委員のうちから任命される。 

 
 
 
 
 

京都府市町(組合)教育委員会委員長・教育長一覧 

平成2４年３月１６日現在 

 教育委員会名 委 員 長 教 育 長  教育委員会名 委 員 長 教 育 長 

乙

訓 

向  日  市 前田 信行 奥野 義正 

单

丹 

亀  岡  市 中桐 安子 竹岡  敏 

長 岡 京 市 浅輪 信子 芦田 富男 单  丹  市 林  昌明 森  榮一 

大 山 崎 町 单  顕融 塩見 正弘 京 丹 波 町 十倉 一昭 朝子 照夫 

山

 
 

 

城 

宇  治  市 西野 正博 石田  肇 

中

丹 

綾  部  市 片山 祥司 
職務代理者 
足立  雅和 

城  陽  市 﨑川 武雄 中村 範通 福 知 山 市 上山 英子 荒木 德尚 

八  幡  市 奥村 順一 今井 興治 舞  鶴  市 单部 照一 
職務代理者 
塩田  卓三 

京 田 辺 市 奥西 尚子 
職務代理者 
木下  敏巳 

丹

後 

宮  津  市 生駒 正子 横山 光彦 

木 津 川 市 杉本 清重 森永 重治 京 丹 後 市 小松 慶三 米田 敦弘 

久 御 山 町 今村 愛子 山本 悦三 伊  根  町 小单 栄作 石野  渡 

井  手  町 奥西 康人 松田  定 与 謝 野 町 白杉 直久 垣中  均 

宇 治 田 原町 上辻 勝美 西出維久雄 
与謝野町宮津市 
中 学 校組 合 

廣野 雅士 垣中  均 

精  華  町 伊藤二三雄 太田 信之 
 

相 楽 東 部 
広 域 連 合 

井戸野佐知子 西本 吉生 
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（1） 年令別教育委員数（京都市を含む。） 

平成23年５月１日現在 

区  分 40歳未満 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65歳以上 計 

委員数(人) ３ 20 23 48 9 103 

比 率(％) 2.9 19.4 22.3 46.6 8.8 100 

（注）教育長である委員を除く。 
 
 
（2） 職業別教育委員数（京都市を含む。） 

平成23年５月１日現在 

区 分 
専門的・ 
技 術 的 
職業従事者 

管 理 的 
職業従事者 

農林漁業 
作 業 者 

運輸・通信 

従 事 者、 

生産工程・ 
労務作業者 

事  務 
従 事 者 

販 売 ・ 
サービス・ 
保安職業 
従 事 者 

無  職 計 

教育委員（人） 39 17 8 1 6 6 26 103 

教育の職歴を持っ 
た委員数（再）（人） 

8 3 3 － － － 15 29 

（注）教育長である委員を除く。 
 
 
 
（3） 人口規模別事務局本務職員数及び平均職員数（京都市を含む。） 

平成23年５月１日現在 

人 口 規 模 教育委員会数 
事 務 局 職 員 数 

総   数（人） １教委当たり平均（人） 

500,000人以上 1 434 434.0 

100,000～499,999人 1 61 61.0 

50,000～99,999人 10 359 35.9 

30,000～49,999人 3 61 20.3 

15,000～29,999人 5 93 18.6 

8,000～14,999人 2 21 10.5 

5,000～7,999人 － － － 

5,000人未満 1 4 4.0 

一部教育事務組合 1 5 5.0 

広域連合教育委員会 1 17 17.0 
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第９節 教育予算の概要 

１ 予 算 総 額 

 京都府の平成24年度当初予算は、一般会計

で8,945億4,900万円、前年度予算と比べ0.8％

増となっている。 

 このうち、教育費総額は、2,296億6,509万

円で府全体の一般会計予算の25.7％を占めて

いる。 

 

２ 府教育委員会の予算 

府教育委員会所管の平成24年度当初予算(一

般会計)は、1,908億170万円で府全体の歳出

総額の21.3％を占め、前年度予算(1,956億

3,950万円)に比べ2.5％減となっている。 

 

 

 

 

「歳出」を目的別にみると、義務教育教職員

の給与費や旅費の小・中学校費が57.7％を占

め、府立高校の整備や運営経費、給与費など

の高等学校費が20.2％、教育庁の運営経費や

公立学校教職員の退職手当などの教育総務 

費が11.0％、特別支援学校の整備や運営経費、

給与費などの特別支援学校費が9.4％、社会

教育費、文化負保護費、保健体育費あわせて 

1.7％となっている。 

 また性質別にみると、教職員及び職員給与

費などの人件費が92.5％、府立学校施設の整

備をはじめ各種の事業経費が7.5％となって

いる。 

 

 

 

 

平成24年度 教育委員会所管予算（当初） 
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平成24年度 当初予算主要事項 
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第２章 教   職   員 
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第２章 教   職   員 

 

第１節 人   事 

１ 教職員定数 

 京都府の教職員の定数については、「公立

義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の

標準に関する法律」（以下「標準法」という。）

並びに「公立高等学校の設置、適正配置及び

教職員定数の標準等に関する法律」を踏まえ

措置を行っている。 

 (1) 小学校及び中学校 

 学級編制は標準法を標準として定めた

府の基準により行っており、この学級を

もとにして教員の定数配当を行っている

が、小学校３～６年生においては、30人

程度の学級編制が可能な定数を配当して

いる。 

 この配当定数の上に特色ある学校づく

りを行うための具体の取り組みに対して

支援する加配措置を行っている。 

 また、組織的かつ機動的に対応するた

め主幹教諭を、教員の指導力を高めるた

め指導教諭を、学校等の実状に応じ配置

している。 

 事務職員、養護教諭、栄養教諭・学校

栄養職員についても、学級数、児童生徒 

 

数を基に配置基準を定め配当を行ってい

る。 

 (2) 高等学校及び特別支援学校 

 高等学校などの教員定数の配置につい

ては、学校ごとの設置課程、学校規模、

設置学科などが個々に異なるので、授業

時間数や児童生徒数を基本としながら教

員配当を行っている。教員以外の教職員

の配置についても同様である。 

 

２ 教員の男女別、年齢別構成 

 校長、教員の男女別年齢別状況などから、

男女の構成はおおむね小学校男38％、女62％、

中学校男60％、女40％、高校男71％、女29％、

特別支援学校男40％、女60％の構成になって

いることがわかる。 

 また、教員の年齢別構成は、小学校では56

歳前後、中学校では53歳前後が多くなってい

る。高校では50歳前後、特別支援学校では56

歳前後が多くなっているのが特徴である。 

 平均年齢は、小学校43.1歳、中学校43.8歳、

高校47.1歳、特別支援学校で46.3歳となって

いる。 
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小学校校長・教員の男女別年齢構成図表 

 
23.5.1現員（人） 男女比（％） 平均年齢（歳） 

男 女 計 男 女 男 女 計 

校  長  ・ 教  員 1,541 2,483 4,024 38.3 61.7  

44.2 

 

42.4 

 

43.1 
上 記 の う ち 教 諭 1,184 2,091 3,275 36.2 63.8 

（注）１ 京都市立学校を除く。 
２ 校長・教員には校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭を含む。 
３ 再任用は除く。 

 
 

  

■ ････校長及び教頭 
年齢････平成24年３月31日現在 

男 女 
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中学校校長・教員の男女別年齢構成図表 

 
23.5.1現員（人） 男女比（％） 平均年齢（歳） 

男 女 計 男 女 男 女 計 

校  長  ・ 教  員 1,314 866 2,180 60.3 39.7  

45.1 

 

41.7 

 

43.8 
上 記 の う ち 教 諭 1,126 756 1,882 59.8 40.2 

（注）１ 京都市立学校を除く。 
２ 校長・教員には校長、首席副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭を含む。 
３ 再任用は除く。 

 
 
 

■ ････校長及び教頭 
年齢････平成24年３月31日現在 

男 女 
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高等学校校長・教員の男女別年齢構成図表 

 23.5.1現員（人） 男女比（％） 平均年齢（歳） 

男 女 計 男 女 男 女 計 

校  長  ・ 教  員 1,795 732 2,527 71.0 29.0  

47.9 

 

45.1 

 

47.1 
上 記 の う ち 教 諭 1,681 665 2,346 71.7 28.3 

（注）１ 京都市立学校を除く。 
２ 校長・教員には校長、首席副校長、副校長、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭を含む。 
３ 再任用は除く。 
 

 ■ ････校長及び教頭 
年齢････平成24年３月31日現在 

女 男 
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特別支援学校校長・教員の男女別年齢構成図表 

 23.5.1現員（人） 男女比（％） 平均年齢（歳） 

男 女 計 男 女 男 女 計 

校  長  ・ 教  員 367 542 909 40.4 59.6  

49.0 

 

44.5 

 

46.3 
上 記 の う ち 教 諭 347 501 848 40.9 59.1 

（注）１ 京都市立学校を除く。 
２ 校長・教員には校長、首席副校長、副校長、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭を含む。 
３ 再任用は除く。 

 
   

■ ････校長及び教頭 
年齢････平成24年３月31日現在 

男 女 
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３ 教職員の選考 

（1）教員選考試験 

 京都府教育委員会では、京都市立学校を

除く公立学校教員採用選考試験を、年１回

（７月）実施している。 

 平成24年度採用選考試験の実施状況

は、下表のとおりである。 

 

（2）学校職員採用試験 

 学校職員（学校事務職員・学校図書館

司書）については、京都府人事委員会が

採用試験（年１回、９月）を実施してお

り、その結果、採用候補者名簿に登録さ

れた者の中から京都府教育委員会が採用

している。 

 

 
 （単位：人） 
 

職種別 
試 験 
実施者 

試験期日・場所 受験資格 志願者数 受験者数 
合格者数 
(名簿登載者) 

 
 
 
 
 
 
 
教 
 
 
 
 
 
 
 
員 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

一
般
選
考 

小学校 

府教育 
委員会 

◆１次試験 

23.7.24（日） 

(龍谷大学） 

一般教養、小論文及び専門教科 

23.7.16（土）～ 23.7.18（月） 

(山城高、鳥羽高、嵯峨野高） 

面接 

◆２次試験 

23.8.15（月）～ 23.8.21（日） 

(洛北高、山城高 他） 

面接、一部につき実技試験  

・志願する校種等及び教科（科
目）の教員普通免許状の所有
者（取得見込を含む。）で昭
和37年４月２日以降に生まれ
た方 
 
・北部採用枠については、北
部地域（綾部市、福知山市、
舞鶴市、宮津市、京丹後市、
伊根町及び与謝野町）におい
て採用後10年間程度勤務でき
る方 

866  
<146> 
(235) 

814  
<146> 
(228) 

205  
<73> 
(50) 

中学校 
879 
<52> 
(104) 

806 
<52> 
(100) 

148 
<25> 
(27) 

高等 
学校 

1,072 
<49> 
(145) 

945 
<49> 
(131) 

115 
<16> 
(24) 

特別支
援学校 

218 
(32) 

205 
(30) 

70 
(7) 

養護 
教諭 

117 105 10 

栄養 
教諭 

34 28 6 

ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
特
別
選
考 

高
等
学
校
理
科 

• 民間企業、大学又は研究機関
等における勤務経験が通算し
て５年以上ある方（国・公・私
立の幼稚園、小学校、中学校、
高等学校、中等教育学校及び特
別支援学校における勤務経験
を除く。）で、その勤務経験に
より理科の分野における高度
の専門的な知識・経験又は技能
を有する方 
• 特別免許状の授与条件を満
たす方 
• 昭和37年４月２日以降に生
まれた方 

7 6 2 

高
等
学
校
保
健
体
育 

• 保健体育の分野における高
度の専門的な知識・経験又は技
能を有する方 
• 選手として、国際的規模の競
技会に日本代表として出場し
た方又は日本選手権大会若し
くはこれに準ずる全国的規模
の大会において優秀な成績を
収めた方 
• 特別免許状の授与条件を満
たす方 
• 昭和37年４月２日以降に生
まれた方 

4 4 1 

特

別

選

考 

身
体
障
害
者 

• 身体障害者手帳の交付を受
けその障害の程度が１級から
６級までの方 
・自力により通勤ができ、か
つ、介護者なしに教員として職
務の遂行が可能な方 

5 4 1 

計 
 

  3,202 2,917 558 

公
立
学
校
職
員 

 

学
校
事
務
職
員 

府人事 
委員会 

◆１次試験 
23.9.25（日） 
(京都女子大学、西舞鶴高） 
教養試験 
23.10.6（木）～ 10.13（木） 
口述試験（府庁） 
◆２次試験 
23.10.28（金）～ 11.10（木） 
(府庁） 
口述試験、適性検査 

昭和63年４月２日以降に生ま

れた方 
553 409 33 

昭和63年４月２日から平成６

年４月１日までに生まれた方 
60 45 5 

計    593 454 38 

平成24年度 教職員採用試験 
 

・< >は大学推薦特別選考の数で内数  ・（ ）は北部採用枠での選考の数で内数 
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第２節 給   与 

１ 給与制度の基本 

 公務員の給与の性格は、職務給を原則とし

ながら生活面も考慮されたものであり、その

水準は、国、他の地方公共団体、民間給与と

均衡を図ること、給与の種類、額、支給方法

は条例で定めることなどが地方公務員法第

24条に定められている。 

 また、公立学校の校長及び教員の給与は、

従前の国立学校準拠制を廃止し、教育公務員

特例法第13条に「これらの者の職務と責任の

特殊性に基づき条例で定める」と規定され、

各地方公共団体が地域ごとの実態を踏まえて

給料や諸手当の額を主体的に定めることとさ

れている。 

 京都府における教職員は、「職員の給与等

に関する条例」(昭和31年京都府条例第28号）

「職員の給与、勤務時間等に関する規則」（昭

和31年人事委員会規則６－２）などに給与の

種類、額、支給方法が定められている。 

 教職員に支給される給与の種類は、給料、

給料の調整額、教職調整額、扶養手当、地域

手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、

特殊勤務手当、特地勤務手当、へき地手当、

時間外勤務手当、宿日直手当、管理職員特別

勤務手当、休日勤務手当、管理職手当、期末

手当、勤勉手当、義務教育等教員特別手当、

定時制通信教育手当、産業教育手当及び退職

手当で、これらの給与は、それぞれ支給要件

が条例規則に定められている。 

 

２ 給与の負担 

 地方公務員の給与は、原則として職員の身

分の属する地方公共団体が負担し支給するこ

とになっているが、市町村立の小・中学校及

び特別支援学校の校長、副校長、教頭、主幹

教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、

助教諭、養護助教諭、寄宿舎指導員、講師、

学校栄養職員及び事務職員の給与などについ

ては、市町村立学校職員給与負担法第１条の

定めるところにより、例外として都道府県が

負担することとされている。 

 これは、財政規模その他の事情が異なる市

町村に給与を負担させた場合、給与の不均衡

が予測され、人事上の障害ともなるので、広

域的な視野に立って教育の推進を図るため

に設けられた制度である。 

 また、教育の機会均等とその水準の維持向

上を図るため、義務教育諸学校の教職員の給

与費などについて、都道府県の負担した給与

費の概ね３分の１を一定の基準に従って、国

が負担するよう、義務教育費国庫負担法に定

められている。 

 

３ 教育職員給与の特殊性 

 小・中・高・特別支援学校に勤務する教育

職員に対する給与については、教育振興とい

う観点から、他の給料表の適用を受ける者と

異なる給与などの優遇措置が採られている。 

(1)「公立の義務教育諸学校等の教育職員

の給与等に関する特別措置法」に基づい

て、義務教育諸学校などの教育職員の職

務と勤務態様の特殊性を勤務時間の内

外を問わず包括的に評価し、時間外勤務

手当と休日勤務手当にかえて教職調

整額(給料の４％)が支給されている。 

(2)「学校教育の水準の維持向上のための

義務教育諸学校の教育職員の人材確保

に関する特別措置法」に基づいて、教育

職員の給与水準を一般職員より優遇し、

人材を確保することを目的として、給料

表の改善のほか、義務教育等教員特別手

当、教育業務連絡指導手当などが支給さ

れている。 

（3）「へき地教育振興法」､「高等学校の

定時制教育及び通信教育振興法」､「産

業教育振興法」に基づいて、それぞれへ

き地手当、定時制通信教育手当及び産業

教育手当が支給されている。 

 

４ 退 職 手 当 

 退職手当は、職員が退職した場合に一時金

として、その者（死亡による退職の場合はそ

の遺族）に支給される給与であって、民間企

業における退職金（一時金）に相当するもの

である。 

 退職手当の種類、支給額及び支給方法は

「職員の退職手当に関する条例」(昭和31年

度京都府条例第30号）に定められている。 
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５ 人件費総額 

 平成23年度２月補正を含む教職員の人件費総額は172,534,677千円である。各学校種別ごとの人

件費は次のとおりである。 

 
（単位：千円） 

区分 
平成22年度 
決 算 額 

区分 
平成23年度 

２月現計予算額 

小 学 校 69,361,332 小  学  校 68,493,596 

中 学 校 39,868,174 中  学  校 40,008,598 

高 等 学 校 28,746,668 高  等  学  校 28,603,703 

特別支援学校 16,681,332 特別支援学校 16,558,201 

退 職  手  当 19,852,068 退  職  手  当 18,870,579 

計 174,509,574 計 172,534,677 

 

 

 

 

第３節 免   許 

 学校教育法第１条に定める幼稚園、小学校、中

学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校

の教員は、教育職員免許法により授与する各相当

の教員免許状を有するものでなければならない。 

 免許状の種類は、普通免許状、特別免許状、臨

時免許状の三種類である。 

 普通免許状は、学校（中等教育学校を除く。）

の種類ごとの教諭、養護教諭、栄養教諭の専修・

一種・二種（高等学校を除く。）に区分されて

おり、中学校、高等学校についてはそれぞれ教科

ごとに授与される。 

 特別免許状は、学校（幼稚園及び中等教育学校

を除く。）の種類ごとの教諭の免許状である。 

（上記の免許状については、平成21年４月から

更新制が適用されている。） 

 臨時免許状は学校（中等教育学校を除く。）の

種類ごとの助教諭の免許状及び養護助教諭免許

状である。 

 免許状の取得方法は、大別すると、 

(1) 課程認定を受けた大学・短期大学若しくは

教員養成機関で、免許法に定める教科及び教

職に関する科目を取得し、卒業または修了し

たもの。 

 

 

 

 

 

 

(2) 学校での勤務年数と、それに伴う単位取

得によるもの。 

(3) 文部科学省が行う教員資格認定試験に

合格したもの。 

などがあるが、このほか個々の事例によって経

過規定、特例規定が多く、複雑多岐にわたって

いる。 

 なお、教員免許状は、都道府県の教育委員会

が授与するものであり、普通免許状は、すべて

の都道府県において効力を有し、特別免許状及

び臨時免許状は、その免許状を授与した都道府

県においてのみ効力を有する。 

 平成2２年度に京都府教育委員会が授与（交

付）した免許状の件数は次の通りである。 
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教科別 

 
 

種  別         件数 

国

語 

社

会 

地
理
歴
史 

公

民 

数

学 

理

科 

音

楽 

美

術 

工

芸 

書

道 

保
健
体
育 

保

健 

看

護 

看
護
実
習 

技

術 

家

庭 

家
庭
実
習 

情

報 

農

業 

農
業
実
習 

工

業 

工
業
実
習 

商

業 

商
業
実
習 

水

産 

商

船 

福

祉 

職

業 

職
業
指
導 

外

国

語 
宗

教 

幼 稚 園 教 諭 専 修 免 許 状 8                                
幼 稚 園 教 諭 １ 種 免 許 状 569                                
幼 稚 園 教 諭 ２ 種 免 許 状 847                                
小 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 48                                
小 学 校 教 諭 １ 種 免 許 状 1,282                                
小 学 校 教 諭 ２ 種 免 許 状 527                                
中 学 校 教 諭 専 修 免 許 状 310 43 72   25 44 24 46   4 0   0 6            0 0 38 8 

中 学 校 教 諭 １ 種 免 許 状 2,571 475 729   205 79 140 180   97 1   11 54            0 0 582 18 

中 学 校 教 諭 ２ 種 免 許 状 76 15 8   2 2 2 0   4 0   2 6            1 0 32 2 

中 学 校 教 諭 特 別 免 許 状 0                                
高等学校教諭専修免許状 368 49  52 40 29 52 25 42 8 3 4 0 0 0  6 0 5 1 0 2 0 0 0 0 0 0  0 40 10 

高等学校教諭１種免許状 3,609 523  664 609 246 158 157 228 38 41 117 1 0 0  56 0 65 13 0 7 0 15 0 0 0 23  0 625 23 

高等学校教諭特別免許状 1           1                     
特別学校教諭専修免許状 9                                
特別支援学校教諭１種免許状 287                                
特別支援学校教諭２種免許状 99                                
養 護 教 諭 専 修 免 許 状 0                                
養 護 教 諭 １ 種 免 許 状 29                                
養 護 教 諭 ２ 種 免 許 状 41                                
栄 養 教 諭 専 修 免 許 状 0                                
栄 養 教 諭 １ 種 免 許 状 46                                
栄 養 教 諭 ２ 種 免 許 状 18                                
自立活動教諭１種免許状 1                                

小   計 10,746 1,105 809 716 649 507 335 348 496 46 44 227 2 0 0 13 128 0 70 14 0 9 0 15 0 0 0 23 1 0 1,317 61 

幼 稚 園 助 教 諭 免 許 状 1                                
小 学 校 助 教 諭 免 許 状 166 

 
                               

中 学 校 助 教 諭 免 許 状 159 11 5   51 24 3 5   10 0   12 6            0 0 31 1 

高 等 学 校 助 教 諭 免 許 状 78 6  2 5 10 3 1 4 2 0 2 0 2 5  6 0 3 1 0 4 1 1 1 0 0 1  0 17 1 

特別支援学校助教諭免許状 31                                
養 護 助 教 諭 免 許 状 10                                
自立教科教諭助教諭免許状 0                                

小   計 445 17 5 2 5 61 27 4 9 2 0 12 0 2 5 12 12 0 3 1 0 4 1 1 1 0 0 1 0 0 48 2 

合   計 11,191 1,122 814 718 654 568 362 352 505 48 44 239 2 2 5 25 140 0 73 15 0 13 1 16 1 0 0 24 1 0 1,365 63 

 

 
 

教育職員免許授与（交付）（平成22年度） 
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第４節 研   修 

 教職員の研修については、地方公務員法第

39条に定めるほか、特に教育公務員について

は、職務の特殊性にかんがみ、教育公務員特

例法第21条及び第22条に特別規程が設けられ

ており、初任者研修や10年経験者研修の実施

が義務づけられている。 

本府では、学校内外での研修を充実する

など教員の資質や指導力の向上を図る取組

を推進するとともに、年度当初の校(園)長会

議において、教職員の意識改革と資質能力の

向上について説示してきたところである。 

 また、教職員の大量退職・大量採用時代の

到来による喫緊の課題に対応するため、平成

18年７月に設置した「『教師力』向上に関す

る検討委員会」の提言などを踏まえ、平成19  

年度、今後の人材育成の方向性を示す「『教

師力』向上のための指針」を策定し、その具

体化を図るため、単位制履修制度導入等を進

めているところである。 

 本府において実施している教職員研修の主

なものは次のとおりである。 

１ 京都府総合教育センター研修 

 初任者研修や10年経験者研修といった法

定研修や、各教科・領域に関する専門研修

などを実施している。 

２ 独立行政法人教員研修センター等主催研

修講座への派遣 

 各種講座に管理職及び中堅教員を派遣

し、指導的役割を果たす教職員の育成を図

っている。 

３ 各種教育・研究機関等での研修 

 教職員が豊かな人間性、広い社会性及び

高い専門性を身に付けるため、国の研修機

関、大学・大学院・教職大学院などでの長

期派遣研修を実施している。 

 また、派遣研修以外にも、大学や民間企

業などと連携した研修を実施している。 

 

第５節 健 康 管 理 

 健康管理の充実を図るため、労働安全衛生

法、学校保健安全法などに定められた検査項

目の他、府立学校独自の健康診断としてＢ型

肝炎健康診断、頸肩腕、腰痛検診、ＶＤＴ健

康診断などを実施し、疾病の早期発見、早期

治療等の徹底により健康の保持増進を図って

いる。 

 また、平成17年度から府立学校におけるメ

ンタルヘルス対策を充実するために、「メン

タルヘルスカウンセリング事業」及び「メン

タルヘルス研修会支援事業」を実施している。 

 なお、公立学校共済組合京都支部に、次の

ような検診事業等を委託し実施している。 

・人間ドック検診事業 

・脳ドック検診事業 

・乳がん・子宮頸がん検診事業 

・自己採取子宮頸がん検診事業 

・骨粗しょう症検診事業 

・前立腺検診事業 

・大腸がん検診事業 

・ストレスドック 

・こころの健康相談室 

・こころの健康チェック 

・メンタルヘルスハンドブック配付事業 

・職場の健康づくり支援事業 

 

第６節 福利厚生等 

 教職員の福利厚生の充実を図るため、財形

貯蓄の実施、公立学校共済組合京都支部に検

診事業等を委託するなど、その充実・向上に

努めている。 

１ 公立学校共済組合京都支部の運営 

 地方公務員等共済組合法に基づき、組合

員とその家族の健康維持、相互救済による

諸給付及び福祉事業を行い、生活の安定と

福祉の増進を図っている。 

(1）組合員数 

平成23年９月末現在20,789人 

(被扶養者数18,512人) 

(2）短期給付事業 

 組合員及びその被扶養者の病気、負傷、

出産、死亡、災害、結婚などに対し、給付

を行っている。 

(3）長期給付事業 

 組合員が退職、死亡などした場合、年金

の給付を行い、組合員とその遺族の生活の

安定を図っている。 

(4）厚生事業 

 組合員とその家族の健康維持及び福祉向

上のため、特定健康診査、特定保健指導事

業、健康管理に関する事業、メンタルヘル
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スに関する事業などの各種厚生事業を実施

している。 

(5) 貸付事業 

 組合員が住宅の取得、災害、結婚などで

臨時に資金を必要とする場合、貸付を行っ

ている。 

(6）宿泊施設の運営 

 組合員とその家族が宿泊・会合・婚礼な

どに利用できる次の施設を運営している。 

▲京都宿泊所 

（ホテルルビノ京都堀川： 

  京都市上京区東堀川通下長者町下ル） 

▲京都宿泊所宮津分館 

（うらしま荘： 

宮津市字島崎小字川跡2039-8） 

２ 教職員住宅の管理 

 人事異動支援等を目的として、教職員を

対象に住宅を賃貸している。 

３ 恩給、扶助料等の支給 

 昭和37年11月30日以前に退職した元教育

職員に対し普通恩給などを、その遺族に対

し扶助料等を支給している。 

４ 財産形成貯蓄制度 

 教職員が、豊かな生活を実現するために、

勤労者財産形成促進法に基づき、財形貯蓄

制度を実施している。 
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第３章 学 校 教 育 
 

第１節 幼児教育 

 京都府内には、幼児教育施設として、幼稚

園又は保育所が設置されており、市町村の積

極的な取組により、幼児教育の振興が図られ

ている。 

 府内の幼稚園では、幼児の思いや願いをと

らえ、幼児が遊びを通してうまく人とかかわ

れるようになったり、言葉が豊かになったり

するなど、幼児期にふさわしい生活の展開に

努めるとともに、さまざまな体験を豊富に積

み重ねながら人間形成の基礎を培っている。 

 また、幼稚園・保育所・小学校が連携し、

子どもたちの交流や指導内容・方法の連携及

び保護者の交流等、幼児がその後の小学校生

活へ円滑に移行できるよう支援する取組を行

っている。 

 

１「もうすぐ１年生」体験入学推進事業 

 小学校入学前の幼児を対象に｢『もうすぐ１

年生』体験入学推進事業｣を実施し、小学校に

入学してからの生活をスムーズに送れるよ

う、幼児教育と小学校教育との円滑な接続が

図れる取組を推進している。 

 小学校での授業体験、小学校教員による出

前授業、給食の体験や小学生との交流行事を

行うなど、年間を通して複数回にわたり、地

域の実情に合わせた様々な取組を実施してい

る。 

 

第２節 小・中学校教育 

 府内各小・中学校においては、学習指導要

領や本府｢学校教育の重点｣の趣旨を生かし

て、児童生徒一人一人の学力の充実・向上に

努めるとともに、学校教育全般にわたって創

意工夫を生かした教育活動を展開するなど、

特色ある学校づくりを進めている。 

 このような取組を一層推進して小・中学校

教育の活性化を図る。 

 

１ まなび教育推進プラン 

 平成14年度からアクションプランの一つと

して検討会議を設置し、委員より提言を受け、

年度ごとに教育施策を展開している。 

 平成23年度は、年間４回にわたる検討会議

を開催した。 

新しい京都府教育振興計画における３つの

視点「社会総がかりで取り組む教育」、「幼

児期から成人までを見通した教育」「京都の

力を活かした教育」の視点から、「縦の接続」

や「横の連携」の在り方とともに、「質の高

い学力」をはぐくむための効果的な施策につ

いて、学校・家庭・地域の連携協力、京都式

尐人数教育の推進、校種間連携等の在り方を

中心に検討した。 

中間案の公表、パブリックコメントの実施

を経て、12月に｢まなび教育推進プラン｣とし

て公表した。 

 

２「子どものための京都式尐人数教育」 

 義務教育９年間を見通して、児童生徒一人

一人に基礎・基本の徹底と学力の充実・向上

を図るため、京都式尐人数教育を推進してい

る。 

 実施に当たり、市町(組合)教育委員会が、

学校や児童生徒の状況に応じて、尐人数学

級・ティームティーチング、尐人数学級の指

導方法や指導体制を選択して実施できる京都

独自の方式を導入した。平成23年度には、小

学校１年生及び全ての中学校で35人を越える

学級規模の解消ができるよう教員配置を拡充

し、一層きめ細かな指導が中学校においても

可能となった。 

 さらに、小学校１・２年生では２人の先生

による指導ができるよう30人を超える学級に

教員を加配している。 

 また、学校や市町(組合)教育委員会が、選

択した指導方法や指導体制について保護者に

説明するとともに、成果を次年度の展開に生

かすように努めて、個に応じたきめ細かな指

導を推進している。 

 

 

３ 学習指導要領の改訂 

 平成20年３月に告示（文部科学省）された

学習指導要領により、小学校は平成23年度に

新学習指導要領全面実施となり、中学校は平
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成24年度に全面実施となる。これに伴い、京

都府においては様々な取組を進めているとこ

ろである。「京の未来創造校」をはじめとし

た指定校制度を活用して研究開発を進めると

ともに、教育課程研究会を小・中学校別に開

催し、新学習指導要領の趣旨説明や、各教科

等の先進的な実践の報告・協議を行い、全面

実施及び全面実施最終準備に向けての周知徹

底を図った。 

 また、「スタート新学習指導要領チェック

リスト」を作成し、小学校に配布した。 

 

４ 研究指定校 

(1)  京の子ども、夢・未来校 

児童生徒の学力の充実・向上を図ることを

目指し、個に応じたきめ細かな指導の充実を

図るための実践研究・開発を行い、その成果

を府内に普及させる先進的な研究を進める

「京の子ども、夢・未来校」を平成14年度か

ら設けている。 

平成22年度には、学力向上システムをもと

に各教育局が公募する「学力向上公募校」、

各教育局の課題に対応する「教育課題対応

校」、中学生の学力充実・向上を図る「中学

校学力向上実践校」、計20校を指定した。指

定期間はいずれも２年間で、平成23年度にそ

れぞれの学校では、研究発表会を開催するな

どして研究成果の普及を図った。 

(2)  京の未来創造校 

平成23年度から、学校の創意ある教育活動

を支援することにより、学校の自立性や教職

員の意欲を高め、児童生徒の学力及び教職員

の指導力の向上を図るとともに、名称も、「京

の未来創造校」と改め、19校を指定した。 

 
 
平成23年度 京の子ども、夢・未来校及び京
の未来創造校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 中１振り返り集中学習～ふりスタ～ 

 中学生の学力の充実・向上を図るために、

各学校が作成した計画書に基づいて学習支援

員等を配置し「中１振り返り集中学習～ふり

スタ～」及び「チャレンジ学習」を実施して

いる。 

「ふりスタ」では、基礎基本の学習が必要

な中学校１年生の生徒を対象に、早期に小学

校段階の学習の課題の解消を図り、生徒自ら

が主体的に学習に取り組む意欲・態度を身に

付けさせることを目的としている。学習支援

員として退職教員や学生等が、国語や数学（算

数）を中心として、放課後や長期休業中に学

習会を実施している。平成23年度は、府内の

全市町（組合）立中学校で実施した。 

「チャレンジ学習」では、より高い学習目標

へ向かってチャレンジする生徒に対して、家

庭や地域と連携しながら各種検定の手法を活

用し、学力の充実・向上を目指す市町（組合）

教育委員会の取組を支援することを目的とし

ている。外部講師が放課後や休業日に学習会

を行っており、平成23年度は、32中学校で実

施した。 

 

６ まなびアドバイザー 

 小学校入学前から中学校卒業までを視野に

入れ生活・学習習慣がしっかりと身に付くよ

う、学校と家庭の橋渡し役を担うまなびアド

バイザーを配置している。平成23年度は、小

学校15校、中学校18校に配置し、児童生徒や

保護者に対して、関係機関等と連携した支援

を行っている。 

 

７ 心の教育の充実 

(1)「京の子ども 明日へのとびら」の活用 

京都の独自性を生かした「心の教育」学

習資料を、平成19年度から府内の各小中学

校で活用できるよう、全小中学生に配布。 

 小学校低・中・高学年編、中学校編の４

分冊とし、京都にゆかりのある文化人など

による子ども向け書き下ろし文を中心に、

発達段階に応じてよりよい生き方を考え合

うことで豊かな人間性のはぐくみを目指し

ている。 

 なお、平成20年９月に「実践事例集」、

平成22年３月に「実践事例集・第２集」を

 乙
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中
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府
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幼 稚 園       0 

小 学 校 4 4 3 2 3  16 

中 学 校 2 7 3 6 5  23 

合  計 6 11  6 8 8 0 39 
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作成し、府内の小・中学校、市町（組合）

教育委員会へ配布した。 

(2）体験活動の推進 

ア ＫＹＯ発見仕事・文化体験活動 

 府内全小・中学校を実施対象として仕

事分野と伝統文化分野で募集 

イ 豊かな体験活動 

「自然宿泊体験事業～子ども農山漁村

交流プロジェクト～」において府内の２

小学校が３泊４日の自然体験学習を実施 

(3) 読書活動の推進 

 子どもの読書活動のさらなる推進を図る

ため、平成22年１月に「京都府子どもの読

書活動推進計画（第二次推進計画）」を策

定した。この推進計画では、読書を通じて、

質の高い学力の基盤となる言語力を育成す

るとともに、感性を磨き想像力や表現力の

豊かな子どもを社会全体で育成することを

目指して「ことばの力」を豊かに育むこと

を重点方針としている。読書活動は、家庭・

学校・地域社会が相互に効果的な連携を図

り、社会全体で推進することが必要であり、

司書教諭の養成研修や学校と公立図書館や

ボランティアとの連携推進などの具体的な

取組をはじめ、広報、啓発、情報提供に努

めている。 

  

８ へき地・小規模校教育 

 へき地、小規模及び、複式形態などの特性

を生かした教育活動を推進し、学力の充実・

向上に努めるとともに､表現力､社会性､実践

力を身に付けた子どもの育成を目指している。 

 

９ 大学の先生に学ぼう体験事業 

 児童生徒の学習に対する興味・関心を喚起

し、学習意欲の向上を図るなど、未来に向か

って夢と希望を持って学ぼうとする子どもを

育成するため、優れた人的・物的資源を有す

る京都大学と連携した取組を実施している。 

 平成23年度の主な事業として、小・中・高

校へ大学の教授による出前授業、｢京都数学グ

ランプリ｣「京都物理グランプリ｣や教員研修

等を実施している。 
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第３節 高等学校教育 
１ 高校教育の活性化 

 府立高校「教育改革チャレンジプラン」支援事業、英語指導助手の活用、研究指定事業などを実施して

いる。 

 

 (1) 府立高校「教育改革チャレンジプラン」支援事業(平成23年度) 
 

事    項 実 施 内 容 対象校 実施校名 

１「確かな学力」 
    向上プラン 
(1) 学力向上フロン 
   ティア校支援 
 
 
 
 
(2) 社会人講師授業 

改善プログラム 
 
 
 
(3) 基礎学力充実 
 

 
 
 生徒の学力の向上を目指し、学校が主
体的に企画する先進的な取組を支援す
る。 
 
 
 
 京都の大学や企業・学研都市の研究機関
など外部人材を積極的に授業や教職員研
修で活用し、生徒の学習意欲や学力の向
上、教職員の資質能力を図る。 
 
  補習等を実施し、基礎・基本の徹底に
よる学力の充実を図る。 

 
 

14校 
 
 
 
 
 

全校 
 
 
 
 

全校 
 

 
 
鴨沂、朱雀、鳥羽、桂、
東稜、京都八幡、南陽、
農芸、福知山、大江、
峰山、網野､網野（間
人）､久美浜 
 
 
 
 
 
 
 
 

２「豊かな未来」  
       実現プラン 
(1) 進路対策事業 

 
 
 
 
(2) 未来を支えるトッ 
   プリーダーの育成 
 
 
 
(3) 高校生さわやか 
   ハート応援プロ 
   ジェクト 
 
(4) 府立高校における 
   環境教育の推進 
 
 
 
 
（5）社会とかかわる力

の育成プロジェク
ト 

   
 
 
学習合宿・進路補習、資格取得促進、 

教科別合同学習会、府立高校実力テスト 
の実施など個々の生徒の希望進路の実現 
を図る。 
 
  生徒の数学に対する興味・関心を喚起 
するとともに、数学的な見方や考え方を 
培うために京都数学グランプリを実施 
し、数学的資質の向上を図る。 
 
 豊かな人間性を兼ね備えた高校生の育 
成を目的に｢伝統文化の教育｣｢道徳教育｣ 
｢体験活動｣等の取組を支援する。 
 
 環境教育、環境保全活動等への取組を 
支援するとともに、生徒自らより良い環 
境の創造に向けて主体的に行動する態度 
を育成する。 
 
 

社会の仕組みを理解し、積極的に社会
参画するための知識・技能や態度など公
民的資質（シティズンシップ）を養う。 
 

全校 
 
 
 
 

全校 
 
 
 
 

全校 
 
 
 

９校 
 
 
 
 
 

全校 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
山城、北桑田、桂、木
津、農芸、須知、綾部
（東）、工業、久美浜 

 



－32－ 
 

 
 (2）学校評議員の設置 

 全府立高校に学校評議員を委嘱し、教育内容などについて聴取した意見を学校運営に生かす

ことによって、開かれた学校づくりを推進する。 

（3）全府立高校で学校評価（自己評価、学校関係者評価）を実施することで、保護者や地域と連

携しながら学校経営の改善を推進する。 

 (4）英語指導助手 

・配置人員 35名 府立高校などに英語指導助手を配置し、実践的な英語教育の充実を図る。 

（5）高等学校研究指定校等一覧（平成23年度） 

 

事  業  名 
指定 
年度 

区分 学  校  名 実践主題又は特色の概要 

スーパーサイエンスハイス
クール 

19～23 国指定 洛北 
高等学校・中高一貫教育校における科学技術、理科・数学教
育について研究 

スーパーサイエンスハイス
クール 

22～26 国指定 桃山 
自然科学分野において新たな知を創造できる探求心・独創性
にあふれた国際的な人材を育成するための教育課程の研究 

目指せスペシャリスト研究
開発事業委託事業 

21～23 国指定 海洋 
職業に関する専門高校において、大学・研究機関等との連携
の強化により、将来の地域社会の担い手となる専門的職業人
（スペシャリスト）を育成 

スクールカウンセラー活用 23 府指定 全校 
生徒や保護者へのカウンセリングの実施及び学校全体の教育
相談機能の充実 

エネルギー教育支援 23 府指定 
桂、桃山、城南菱創、亀 
岡、園部、須知 

生徒がエネルギーや原子力について理解を深め、自ら考え、
判断できる力を育成 

学力向上フロンティア校支 
援 

23 府指定 

鴨沂 

「自律・協同の学習を目指し、『ことば力で跳ぶ』 
鴨沂・学びアクションプランⅣ」 
◇ NIE学習・課題探求型学習の充実 
◇「言葉の力」「コミュニケーション力」の育成と研究成 

果の発表 

朱雀 

｢“学力”と“意欲”を引き出す「授業改革」への挑戦 
 ～「学び直し」から「学びの飛躍」へ～｣ 
 ◇探求型学習指導の研究と教材の開発と活用 
 ◇メディアリテラシーの学習 

鳥羽 

｢論理的思考能力の養成 
 ～思考力を高めるプロジェクトTOBA ｖer.Ⅱ｣ 
 ◇思考力コンテストの実施 
 ◇思考力を高める授業の創造 

桂 

「桂 学びプラン」 
～「中高の接続」及び「文章を書かせる指導」を生かした
学習と「家庭学習習慣の確立」による基礎学力の養成 
◇教科や特別活動における「文章を書かせる指導」の実施 
◇将来展望を持たせるキャリアプランガイダンス 

東稜 
「TRYエンカレッジングプログラム」 

◇司法書士会との連携による司法教育講座 
◇学び直しの自主教材作成 

京都八幡 

｢KYOTO YAWATA PROJECT８ 守“破”離 
 ～言語活用型学力伸長プラン～｣ 
◇ディセンシー指導（基本的生活習慣の定着、チェックシ 
ートを活用し自律した自己形成） 

◇語彙力の向上と学習習慣、基礎学力形成の土台づくり 
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事  業  名 
指定 
年度 

区分 学  校  名 実践主題又は特色の概要 

学力向上フロンティア校支 
援 

23 府指定 

南陽 

「南陽サイエンス・アクション！」 
～科学の輪を学校・地域に広げる活動～ 
◇調査研究活動の実施、結果の公開 
◇生徒を指導者として、小中学生対象の実験教室を実施 

農芸 

「サイエンスE.P.(science education program) 
～科学する喜びを実感する農業教育を目指して～｣ 
◇農業教科・普通教科を合わせた課題提出型学習 
◇博物館・植物園等を訪問するミュージアムツアー 

福知山 

「みらいへトライ！ 福高スクラムⅡ｣ 
◇小論文トライアル、福高作文、新聞活用セミナー、小論文
演習 

◇ゼミ方式のグループ研究・発表 

大江 

「OE-Study ー第３章ー」 
～ユビキタスな学習環境＆Self-Esteemコーディネートプラ
ン～ 
◇「ほめるカード」等の自己有用感を高める取組 
◇民間企業向けオープンスクール 

峰山 
「心を変える ～高き理想を求めて～」 
◇「科学の教室」、「論文コンテスト」等の実施 
◇地球人に学ぶキャリア教育 

網野 

「～青年はみらいを信じ使命に生きる～」 
Team網高”The Flash Road”ー歩むべき道を照らせー 
◇ポートフォリオ、自己発見レポート 
◇地域の社会人・卒業生の講演及びインタビュー 

網野（間人） 
「Action to Taiza-Iize～まなのある指導～」 
◇間人式漢検・英検・数検 
◇進路講話及びボランティア活動 

久美浜 
「学びの再構築―KRA（久美浜リメディアルアクション）」 
◇学び直し教材による自学自習体制の確立 
◇地域の人材による講演・交流会 

文化の力をはぐくむ『京育』 
推進事業 

23 府指定 

洛北、北稜、嵯峨野、北 
嵯峨、北桑田、洛西、桃 
山、京都すばる、向陽、 
東宇治、西乙訓、西城陽、
亀岡、園部、福知山、工業、
東舞鶴、西舞鶴、宮津、峰
山  

文化部活動の一層の活性化と、次世代への伝統文化の継承を 
目的とした、外部指導者による技術指導と小・中学生への文 
化の継承 

キャリア教育推進 23 府指定 
山城、北桑田、東稜、城陽、
南丹、東舞鶴、加悦谷 

京都府キャリア教育サポーターの活用及びインターンシップ 
等生徒の体験活動の推進 

高校生きものチャレンジ 

20～22 
 
 

21～23 
 
 

22～24 

府商工 
労働観 
光部指 
定  

20～22 洛北、北桑田、 
    西乙訓、菟道、 
    福知山 
21～23 北稜、鳥羽、田 
    辺、亀岡、南丹、 
    園部 
22～24 嵯峨野、桃山、 
    洛水、久御山 

「きもの」などの伝統文化に触れその理解を深めるための教 
育活動を実施 

「ことばの力」育成プロジ 
ェクト 

21～23 
22～24 

府指定 

21～23  北稜、鳥羽、桃山、
南陽、園部、西舞
鶴 

22～24  山城、西乙訓 

課題解決に必要な思考力、判断力、表現力等を育成するため、 
各教科における言語力育成に向けた学力指導プログラムを開 
発 

柔軟な教育システムに係る 
実践研究事業 

20～21 
21～22 
23～24 

府指定 
20～21 朱雀 
21～22 北桑田 
23～24 網野（間人） 

多様な教育ニーズをもつ生徒に対応した柔軟な教育システム
について研究 

研究開発学校 22～24 国指定 西乙訓 
高等学校地理歴史科において、新しい必履修科目を設定し、 
科目構成や履修形態、学習内容、指導方法及び評価の在り方 
について研究開発を行う。 

環境教育推進事業 
（エコアドバンス活動推進 
 事業） 

23 府指定 
山城、北桑田、桂、田辺、
木津、農芸、須知、綾部
(東)、工業、久美浜 

環境教育及び環境保全活動を推進し、持続可能な社会の構築 
に向けての取組の充実を図るとともに、生徒自らより良い環 
境の創造に向けて主体的に行動する態度の育成 
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府立高校の改革について 

府立高校では、昭和60年度の高校教育制度

改善により、通学圏の設定、類・類型の導入、

専門学科の充実など、生徒一人一人の能力や

個性に対応した多様な教育を進めてきた。 

 また、その後の社会の変化や多様化する生

徒のニーズに的確に対応するため、平成15年

３月と同16年７月に「府立高校改革推進計画」

を策定し、府立高校改革に取り組んできた。 

 しかし、近年の国際化、情報化、尐子高齢

化、経済事情等の社会の変化や授業料の無償

化制度の開始など、教育を取り巻く環境が変

化していることに伴い、高等学校には、様々

な学習ニーズを持つ生徒が入学してきてい

る。 

 また、高等学校への進学率が98％に達し、

生徒一人一人の能力・適性、興味・関心、進

路希望などが一層多様化しており、高校教育

に対するニーズも多様になっている。 

 このような中で、特色ある教育課程の編成

や新しいタイプの高校、入学者選抜制度など、

様々な視点でこれからの高校教育の在り方や

教育システムを検討することが必要になって

いる。 

 そのため、新たに策定された「京都府教育

振興プラン」において、一人一人の能力や個

性を伸ばし、生徒の状況や学校・地域の実態

に応じた教育システムの構築を図るととも

に、多様なニーズに対応した創意工夫ある教

育活動を展開するなど、魅力ある学校づくり

を推進することとしている。 

 
 

<府立高校改革推進計画の基本的な方向性>  

〇新しい多様で柔軟な教育システムの構築 

〇創意工夫を生かした教育活動の展開 

〇主体的な選択ができる入学者選抜制度への改善 

〇府立高校の規模の適正化・適正配置 
 
 
 
 
 

<取組状況> 

実施年度 実 施 内 容 実施校（地域） 

平成16年度 

普通科総合選択制の導入 洛東高校 

総合学科の設置 南丹高校 

中高一貫教育の導入 洛北高校 

選抜制度の改善 

（通学区域の拡大、選抜方法の改善） 
山城地域 

平成18年度 

中高一貫教育の導入 園部高校 

自然科学系専門学科の新設 
桃山高校、南陽高校、 

亀岡高校、西舞鶴高校 

商業に関する学科の改編 大江高校 

普通科総合選択制の導入 大江高校、八幡高校 

選抜制度の改善 

(前期特色選抜の導入、通学区域の弾力化) 
口丹・中丹・丹後通学圏 

長期欠席者特別入学者選抜の実施 
朱雀高校、城陽高校、 

西舞鶴高校 

平成19年度 

府立高校の再編整備(八幡市域) 
京都八幡高校（旧八幡 

高校、旧南八幡高校） 

専門性と幅広い知識基盤を培う専門学科の新設 
山城高校、城南高校、 

福知山高校 
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人間科学・福祉系統の専門学科の新設 
京都八幡高校 

（南キャンパス） 

新しい時代の国際理解教育を推進する専門学科への

改編 
園部高校 

工業に関する学科の改編 田辺高校 

平成21年度 
 

府立高校の再編整備(宇治市域) 
城南菱創高校（旧城南 

高校、旧西宇治高校） 

通学区域の拡大と選抜制度の改善 京都市・乙訓地域 

 
福祉に関する学科の改編 

京都八幡高校 
（南キャンパス） 

商業に関する学科の改編 京都すばる高校 

工業に関する学科の改編 峰山高校 

平成22年度 
スポーツ・健康科学に関する学科の新設 乙訓高校 

選抜制度の改善 口丹・中丹・丹後通学圏 

平成23年度 普通科の教育課程上の編成変更（類・類型の発展的解消） 山城通学圏 

平成24年度 普通科の教育課程上の編成変更（類・類型の発展的解消） 口丹・中丹・丹後通学圏 

 
 
２ 定時制通信制教育の振興 

 本府においては、勤労青尐年に高校教育を

保障する観点から定時制・通信制教育を重視

し、各学校において生徒の就・修学の促進を 

 

図るとともに、一人一人の実態に即した的確

な指導を推進するよう努めている。 

 主な政策は次のとおりである。
 

事  業  名 内        容 

①定時制・通信制教育就学相談員

の設置 

学習意欲を持ちながら諸事情により進学が困難な者等の就学相

談、雇用主及び関係者への理解と協力を得るため２人の就学相

談員を設置している。 

②定時制・通信制教育教科書等給 

与・補助事業 

勤労青尐年の経済的負担を軽減し、学習意欲の向上を図るため、

定時制課程の教科書及び通信制課程の教科書・学習書を給与又

は補助している。 

③定時制・通信制教育修学奨励金 

貸与事業 

勤労青尐年の定時制課程及び通信制課程への修学を促進するた

め、定時制課程又は通信制課程に在学する者に対し、修学奨励

金を貸与し、卒業すれば返還を免除している。 

 

３ 理科教育及び職業教育の振興 

 府立学校における理科教育の振興並びに職

業教育の振興を図るため、「理科教育振興法」

並びに「産業教育振興法」に基づき設備充実

を行っているところである。 

 職業教育については科学技術の進展などの

変化に対応した学科改編を進めるほか、高度

情報通信社会に対応した教育用コンピュータ

の整備、資格取得の推進､｢課題研究」の充実、

インターンシップなど体験活動の推進などに

より、その振興を図っている。 

 

４ 芸術文化活動の振興 

 第20回全国高等学校総合文化祭(平成18年

度)、第29回近畿高等学校総合文化祭(平成21  

年度）の成果を踏まえ、高等学校における文

化部活動をより一層活性化させるなどしてき

た結果、平成23年度の｢第26回国民文化祭・京

都2011｣において多くの府立高校生が活躍し、

その成功に大きく寄与した。平成24年度以降、

その成果を活かしながら、さらなる高校生の

芸術文化活動の振興に努めていく。 

 また、京都にゆかりの深い茶道・華道を通
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して伝統文化の学習を行う「高校生伝統文化

事業」（平成23年度は茶道全校（46校）・華

道６校）を実施し、高校生の豊かな心をはぐ

くみながら、京都の伝統文化を次世代に継承、

発展させる取組を進めている。 

 

５ 府立高等学校授業料の減免措置 

 教育の機会均等の趣旨にのっとり、府立高

等学校に在学する生徒の修学を援助するた

め、京都府立学校授業料等徴収条例(昭和23

年京都府条例第12号)第４条の規定により授

業料を免除している。 

 府立高等学校授業料の減免を受けようとす

る者は、次のいずれかに該当し、かつ修学意

欲がおう盛であるものとする。 

(1）保護者が生活保護法(昭和25年法律第144

号)第６条第１項に規定する被保護者であ

る者 

(2）申請者の属する世帯の前年の総収入認定

額が別表に定める基準額以下であること

により、授業料の納入が困難な者又は児童

福祉施設入所児で納入が困難な者 

(3）申請者の属する世帯の当該年の総収入認

定額が、転職、失業等により著しく減尐し、

基準額以下になることにより授業料の納

入が困難な者 

(4）申請者の属する世帯が災害により著しく

生活が困難になった者 

(5）(1)から(4)に掲げるもののほか、教育上

特に免除する必要があると認める者 
 

別表（平成23年度）               （単位：千円） 

世帯人員 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ６人を超える場合 

所得基準額 

1,460 2,060 2,760 3,230 3,590 4,060 １人増すごとに470千円を加える 

上記の金額に次のそれぞれの額を加算した額 

１ 障害者１人につき………………………………………………………320千円 
２ 長期療養者 療養のために経常的に特別な支出をしている金額 

（注）世帯人員とは、生徒本人と生計を一にする者の人数である。 

 ※ 平成22年度から「京都府立高等学校の授業料の特例に関する条例」の制定に伴い、府立高等学校授業料は不徴収 
となった。 
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６ 高校生等修学支援事業 

 教育の機会均等を図り、もって社会の発展

に寄与する人材の育成に資するため、勉学意

欲がありながら経済的理由により修学が困難

な高校生などに対し、修学資金の貸与などを

行っている。 

 平成17年度からは、これまでの貸与制度に

加え、日本育英会高校奨学金を引き継いだ内

容と、高等学校等入学により必要となる修学

支度金を盛り込んだ制度を創設したところで

ある。

 

概要（平成23年度新入生の場合） 

 

７ 府立高等学校の主な施設整備 

(1）耐震補強工事 

 安全な環境で学習できるよう、耐震診断

結果に基づいて既存建物の耐震性を向上さ

せると共に、老朽部分の改修を行った。 

(2) 校舎等の整備 

(3）老朽施設の改修 

教育環境の一層の改善と充実を図るため、

既存校舎の内装改修及び設備等部位別改修

を行った。 

   府立学校の特色に応じた施設整備を行うことに

より、教育活動の充実を図り、魅力ある学校づくり

を行った。  

 

 

 学  校  名 事 業 内 容 事業年度 予 算 額 

(1) 鳥羽高等学校他13校 耐震補強工事 ７～23 2,943,950千円 

(2) 
園部高等学校 
乙訓高等学校 

 教室棟新築工事 
 雤天練習場新築工事 

22～23 418,000千円 

 
(3) 
 

各府立高等学校 老朽改修、設備改修等 23 320,000千円 

 

制  度 内         容 

修 

学 

金
（月
額
） 

①高等学校等修学金 

 貸与制度 

〇京都府から貸与（貸付） 

〇貸 与 額    国公立 月１万８千円以内  私 立 月３万円以内 

〇所得要件 
 ４人世帯で年収約472万円以下 

②修学支援特別融資 

 利子補給制度 

〇金融機関の融資利用者への利子補給 

〇融資限度額   国公立 64万８千円     私 立 108万円 

〇所得要件 
 ４人世帯で年収約472万円超かつ主たる生計維持者の年収約800万円以下 

修

学

支

度

金 

③高等学校等修学支 

 度金貸与制度 

〇京都府から貸与（貸付） 

〇貸 与 額（定額）国公立 ５万円       私 立 25万円 

〇所得要件 
 ①の貸与を受ける者で主たる生計維持者の年収150万円未満 

④修学支度金特別融 

 資利子補給制度 

〇金融機関の融資利用者への利子補給 

〇融 資 額（定額）国公立 ５万円       私 立 25万円 

〇所得要件 
① 貸与を受ける者で主たる生計維持者の年収150万円以上 
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府立高等学校設置学科〔平成23年４月現在〕 

 
（全日制課程）       （定時制課程） 

区 分 
 

学校名 

開校年度 

設  置  学  科 
普
通
科 

専 門 学 科 総
合
学
科 農業 工業 商業 水産 家政 情報 その他 

山 城 高 昭和23年度 〇       〇  
鴨 沂 高 23 〇         
洛 北 高 25 〇         
北 稜 高 55 〇         
朱 雀 高 23 〇         
洛 東 高 29 〇         
鳥 羽 高 59 〇         
嵯 峨 野 高 25 〇       〇  
北 嵯 峨 高 50 〇         
北 桑 田 高 23 〇 〇        
桂 高 23 〇 〇        
洛 西 高 55 〇         
桃 山 高 23 〇       〇  
東 稜 高 52 〇         
洛 水 高 53 〇         
京都すばる高 60    〇   〇   
向 陽 高 50 〇         
乙 訓 高 39 〇       〇  
西 乙 訓 高 59 〇         
東 宇 治 高 49 

 
〇         

莵 道 高 60 〇         
城 南 菱 創 高 平成21年度 □       □  
城 陽 高 昭和47年度 〇         
西 城 陽 高 58 〇         
京 都 八 幡 高 平成19年度 〇         
京都八幡高南分校 19        〇  
久 御 山 高 昭和55年度 〇         
田 辺 高 38 〇  〇       
木 津 高 23 〇 〇  〇      
南 陽 高 61 〇       〇  
亀 岡 高 23 〇       〇  
南 丹 高 54 〇        □ 

園 部 高 23 〇       〇  
農 芸 高 58  〇        
須 知 高 23 〇 〇        
綾 部 高 23 〇         
綾部高東分校 55  〇        
福 知 山 高 23 〇       〇  
工 業 高 38   〇       
大 江 高 23 〇   〇      

東 舞 鶴 高 23 〇         
西 舞 鶴 高 23 〇       〇  
宮 津 高 23 〇  〇       
海 洋 高 23     〇     
加 悦 谷 高 23 〇         
峰 山 高 23 〇  〇       
峰山高弥栄分校 58  〇    〇    
網 野 高 23 〇   〇      
久 美 浜 高 23         □ 

計 46校３分校 41 7 4 4 1 1 1 11 2 

 
 
 
 
 

 

学校名 分校名 

設 置 学 科 
普
通
科 

専門学科 
農業 商業 家政 

鴨 沂  〇    

朱 雀  □    

鳥 羽  〇    

桃 山  □  □  

北桑田 美 山  〇  〇 

綾 部 東 〇    

福知山 三 和  〇  〇 

東舞鶴 浮 島 〇    

宮 津 伊 根 〇    

網 野 間 人 〇    

計 4校6分校 8 2 1 2 

 
 
（通信制課程） 

学 校 名 

設置学科 

普 通 科 

朱   雀 □ 

西 舞 鶴 □ 

計 ２校 

※〇印：学年制による課程 

 □印：単位制による課程 
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第４節 特別支援教育 

 京都府の特別支援教育は、明治11年に日本

最初の障害児教育の機関である「京都盲唖院」

を設立した歴史を継承しており、特別支援学

級、特別支援学校及び通級指導教室を設置し、

それぞれの場において、幼児児童生徒（以下

「児童等」という。）一人一人が人間として

豊かに成長し、自立と社会参加を目指すため

の実践を積み重ねてきた。 

 近年、児童等の障害の重度・重複化や多様

化に伴い、個々のニーズに柔軟に対応した適

切な指導及び必要な支援を行うことが求めら

れてきていることから、平成19年４月には学

校教育法などの一部を改正する法律が施行さ

れ、主に以下の３点が改正された。 

・盲学校、聾学校及び養護学校を障害種別を

超えた特別支援学校に一本化 

・特別支援学校においては、在籍児童等の教

育を行うほか、小・中学校等に在籍する障

害のある児童等の教育について助言援助に

努める旨を規定 

・小・中学校等においては、学習障害（LD）、

注意欠陥多動性障害（ADHD）等を含む障害 

のある児童等に対して適切な教育を行うこ

とを規定 

 これらの改正を受け、京都府では今後も障

害のある児童等一人一人のニーズに応じた教

育実践の充実を進めていく。 

 

１ 府立特別支援学校の再編整備について 

 京都府教育委員会では、ノーマライゼーシ

ョンを一層推進する観点に立って策定した「府

立養護学校の再編整備計画」（平成14年３月

策定）に基づき府立特別支援学校の再編整備

を進め、平成17年度に舞鶴支援学校（開校時

は養護学校）、平成22年度に八幡支援学校、

平成23年度に宇治支援学校を開校したところ

である。 

 なお、前述の法改正の趣旨を踏まえ、平成

23年度、府立特別支援学校の校名を｢養護学

校｣から｢支援学校｣に改称した。 

 

２ 特別支援教育の推進について 

 京都府教育委員会では、ＬＤ、ＡＤＨＤ、

高機能自閉症等の発達障害を含む障害のある

子ども一人一人の自立や社会参加を目指し､

就業前から卒業後に至るまでの一貫した特別

支援教育を推進している。 

（1）平成23年度から、特別支援教育の拠点校

となる宇治支援学校に｢京都府スーパーサポ

ートセンター｣を設置し、専門的な研修･研究･

相談機能により府内の発達障害を含む障害の

ある子どもたちを重層的に支援する体制を整

えている。（特別支援教育サポート拠点事業） 

（2）小･中学校等において、障害のある子ど

もの支援の在り方等について検討を行う校内

委員会の設置、特別支援教育コーディネータ

ーの指名等、校内での支援体制の整備を図っ

ている。 

 平成18年度からは、発達障害により特に支

援を必要とする児童生徒が在籍している小・

中学校に、学校全体での支援体制の構築を図

るため、非常勤講師を配置している。平成23

年度からは、校内体制の充実を図るとともに、

特別支援教室構想について実践研究をすすめ

ており、ティーム・ティーチングや後補充に

加え、特別支援教室を活用した柔軟な支援･

指導を全校体制で行う学校が増加している。

（特別支援教育充実事業） 

（3）各特別支援学校が地域の特別支援教育の

センター的機能を果たすことが求められてい

ることから、平成19年度からは、各特別支援

学校に、地域や関係機関と学校をつなぐ役割

を果たす地域支援コーディネーターを専任で

配置するとともに、地域支援センターを設置

し、医療・福祉・労働等関係機関と連携しな

がら、巡回相談など小・中学校等への教育相

談等を実施している。（地域等連携総合推進

事業） 

(4）特別支援学校では、必要に応じて作業療

法士（OT）、理学療法士（PT）、言語聴覚士

（ST）等の専門家の活用を図るなど、障害の

重度・重複化、多様化に対応している。 

また、障害のある生徒の自立と社会参加を

促進するため、生徒が自ら製品の販売実習・

実演を行い、府民との交流や企業の理解啓発 

を図るとともに、企業・労働・福祉関係機関

等と連携した職業教育の充実や新たな職場実

習先の開拓に取り組んでいる。（特別支援学

校高等部就労支援事業） 
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府立特別支援学校・地域支援センター一覧〔平成23年４月現在〕 

学校名 開校年度 地域支援センター名 所在地 

盲学校 明治11 京都府視覚支援センター 京都市 

盲学校舞鶴分校（休校中） 昭和27 － 舞鶴市 

聾学校 明治11 京都府聴覚支援センター 京都市 

聾学校舞鶴分校 昭和27 京都府北部聴覚支援センター 舞鶴市 

向日が丘支援学校 昭和42 向日が丘 相談・支援センター 長岡京市 

宇治支援学校 平成23 京都府スーパーサポートセンター 宇治市 

地域支援センターうじ 

城陽支援学校 昭和61 地域支援センター ｢サポートJOYO｣ 城陽市 

八幡支援学校 平成22 地域支援センター やわた 八幡市 

南山城支援学校 昭和56 南山城相談支援センター 精華町 

丹波支援学校 昭和53 たんば地域支援センター 南丹市 

丹波支援学校亀岡分校 昭和55 － 亀岡市 

中丹支援学校 昭和59 中丹教育支援センター 福知山市 

舞鶴支援学校 平成17 舞鶴支援学校トータルサポートセンター 舞鶴市 

京都府北部視覚支援センター 

舞鶴支援学校行永分校 平成17 － 舞鶴市 

舞鶴支援学校北吸分校 平成17 － 舞鶴市 

与謝の海支援学校 昭和44 丹後地域教育支援センター よさのうみ 与謝野町 

 

 

３ 府立特別支援学校の主な施設整備 

（1） 耐震補強工事 

  安全な環境で学習できるよう、耐震診断

結果に基づいて既存建物の耐震性を向上さ 

（2）老朽施設の改修 

教育環境の一層の改善と充実を図るた

め、既存校舎の内装・設備等部位別改修

を行った。 
せると共に、老朽部分の改修を行った。 

 
 

 学  校  名 事 業 内 容 事業年度 予 算 額 

(1) 聾学校 耐震補強工事 7～23 57,948千円 

(2) 各特別支援学校 老朽改修・設備改修等 23 147,000千円 
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第５節 生 徒 指 導 

 平成22年度公立小・中・高等学校における問題行動の指導の状況は次の通りである。 
 
 

京都府内（京都市を除く）小・中学校及び高等学校児童・生徒の問題行動別構成比 
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京都府内（京都市を含む｡）におけるいじめの認知件数と不登校の発生件数（平成22年度文部科学省調査による） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 校種別の特徴は、小学校では暴力的事象が

一番多く、次いで窃盗的事象、不良行為等に

関わる事象となっている。中学校では、暴力

的事象が一番多く、次いで不良行為等に関わ

る事象、窃盗的事象となっている。 

 高等学校では、全日制で喫煙、暴力的事象

が、定時制・通信制で喫煙、暴力的事象が１、

２位を占めている。 

 問題行動の特徴は、万引き、喫煙等に見ら

れるように、遊び型が多く、年々低年齢化が

進んでいる。 

 子どもたちの問題行動の背景には、社会性

や対人関係能力、基本的な生活習慣や規範意

識などが十分身についていない等の状況が考

えられ、こうした状況は、不登校、いじめに

も共通した背景として考えられる。 

 また、いじめの問題への早期発見・早期対

応の積極的な取組を推進している。 

 府教委としては、豊かな心を持ち、たくま

しく生きる児童生徒の育成を図るため、生命

を大切にする心、他人を思いやる心、正義感

や公正さを重んじる心など、豊かな人間性を

はぐくむ「心の教育」の充実を図っている。

さらに、学校･家庭･地域社会などの連携を強

化し、心豊かな児童生徒の育成を図っている。 

(1）指導資料など 

 通知、依頼、リーフレット等により指導

の指針を示している。 

ア ｢いじめの問題への取組の徹底につい 

て｣（通知） 

イ ｢夏季・冬季等休業期間中の生徒指導に

ついて」(依頼) 

ウ 「児童虐待を防止するために」(教員用) 

エ ｢家庭で話そう！～携帯電話やインタ

ーネットの利用実態～」（保護者） 

オ ｢子どもと保護者の相談マップ」（児童

生徒・保護者） 

 

(2）生徒指導等に関する会議・事業等 

ア 生徒指導主任会議 

生徒指導上の諸問題について、情報交

換・研修を通じて、共通理解を図り、指

導の充実に努めている。 

イ 地域別生徒指導連絡協議会 

ウ 府警察本部と府教育委員会との人事交流 

児童生徒の問題行動や犯罪被害等の解

消を目指し、学校と警察との連携の強化

を図るため平成22年度から人事交流を行

っている。学校警察連絡制度の締結やス

クールサポーターとの連携など具体的な

取組を進めている。 

エ 心のサポート推進事業など 

・｢スクールカウンセラー」､「心の居場

所サポーター」の配置 

 平成23年度は、スクールカウンセラ

ーを全中学校、府立高等学校、小学校

12校に、「心の居場所サポーター」を

小学校16校、中学校22校に配置し、い

じめや暴力行為などの問題行動、不登

校や高等学校中途退学などの未然防

止・解決に努めている。 

・教員の指導力向上など 

 府総合教育センターで「生徒指導講

座」いじめ･不登校に関する講座、教育

相談実技実践を学ぶ講座などを実施。 

・教育相談のネットワーク化 

 教育支援センター、スクールカウン

セラー、心の居場所サポーターの効果

的な活用を図り、配置校における取組

の成果を府内に普及させるため、交流

会などを開催して、教育相談などに関

する情報のネットワーク化を進めている。 

 

 

 

 

いじめの認知件数 
 

不登校児童生徒数 
 （単位：件） 

 
（単位：件） 
 

小   学   校 220 

中   学   校 105 

高  等  学  校 33 

特 別 支 援 学 校 7 

計 365 

 

小 学 校 30日以上 387 

中 学 校 30日以上 1,743 

高 等 学 校 30日以上 688 

計 2,818 
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・トータルアドバイスセンター 

 不登校やいじめなどについて、児童生

徒、保護者及び学校関係者などに対し

て、精神科医や臨床心理士などのチーム

による総合的な教育相談を実施し、課題

解決のための援助・助言を行っている。 

・学校非公式サイト等のネット監視 

児童生徒のトラブルの要因となって

いる学校非公式サイト等への不適切な

書き込み等早期対応を目的として民間

委託によるネット監視を行っている。 

 

第６節 京都府総合教育センター 

 京都府における教育の振興を図るため、教

職員の研修の充実、研究機能の拡充を目指し、

昭和56年に京都府総合教育センター（京都市

伏見区桃山毛利長門西町）を開設した。さら

に、平成11年４月には、北部地域における研

究・研修事業の充実を目指し､綾部市に､｢京都

府総合教育センター北部研修所」を開設した。 

 平成18年度の「教師力」向上に関する検討

委員会からの提言を踏まえ、京都府の教職員

研修全般を一元的にコーディネートする機関

に位置づける視点などから、平成21年４月か

ら６部２室制（総務部、企画研究部、研修・

支援部、特別支援教育部、教育相談部、人材

育成支援室並びに北部研修所に科学技術教育

部及び北部教育相談室）に改編した。主な事

業などは次のとおりである。 

(1）教育に関する専門的、技術的事項の研究

に関すること 

(2）教育関係職員の研修に関すること 

(3）教育相談に関すること 

(4）教育に関する図書及び資料の収集に関す

ること 

(5）上記に掲げるもののほか、教育の振興に

関し必要な事業 

・研究事業 

 実践的な調査研究を行い、学校などに

おいて有効な資料を提供することを目的

としており、研究成果はホームページ上

に公開するなどして活用の便宜を図って

いる。平成22年度の主な研究事業は次の

とおりである。 

 

○カリキュラム開発の共同研究 

○ＬＤの特性に応じた指導内容の開発 

○小学校実技実習にかかる実践事例コン

テンツの開発研究 

○京都府学力診断テストを活用した学力

の経年比較に関する調査研究 

○小・中学校９年間の個別学習を支援す

る「算数・数学ナビつ～る」の開発 

○通常の学級におけるユニバーサルデザ

イン授業の研究 

○別室登校児童生徒の実態把握と支援の

在り方に関する研究 

 ・教職員研修 

平成21年度から、｢『教師力』向上のた

めの指針」の具現化に向け、単位制履修

制度を導入し、教職生涯を通じての資質

能力の向上に資するよう、基本･専門・特

別研修を体系的に整備し、実施している。 

 単位制履修制度は、教職員のライフス

テージや興味を踏まえつつ、研修意欲を

高めるため、学びたいものを学べるため

の制度であり、学校現場での校長等によ

る実効ある人材育成や人材活用ツールと

なることを目指している。 

 特に若手教職員の増加への対応として

初任者から経験年数12年目までの研修を

接続することで計画的・継続的な研修が

可能となった。平成24年度からは、採用

１から２年目につながりをもたせた初任

期育成研修とした。 

 また、子どもと向き合う時間の確保や

校内研修の活性化を踏まえつつ、各学校

の課題に対応した「出前講座」を平成20

年度より本格的に実施し、学校、教職員

のニーズを踏まえた内容となるよう充実 

に努めた。(平成23年度の実施状況は下表

の通り。） 

・教育相談 

 トータルアドバイスセンター事業とし

て、精神科医や臨床心理士などの専門家

による来所教育相談及び巡回教育相談、

24時間電話教育相談「ふれあい・すこや

かテレフォン」およびメール教育相談を

実施している。さらに市町（組合）教育

委員会及び府立学校が実施する教育相談
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及び特別支援教育に係る研修会などへ所

員を派遣し、助言を行うとともにホーム

ページ上に教育相談サイト「みえます

か？子どものサイン」「きけますか？子

どものサイン」を設けている。 

 また、学校に対する苦情への対応のた

めの資料「信頼ある学校を創るⅠ・Ⅱ」

を教育相談の経験則から作成し、ホーム

ページでも紹介している。 

 

電話教育相談 

｢ふれあい･すこやかテレフォン」 

総合教育センター  075-612-3268  

075-612-3301  

0773-43-0390  

メール教育相談アドレス 

http://www.kyoto-be.ne.jp/ed-center/m/sou

dan.htm 

 

 

 

・教職員支援 

教職員の自主的研修・研究をサポート

するため、19年７月に総合教育センター

及び総合教育センター北部研修所にカリ

キュラムルームを設置し、人材育成支援

室アドバイザーによる授業づくりや生徒

指導等の相談、教育情報誌・資料の収集

と提供、専門家による心のカウンセリン

グ、さらには小グループでの交流や研究

に活用できるフリースペースなどを設け

ている。 

・京都府教育情報ネットワークシステム（京

都みらいネット）の運用業務 

・京都府教育情報（京育ナビ）の運用業務 

 

 

 

 

 

 

 

平成23年度 教職員研修講座実施状況     （平成24年3月現在） 

研  修  講  座 講 座 数 延日数（日） 延受講者数（人） 

基 本 研 修 
初任者・新規採用者研修 105 105 8,832 

教 職 経 験 別 研 修 15 15 2,002 

専 門 研 修 

指 導 者 養 成 研 修 10 10 415 

教 科 研 修 51 51 1,319 

領 域 研 修 65 65 4,715 

職 能 別 研 修 15 15 1,265 

特     別     研     修 12 12 804 

出     前     講     座 23 224 4,782 

合      計 296 497 24,134 

  

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第４章 保 健 体 育 
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第４章 保 健 体 育 
 

第１節 保健体育施策の推進 

１ 学 校 教 育 

(1）体育・スポーツ活動の充実 

 豊かで楽しい運動経験を通して、生涯

にわたって体育・スポーツ活動に親しむ

ことができる資質や能力を培うととも

に、子どもの体力・運動能力の向上を図

り、たくましく健やかな身体をはぐくむ。 

 また、競技力を向上させるため、家庭

や校種間、地域のスポーツクラブなどと

密接に連携を図り､競技スポーツの充実･

発展に努めている。 

 (2）健康安全教育の充実 

｢豊かな心と健やかな体をはぐくみ、

社会的自立の基礎を培うことにより、た

くましい実践力を身につけた児童生徒等

を育成する」ことをねらいとして、健康

安全教育を推進している。 

 このため、自他の生命尊重を基盤とする

学校保健、学校安全、食育・学校給食の３

分野を中心として、各教科などとも相互に

関連を図りながら、学校教育活動全体を通

じて取組を進めている。 

 

２ 社 会 教 育 

「京都府スポーツ振興計画」に基づき、府

民のだれもが健康でいきいきと暮らせる「生

涯スポーツ社会」の実現を目指し、人々の生

涯にわたるあらゆるスポーツ活動を生涯スポ

ーツと捉え、その推進に努めている。 

 

３ 研究推進校 

 体育・スポーツ及び健康安全教育に関する

具体的なテーマを設定し、実践研究を進め、

その成果を府内に広め、体育・スポーツ及び

健康安全教育の充実を図っている。

 
 

平成23年度 体育・スポーツ、健康安全教育研究推進校等 

〇文部科学省指定・委託事業等 

領域等 学 校 名 研究主題（テーマ） 備考（年度・種別） 

食  育 

木 津 川 市 
(実践中心校：上狛小学校他) 

｢食で育む健やかな体と豊かな心｣ 
～地域・家庭と育む食育～ 

平成23年度文部科学省委託 
栄養教諭を中核とした食育推進
事業 

宮 津 市 
(実践中心校：栗田小学校) 

｢食｣から広がる健康な体と豊かな心 
～ふるさとから学ぶ～ 

学校保健 南 丹 市 立 川 辺 小 学 校 

「自ら健康で安全な生活を送ろうとする児童

の育成」 

～学校・家庭・関係機関が連携した、歯・口
の健康つくりを通して～ 

社団法人日本学校歯科医会指定 
平成23・24年度生きる力をはぐく

む歯・口の健康つくり推進事業  
 

 
 
○京都府指定校 

領域等 学 校 名 研 究 主 題（テーマ） 備考（年度・種別） 

学校体育 福 知 山 市 立 成 仁 小 学 校 
運動の特性を生かし、心と体を一体としてと

らえ、個に応じた体育授業はどうあるべきか 

平成21･22･23年度府指定小学

校教育研究会体育科研究協力

校 

健康安全 福 知 山 市 立 庵 我 小 学 校 

「健やかな体と豊かな心で生きる児童の育

成」 

～「食」からつながる からだと心～ 

平成22･23･24年度府指定小学

校教育研究会健康安全教育研

究協力校 

食  育 

長岡京市立長岡第十小学校 

生きてはたらくことばの力を高めるために 

～体験を通して、自ら考え感じたことを表現

できる児童の育成～ 平成23年度府指定食に関する

指導充実事業 

宇 治 市 立 三 室 戸 小 学 校 
自らの食を考え、健康づくりに進んで取り組

むたくましい児童の育成 
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第２節 学 校 体 育  

１ 児童生徒の体格・体力・運動能力の現状 

（1）体格 

 小学生では、男女とも全国平均値とほぼ

同じである。 

 中学生では、男女とも全国平均値とほぼ

同じか上回っている。 

 高校生では、男女とも全国平均値とほぼ

同じか上回っている。 

 

 

 

 

 

（2）体力・運動能力 

 小学生では、低・中学年において男女

とも、握力・長座体前屈が全国平均値を

下回っているが、その他についてはほぼ

同じか上回っている。高学年においては、

握力・長座体前屈・反復横とびが全国平

均値を下回っている。 

 中学生では、男子は全体的に全国平均値

を下回っている。女子はほぼ同じである。 

   高校生は男女とも、ほぼ全国平均値と同

じか上回っている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

領域等 学 校 名 研 究 主 題（テーマ） 備考（年度・種別） 

食 育 

宇 治 市 立 小 倉 小 学 校 
子どもの健全な心と体を育む食習慣づくり 

～みんなで学びあう、楽しい食育～ 

平成23年度府指定 

食に関する指導充実事業 

宇 治 市 立 西 小 倉 小 学 校 
心と体を育む「食」に関する指導の推進 

～楽しく豊かな給食をめざして～ 

八 幡 市 立 く す の き 小 学 校 

「食」に関する知識と「食」を選択する力を

習得し、さまざまな経験を通して健全な食生

活を実践することができる児童の育成 

八 幡 市 立 有 都 小 学 校 

「食」に関する知識と「食」を選択する力を

習得し、様々な経験を通して健全な食生活を

実践することができる児童の育成 

精 華 町 立 川 西 小 学 校 

望ましい食習慣を身に付け、生涯にわたって

健康な生活の送れる児童の育成 

～楽しい学校給食の実施と「食」に関する指

導の充実を通して～ 

亀 岡 市 立 薭 田 野 小 学 校 

家庭・地域と連携し、食に関する正しい理解

と望ましい食習慣を身につける指導を目指

す。 

京 丹 波 町 立 和 知 小 学 校 
和と知につながる確かな学び 

～いのち・ことば・きずな・みらい～ 

綾 部 市 立 豊 里 小 学 校 
心と体をはぐくむ望ましい食習慣を身に付

け、健康的な生活を自ら実践する児童の育成 

福 知 山 市 立 三 和 中 学 校 食を通して、じりつ
・ ・ ・

の心を育てる 

与 謝 野 町 立 岩 滝 小 学 校 

『からだも元気 こころも元気』 

～望ましい生活習慣を身に付け、意欲的に学

ぶ児童の育成を目指して～ 
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平成23年度 京都府児童・生徒の身長・体重・座高 

項目 身  長（㎝） 体  重（kg） 座  高（㎝） 

年 齢 11 14 17 11 14 17 11 14 17 

性 別 男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 

京都府 144.89 146.58 165.50 156.62 171.45 158.58 37.51 38.27 53.97 48.73 62.71 53.02 77.50 79.00 88.07 84.84 92.21 86.04 

全 国 145.33 147.02 165.21 156.74 170.77 157.92 38.09 38.81 53.91 49.94 62.24 51.93 77.78 79.38 87.89 85.02 91.34 85.05 

差 
（京都－全国） 

-0.44 -0.44 0.29 -0.12 0.68 0.66 -0.58 -0.54 0.06 -1.21 0.47 1.09 -0.28 -0.38 0.18 -0.18 0.87 0.99 

（注）京都府は23年度の平均値、全国は22年度の平均値である。 
 
 
 
 
 
 
 

平成23年度 京都府児童生徒の体格・体力・運動能力 

〔平成21年度全国平均値を基準（50）としたときの平成22年度京都府偏差値（Ｔスコア）〕 
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２ 学校体育施設等の整備 

 府立乙訓高校スポーツ健康科学科及び普通

科第Ⅲ類体育系の充実や学校体育・スポーツ

活動の振興のため、学校体育施設などの整備

を計画的に進めている。 

 

学校体育施設の整備状況（平成23年度現在） 

 

３ 学校体育、クラブ・運動部活動の推進 

 体育・スポーツの推進・充実を図るため、

次の事業を実施している。 

 (1）府立乙訓高校スポーツ健康科学科及び

普通科第Ⅲ類体育系の充実  

府立乙訓高校スポーツ健康科学科及び

普通科第Ⅲ類体育系設置校６校において

は、スポーツドクターを招聘し、医科学

理論に基づく授業や実習を実施するとと

もに、関係競技種目の優秀な指導者をア

ドバイザーコーチとして招聘し、競技力

の向上を図るなど、教育内容の充実に努

めている。 

 (2）運動部活動指導者研修会の開催 

 中学校体育連盟及び高等学校体育連盟

と連携しながら、運動部活動指導者研修

会を開催、指導者の資質向上や運動部活

動の振興を図っている。 

 (3）学校体育団体の育成 

 学校教育の一環として、スポーツ活動

を通して健全な児童生徒の育成及び学校

スポーツの振興を図るため、小学校体育

連盟、中学校体育連盟及び、高等学校体

育連盟との連携を深めながら、その育成

に努めている。 

具体的には、小学校体育連盟への事業

助成を実施し、また、中・高等学校体育

連盟へは、京都府内大会をはじめ、京都

で開催される近畿・全国大会等の大会運

営費の助成を行っている。 

 

 

 

平成23年度 体育連盟加盟状況 

 京都府小学校体育連盟 
（公立学校のみ） 

京都府中学校体育連盟 
京都府高等学校体育連盟 

全 日 制 定時制・通信制 

加 盟 校 数 411校 201校 97校 18校 

登 録 者 数 45,538人（第5･6学年） 72,698人 69,192人 3,457人 

設置種目別 － 20種目 38種目 11種目 

部  員  数 － 46,103人 28,165人 618人 

 
 

第３節 学校保健 

 児童生徒等及び教職員の健康の保持増進を

図るため、学校保健安全法などの法令の規定

に従いながら、地域や学校の実情に応じて組

織的に、効果的な保健管理、保健教育を実施

している。 

 

１ 児童生徒等の主な疾病・異常の現状 

 最近５年間の推移は次表のとおりである。 

 (1) う歯について 

 永久歯の一人当たり平均のう歯数は、

11歳で0.73歯であるが、う歯のある者の

割合を年齢別でみると、７歳以上の年齢

から処置完了者の割合がう歯未処置のあ

る者の割合を上回っている。 

 (2) 視力について 

 裸眼視力1.0未満の者は、小学校及び高

等学校段階において増加の傾向にある。 

 また、0.3未満の者の割合は、年齢が進

むにつれて高くなり、17歳では45.2％を

占めている。 

  

施  設  名 整備高校数 

陸 上 競 技 用 全 天 候 型 走 路 22 

全 天 候 型 テ ニ ス コ ー ト 7 

体 操 競 技 練 習 用 ピ ッ ト 1 

弓 道 場 8 

ト レ ー ニ ン グ 場 20 

体 育 振 興 施 設 33 

プ ー ル （ 含 温 水 ） 12 

艇 庫 3 

相 撲 場 1 

ア ー チ ェ リ ー 場 3 

ホ ッ ケ ー 場 （ 人 工 芝 ） 1 
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学校種別にみた主な疾病・異常 

（単位：％） 

年 度 

校種・疾病・異常 
平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 

小 

学 

校 

う 歯 未 処 置 31.3 30.0 28.4 28.4 26.5 

裸眼視力1 . 0未満 27.7 28.6 29.4 29.6 29.7 

肥 満 傾 向 2.7 3.1 2.7 2.7 2.4 

ぜ ん 息 4.1 4.9 5.4 5.2 5.3 

蛋 白 検 査 0.6 0.7 1.5 0.5 0.5 

尿 糖 検 査 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 

中 

学 

校 

う 歯 未 処 置 24.0 22.2 20.5 19.2 19.5 

裸眼視力1 . 0未満 50.1 48.4 51.5 53.2 50.9 

肥 満 傾 向 2.1 1.9 2.1 1.8 1.3 

ぜ ん 息 2.8 4.1 5.1 4.3 4.3 

蛋 白 検 査 2.1 2.9 3.4 1.7 1.7 

尿 糖 検 査 0.1 0.3 0.1 0.1 0.1 

高
等
学
校 

う 歯 未 処 置 23.1 22.1 21.4 21.8 22.8 

裸眼視力1 . 0未満 65.9 66.1 67.2 67.1 65.5 

肥 満 傾 向 1.5 1.6 1.2 1.6 0.9 

ぜ ん 息 2.2 3.6 3.9 4.1 4.1 

蛋 白 検 査 2.4 2.0 1.3 2.0 1.6 

尿 糖 検 査 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 
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２ 学校保健の構造と内容 

 児童生徒等の健康の保持増進は、学校にお
ける保健教育の充実と、保健管理の徹底によ
り実現されており、それらを円滑に進めるた
め、学校保健委員会などが組織され、地域・
府の組織と一体となり健康教育の一層の推進
が図られている。  

学校保健の体系及び内容は次の通りであ
る。 

 (1）保健教育 

ア 保健学習……小学校では体育科の
「保健領域」で、中学校では保健体
育科の｢保健分野｣で、高等学校では保
健体育科の「科目保健」を中心に学習
指導要領に示された内容と授業時数
で行われる。 

イ 保健指導……児童生徒等の集団を対
象とした指導と、個人を対象とした指
導に大別して、計画的、継続的、かつ
組織的に指導が行われる。 

ウ 総合的な学習の時間……「生きる力」

をはぐくむことを目指した各学校の創

意工夫を生かした活動。示された課題

のひとつ「福祉・健康」に関して一人

ひとりの興味・関心等を大切にし、社

会とのかかわりや人権なども視点に入

れ、幅広く学習する。 

 (2）保健管理 

ア 対人管理……学校保健安全法の規定

に基づき学校医等と全教職員の協力の

もとに、児童生徒等の健康診断などが

実施されている。 

これにより疾病の早期発見と事後措

置に努め、より一層の健康の保持増進

を図る取組をしている。 

また、近年、児童生徒等の生活リズ

ムの乱れや不健康な生活が学習やから

だに大きな影響を及ぼしていることか

ら、各学校(園)では、子どもたちの生

活実態を把握し、家庭との連携を密に

する取組が進められている。起床・就

寝時刻･食事・排便・洗面・テレビ視聴・

テレビゲームや遊びの時間など、基本

的生活習慣の確立と生活リズムを正し

く整えることを目指した実践が進めら

れ、効果を上げている。 

イ 対物管理……学校環境衛生基準によ

り、環境衛生検査(定期検査、日常点検）

及び安全点検の実施と事後措置などの

諸活動が一層充実してきている。 

 (3) 組織活動 

ア 学校保健委員会など……学校保健の

運営組織の中心となるもので、学校保

健関係者が学校保健・安全の諸問題に

ついて研究協議するとともに、連絡調

整を図りながら、学校保健の推進と実

践活動の中核的役割をはたしている。 

校長、教頭、副校長、教務主任、保

健主事､養護教諭、学年主任、体育主任、

安全主任、給食主任、栄養教諭・学校

栄養職員、学校医、学校歯科医、学校

薬剤師、保護者代表、保健関係機関な

どの代表を主な構成メンバーとし、協

議の内容によっては弾力的なメンバー

構成により運営する場合もある。 

イ 地域学校保健会……府内郡市町村に

おいて学校保健関係者で組織されてお

り、地域の子どもたちの健康課題につ

いて協議などを行うため地域全体とし

て取り組んでいる。 

ウ 京都府学校保健会……地域学校保健

会、学校医部会、学校歯科部会、学校

薬剤師会をはじめ、養護教諭部会、学

校保健主事会などの各専門部会により

組織されており、これが近畿、全国の

組織につながっている。

京都府学校保健会の組織 
 
 
 （財

）日
本
学
校
保
健
会 

各 地 域 学 校 保 健 会 

府立高等学校京都地区・両丹地区保健研究協議会 

学 校 保 健 関 係 団 体 

京
都
府
学
校
保
健
会 

・(社)京都府医師会学校医部会 

・(社)京都府歯科医師会学校歯科部会 

・京都府学校薬剤師会 

・学校保健主事会 

・養護教諭部会 
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学校保健の領域・内容 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇体育科の保健領域（小学３･４･５･６年）、保健体育

の「保健分野」｢科目保健」 

〇関連教科における保健に関する学習 

〇｢総合的な学習の時間」における保健に関する学習 

 

 

 

 

 

〇学級活動、ホームルーム活動における保健指導 

〇学校行事における保健指導 

〇児童会活動・生徒会活動、クラブ活動等における保

健指導 

〇保健室や学級における個別相談 

〇日常の学校生活における指導 

 

〇健康観察  〇健康診断（保健調査） 

〇健康相談  〇要観察者の継続観察・指導 

 

〇疾病予防  〇感染症予防 

〇救急処置（応急手当など） 

 

〇健康生活の実践状況の把握及び規正 

〇学校生活の管理 

 ・健康に適した日課表・時間割の編成 

 ・休憩時間中の遊びや運動 

 ・学校生活の情緒的雰囲気 

 

〇学校環境の衛生的管理 

 ・学校環境衛生検査（定期・日常）の実施 

 ・学校環境衛生検査結果に基づく適切な環境の維持 

 ・記録の保存 

 

〇学校環境の美化等情操面への配慮 

 ・校舎内外の美化 

 ・学校環境の緑化 

  

 

〇教職員の組織、協力体制の確立（役割の明確化） 

〇家庭との連携 

〇地域の関係機関・団体との連携及び学校間の連携 

〇学校保健委員会 

保

健

教

育 

学

校

保

健 

保

健

管

理 

保

健

指

導 
対

人

管

理 

対

物

管

理 

組

織

活

動 

心
身
の
管
理 

生
活
の
管
理 

学
校
環
境
の
管
理 

保

健

学

習 

道 徳 



－52－ 
 

第４節 学 校 安 全 

学校における事故を防止するため、各学校

において地域や学校の実態に応じた学校安全

計画を策定・実施するとともに、児童生徒等

が身の回りの危険を予測し、回避する能力を

身につけ、安全な生活を営む正しい判断力と

行動力を養うことができるよう、あらゆる機

会を通して、安全教育及び組織活動の推進並

びに安全管理の徹底を図っている。 

 事故発生時には全教職員が組織的に対応で

きるよう、学校独自の｢危険等発生時対処要

領｣（対応マニュアル）を検証・改善するとと

もに、身近な事故を分析し、その原因を明ら 

 

かにして教材化することによって、全教職員

が一致して指導に当たることとしている。 

 

１ 事故災害による死者数の状況 

 平成22年度（平成23年３月31日現在）の事

故災害による死者数は５名となっており、昨

年度（９名）と比較すると減少している。う

ち、交通死亡事故は１名であった。 

 児童生徒等の交通災害の占める割合が相変

わらず高く、今後さらにあらゆる機会を通し

た交通安全指導の徹底を図らなければならな

い。 

 

 
 

事故災害等による死者数 

１ 事故災害等による死者数           （単位：人） 

内容 

 
 
 
校種 

（1）交 通 （2）水 難 （3）自 殺 （4）その他 合 計 

18 19 20 21 22 18 19 20 21 22 18 19 20 21 22 18 19 20 21 22 18 19 20 21 22 

幼                     0 0 0 0 0 

小 2 1 3     1 1 2        1 1  2 1 5 2 2 

中  2 1            2      0 2 1 0 2 

高 1 1 5 3 1      1 1 2 3  3 1 2 1  5 3 9 7 1 

計 3 4 9 3 1 0 0 1 1 2 1 1 2 3 2 3 1 3 2 0 7 6 15 9 5 

備考 ＊平成19年までは暦年集計。平成20年からは年度集計 ＊(4)その他の内容……病死・事故死など   
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２ 学校安全の構造と内容 

 学校安全は自他の生命尊重を基盤として、

自ら安全に行動し、他の人や社会の安全に貢

献できる資質や能力を育成するとともに、積

極的に安全な環境づくりができるようにする

ことをねらいとしている。そのため、学校安

全の活動は、児童生徒等が自らの行動や外部

環境に存在する様々な危険を制御して安全に

行動できるようにすることを目指す安全教育

と、児童生徒等を取り巻く外部環境を安全に

整えることを目指す安全管理、そして両者の

活動を円滑に進めるための組織活動という３

つの主要な活動から構成している。 

また、学校安全の領域としては、｢生活安全」

｢交通安全」「災害安全」の３つが挙げられる。

｢生活安全」では、日常生活で起こる事件・事

故災害を取り扱い、児童生徒等が犯罪の被害

に遭うことも少なくないことから、防犯も重

要な内容の一つとしている。「交通安全」に

は、様々な交通場面における危険と安全が含

まれる。「災害安全」には、地震、津波、火

山活動、風水（雪）害のような自然災害はも

ちろん、火災や原子力災害も含まれる。 

 (1) 安全教育 

 安全教育は、安全に関する基礎的・基

本的事項を系統的に理解し、思考力、判

断力を高めることによって安全について

適切な意思決定ができるように努めてい

る。 

 そのため「いのちを守る「知恵」をは

ぐくむために～学校における安全教育の

手引～東日本大震災の教訓を踏まえて」

の発刊をはじめ、指導資料の作成や各種

研究会の開催などを通じて、 

ア 教科、特別活動などにおける安全教

育の充実 

イ 指導体制の確立 

ウ 各校種間及び関係機関・団体との連

携 

エ 災害安全教育の充実 

オ 家庭や地域社会への働きかけ 

 などを進めている。 

 (2）安全管理 

 安全管理は、事故の要因となる学校環

境や、児童生徒等の学校生活などにおけ

る行動の危険を早期に発見し、それらを

速やかに除去するとともに、万一事故が

発生した場合には、被害を最小限にする

ための体制作りに努めている。 

 このため、各種研究会などを通じて 

ア 学校安全計画の充実 

イ 施設、設備の日常的、定期的な安全

点検の実施と事後措置 

ウ 適切な応急手当や安全措置ができる

体制づくり 

などについて指導を進めている。 

 (3）学校安全に関する組織活動 

 安全教育と安全管理を効果的に進める

ため、学校の教職員、児童生徒等を含め

た校内の協力体制の確立や家庭及び地域

社会との密接な連携を進めながら、学校

安全に関する組織活動を進めている。 
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第５節 食育・学校給食 

 子どもたちが生涯にわたり心身の健康と豊かな人

間性をはぐくむためには、望ましい食習慣を身に

付け、食の自己管理能力を培うことが必要である。 

 そのため、京都府では家庭、地域社会の連携・

協力し、教職員の共通理解のもと学校教育活動全

体を通じた食育の推進と学校給食の一層の充実を

図っている。 

 

 

 

 

  

１ 学校給食の実施状況 

 学校給食はバランスの取れた食事を提供し、児 

童生徒等の健康の保持増進を図るとともに、望まし

い食習慣の形成に寄与している。 

また、会食を通して心の交流を深め、好ましい人

間関係を育成するなど児童生徒等の心身の健全

な発達を図る上で、大きな教育的意義を有してい

る。 

平成23年度の公立学校における学校給食の実

施状況は次の通りである。

京都府の公立学校給食実施状況（平成23年度） 

 
 

京都府の小学校給食における栄養量摂取状況（平成23年度） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（小学校中学年児童１人１回当たりの学校給食摂取基準の文部科学省基準を100とした場合の京都府小学校中学年の 

充足率） 
＊脂肪の学校給食摂取基準は、総摂取エネルギーに対する比率が25～30％であり、京都府の脂肪の平均摂取量は28  
％である。 

＊ナトリウム（食塩相当量）は基準が2.5ｇ以下に対し、京都府の平均は2.5gである。 
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２ 学校給食、食に関する指導の課題 

 学校給食は、カルシウムなど家庭では不足

しがちな栄養素を補完するだけでなく、児童

生徒が生涯にわたり健康な生活を送るための

健康教育の一環として、食に関する指導の生

きた教材となるものである。 

 そのため、学校給食の献立作成に当たって

は学校給食摂取基準を充足するとともに幅広

く食品を使用し、多様な調理法を組み合わせ

た食事内容になるよう配慮することが大切で

ある。現状では、前掲のとおり鉄・食物繊維

の摂取が不足傾向にあるため、豆類や種実類

等の積極的な活用など児童生徒等・地域の状

況なども考慮して摂取量の充足を図る必要が

ある。また、郷土食や地域の産物を活かした

魅力あるものとなるよう配慮するとともに、

食物アレルギーなどのある児童生徒等に対し

ては、学校内の体制などを整備し、個に応じ

た対応を行うことが必要である。加えて、児

童生徒等の各教科などの学習内容との関連に

配慮した献立作成に努めることも大切であ

る。 

 さらに、学校給食が家庭や地域の信頼を得

て実施されるためには、安全で安心な学校給

食の提供が不可欠である。そのため、「学校

給食衛生管理基準」に基づいた調理場での衛

生管理とともに、児童生徒等への衛生に関す

る指導の徹底を図ることが望まれる。 

 また、児童生徒等が望ましい食習慣を身に

つけ、「食」の自己管理能力を培うため、教

職員の共通理解のもと食に関する指導の全体

計画や、年間指導計画を策定し、学校教育活

動全体を通じて食育を推進することが必要で

ある。 

 併せて、食に関することは家庭が担う部分

が大きいことから、家庭や地域社会と連携し

た取組を推進していくことが大切である。 

 栄養教諭・学校栄養職員が食に関する指導

計画に基づき、学級担任などと連携を図りな

がら献立を作成するとともに、その専門性を

生かして、関連教科などにおける指導や個別

的な相談指導などに当たることが求められて

いる。 

 

３ 研究推進及び組織活動 

（1）京都府学校給食研究協議大会 

 学校給食の管理運営、食に関する指導、

栄養・調理等に関して、各地区及び校種

間で実践交流を深め、当面する諸課題を

研究協議し、今後の学校給食の充実と食

育の推進を図るため、年１回開催してい

る。 

（2）学校給食研修会 

 食に関する指導についての理解を深め

食に関する指導計画に基づく教科横断的

な指導や生きた教材としての学校給食の

活用を図るなど、学校教育活動全体を通

じた食育を推進するとともに、安全かつ

安心な学校給食の実施に向けて一層の徹

底を図るため、年１回各教育局ごとに開

催している。 

（3）食に関する指導充実事業 

 食に関する指導の実践的な研究に取り

組もうとしている市町（組合）教育委員

会を指定し、栄養教諭・学校栄養職員を

中核として家庭や地域社会と連携しなが

ら、学校教育活動全体で食に関する指導

を積極的に行い、その成果の普及を図る

ことにより、府内の食に関する指導を推

進している。 

 

 

第６節 スポーツ振興 

 だれもが、健康でいきいきと暮らせる「生

涯スポーツ社会」の実現のため、次のような

諸施策を推進している。 

（1）機会や場の提供 

 府民にスポーツを楽しむ機会や場を提

供するため、府全域に及ぶ総合的な大会

を実施するとともに、体育・スポーツ関

係団体の事業を支援している。 

（2）情報の提供 

 地域のスポーツ振興を推進するため、

イベント、施設、指導者などの情報を提

供している。 
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事 業 名 目    的 内    容 

ス ポ ー ツ 情 報 

ネットワークシステム 

インターネットを介してだれもが 

容易にスポーツ情報を入手し、幅

広いスポーツ活動に役立てる。 

府内のスポーツ情報を一元化し、

提供するシステムを運用 

 

 (3）施設の整備 

 体育・スポーツ振興の基盤となる体育

施設の整備については、各市町村からの

構想や設計などの相談に応じ、各種助成

の活用などより良い施設になるよう指

導・助言を行っている。 

  

 (4) 府立学校体育施設の開放 

 広く府民のスポーツ活動のために、昭

和54年度からグラウンド開放を試行的に

実施し、以降開放校を増加させ、平成４

年度からは、体育館も開放している。さ

らに平成９年度から２校で医・科学的ト

レーニングシステムを開放している。 
 

事 業 名 目    的 内    容 

府立学校体育施設 
開 放 事 業 

府立学校の体育施設を地域や青少

年のスポーツ活動のために開放

し、府民の生涯スポーツの振興に

役立てる。 

府立学校46校の体育施設を年間10

日間を基準として、無料で地域や

青少年のスポーツ活動に開放 

府立学校医・科学的 

トレーニングシステム 

開 放 事 業 

府立学校の医・科学的トレーニン

グシステムを府民に開放し、医・

科学理論に基づいた効果的なスポ

ーツ活動の振興に役立てる｡ 

府立西城陽及び綾部高等学校の

医・科学的トレーニングシステム

を無料で府民に開放 

 

 

  (5） 指導者の育成 

 体育・スポーツの振興は、質の高い指

導者の指導によるところが大きいため、 

 

その育成に努めるとともに、資質を向上させ

るための研修を実施している。 

 

 

 

 

事 業 名 目    的 内    容 

社 会 教 育 主 事 

（スポー ツ担当） 

派 遣 事 業 

府内の市町村における体育・スポ

ーツ振興行政の一層の推進を図

る。 

２町に社会教育主事（スポーツ担

当）を派遣（平成23年度） 

各 種 指 導 者 

講 演 会 ・ 研 修 会 

指導者の養成・確保と資質向上を

図る。 

各種体育・スポーツ指導者の養成及

び研修のための講習会などの実施 

総合型地域スポーツ 

クラブ育成及び運営に 

係る人材 育成事業 

総合型地域スポーツクラブ育成及

び運営に必要な人材の計画的な育

成を図る。 

・アシスタントマネジャー養成講 

習会兼スポーツオーガナイザー

養成講座 

・リスクマネジメント研修会 
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京都府スポーツ推進 

審    議    会 
 
 

京都府教育委員会 

（ 保 健 体 育 課 ） 

(公財）京都府体育協会 
 

各 市町村体育団体 
各  競  技  団  体 
各 学 校 体 育 団 体 

京都府スポーツ推進委

員 協 議 会 

協    議    会 

各市町村体育団 体 

 
各市町（組合）教育委員会 

各市町（組合）スポーツ推進委員 

協    議    会 

 
各  教  育  局 

 
各ブロック連絡協議会 

（6）組織の育成 

 府民が身近にスポーツに親しむことが

できる環境づくりのため、公益財団法人

京都府体育協会をはじめ、多くの体育・

スポーツ関係組織・団体の運営を支援し、

組織育成を図っている。 

 (7）スポーツ振興行政 

 京都府のスポーツ振興行政に関連する

組織・機関・団体を図示すると次の通り

である。 

 

 

京都府のスポーツ振興関係組織・機関・団体 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７節 競技力の向上 

 本府代表選手が、全国的な大会に出場し、

より大きな成果を上げることは、京都府の体

育スポーツ振興の重要な柱であるとともに、

スポーツ活動への意欲と関心を高め、活力と

うるおいのある府民生活に大きな効果をもた

らしている。 

 こうした観点に立ち、昭和56年度から「京

都府競技力向上対策本部」を設置し、幅広い 

年齢層を対象にした競技力向上に努めてい

る。 

 

 

※第66回国民体育大会｢おいでませ！山口国

体｣においては、陸上競技で２年連続競技別女

子総合優勝をはじめ、数多くの種別・種目で

優勝・入賞したが、男女総合成績第13位、女

子総合成績第14位と2年連続での入賞は果た

せなかった。 

 今後も、各競技団体などとのより一層の連

携を図りながら、国際的な競技力を有する選

手の育成を視野に入れた強化に努め、パワフ

ル京都の実現を目指す。 

 
 

事 業 名 目    的 内    容 

競技スポーツ振興 

事 業 

青少年を中心に幅広い層の競技力

を向上させ、本府の体育・スポー

ツの飛躍的な発展を期す。 

ジュニア選手発掘・育成・強化、

国体選手養成強化、パワフル京都

推進など 

国 体 選 手 

派 遣 事 業 費 補 助 
府代表選手の国体への派遣費補助 

府体育協会を通じ競技団体に補助

し、選手派遣を行う。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第５章 社 会 教 育 

 



－58－ 

 

第５章 社 会 教 育 
 
 
第１節 社会教育行政 

１ 社会教育委員 

 社会教育委員は、社会教育法に基づき、①

社会教育に関する諸計画を立案し、②教育委

員会の諮問に応じて意見を述べるなど、教育

長を経て教育委員会に助言する職務を行って

おり、府教育委員会及び市町（組合）教育委

員会が委嘱している。 

 (1）京都府社会教育委員 

定数 15名 

任期 ２年 

構成 学校教育関係者 

社会教育関係者

学識経験者 

一般府民（公募) 

(2）市町村社会教育委員 

府内各市町（組合）教育委員会で委嘱 

 
 
 
２ 社会教育主事 

 京都府教育庁の本庁及び各教育局に、社会

教育主事を置くとともに、派遣社会教育主事

４名（うち、スポーツ担当２名）を市町に配

置している。 

 市町（組合）教育委員会事務局における社

会教育主事などの配置状況は右表のとおりで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

社会教育関係職員の配置状況 

平成23年10月１日現在 

区分 

市町(組合) 

常   勤 非常勤 

社会教育主事 派遣社会教育主事 社会教育指導員 

向 日 市    

長岡京市 1  1 

大山崎町 2  2 

宇 治 市 5   

城 陽 市 1  5 

八 幡 市 2 1  

京田辺市 3  1 

木津川市 1  6 

久御山町 1  2 

井 手 町 1 1 4 

宇治田原町 2   

精 華 町 1  2 

相楽東部 
広域連合 

1 1  

亀 岡 市 2  4 

南 丹 市 3  1 

京丹波町 3 1  

綾 部 市 1  3 

福知山市 3   

舞 鶴 市 1  1 

宮 津 市 1  2 

京丹後市 5  9 

伊 根 町 1  
1 
 

与謝野町 1  2 

合  計 42 4 46 

（単位：人） 
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平成23年度 京都府の社会教育関係事業 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                       （再掲あり） 

生 

涯 

学 

習 

の 

振 

興 

生涯学習社会の実現にむけ

て、地域の特性を活かした学

習機会の提供や指導者の養

成、現代的課題に関する学習

活動の支援に努める。学校や

社会教育施設等との連携や社

会教育関係団体との連携・協

力に努めながら、生涯にわたる

学習機会の充実を図る。 

社会教育・生涯学習・公民館等指導者研修事業 

各種指導者研修事業 

・ＰＴＡ指導者研修事業（中央研修・ブロック別研修） 

・地域女性リーダー研修事業 

・聴覚障害者社会教育指導者研修事業 

・視覚障害者社会教育指導者研修事業 

府立高校サタデー広場活動事業（府立学校開放講座） 

社会教育施設等の運営 

・図書館 

・南山城少年自然の家（グリーンパル南山城） 

・るり渓少年自然の家（グリーンパルるり渓） 

・視聴覚ライブラリー 

社会教育主事派遣事業 

社会教育団体助成事業 

京のまなび教室推進事業 

地域で支える学校教育推進事業 

自
己
実
現

に
向
け
た

主

体
的
な
学

習
活
動
へ

の

支
援
と
社

会
総
が
か

り

で
子
ど
も

を
は
ぐ
く

む

教
育
の
推

進 

家
庭
の
教
育
力
の
向
上 

すべての教育の出発点であり、

基本的な生活習慣、豊かな心

や他人に対する思いやりをはぐ

くむ上で重要な役割を担う家庭

の教育力を高めるため、学校、

地域社会等と連携しながら、親

に対する学習活動の支援やサ

ポート体制の充実に努める。 

家庭教育支援事業 

・親のための応援塾開催事業 

・家庭教育支援基盤形成事業 

家庭教育相談事業 

・家庭教育カウンセラー巡回相談事業 

・電話相談事業 

ふれあい宿泊学習実施事業 

読書活動推進事業 

・子ども読書絵てがみコンテスト 

・学校支援セット貸出 

地
域
社
会
の
教
育
力
の
向
上 

子どもが様々な経験を通して

安心や自信、誇りや責任感を

はぐくむ大切な場でもある地域

社会の学習力や教育力を高

め、地域の絆を強める取組を

推進するとともに、学校と連携

しながら、地域全体で子どもを

健やかにはぐくむ取組に活か

せるよう支援する。 

京のまなび教室推進事業 

地域で支える学校教育推進事業 

府立高校サタデー広場活動事業（体験活動プログラム） 

森と小川の教室推進事業 

（みどりキャンプ・さわやかグリーンキャンプ） 

府立少年自然の家指定管理者自主事業 

人
権
教
育
の
推
進 

自己実現とすべての人の尊厳

と人権が尊重される共生社会

の実現に向け、生涯にわたりあ

らゆる場や機会を通じて人権

問題に対する理解と認識を深

め、実践につながる自発的な

学習活動の促進に努める。 

人権教育推進事業 

・人権教育企画推進委員会 

・人権教育行政担当者協議会 

・人権教育指導者研修会 

・人権教育学習教材等の整備 

各種指導者研修事業 

・聴覚障害者社会教育指導者研修事業 

・視覚障害者社会教育指導者研修事業 
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第２節 社会教育の推進 

 生涯学習を積極的に推進する上でも社会教

育が果たす役割は極めて大きく、平成23年度

は、次の諸事業を実施した。 
 
 
１ 生涯学習の振興 

 

事 業 名 事  業  の  概  要 

社会教育・生涯学習・ 

公民館等指導者研修事業 

〇趣旨…生涯学習社会の実現に向けて、府内の社会教育を一層推進す

るため、社会教育関係団体の指導者をはじめ、社会教育、生

涯学習関係職員、公民館職員の資質の向上と専門的力量を高  

めることを目的とする。 

〇内容…京都府社会教育・生涯学習・公民館等指導者研修会 

各

種

指

導

者

研

修

事

業 

Ｐ Ｔ Ａ 指 導 者 

研 修 事 業 

〇趣旨…家庭・学校・地域が連携して、家庭・地域社会の教育力を高

め、青少年の豊かな心をはぐくむための望ましい環境づくり

に向けて、ＰＴＡ指導者の資質の向上を図る。 

〇内容…①京都府ＰＴＡ指導者中央研修会 

②教育局別ＰＴＡ指導者研修会（５局） 

    ③府立学校ブロック別研修会（４ブロック） 

地 域 女 性 リ ー ダ ー 

研 修 事 業 

〇趣旨…府内における女性の主体的な学習活動や社会参加を推進し、

地域で活躍する女性の実践力向上を図る。 

〇内容…地域女性リーダー研修講座（２回） 

府 立 高 校 サ タ デ ー 

広 場 活 動 事 業 

（府立学校開放講座） 

〇趣旨…府民の多様な生涯学習のニーズに応えるため、府立学校の教

育機能を活かした府民対象の生涯学習講座を実施する。 

〇内容…下表のとおり 

社会教育団体助成事業 

〇趣旨…社会教育の振興の一環として、府域の社会教育関係団体が行う

研究会・研修会や地域の課題解決に向けた各種活動（福祉・

子育て・環境・防災・生涯学習・人権教育・男女共同参画等）

に対して助成を行う。 

〇対象…15団体27事業 

 
 
 

平成23年度府立学校開放講座実施一覧 

学 校 名 講  座  名 学 校 名 講  座  名 

桂 高 校 ミ ニ ガ ー デ ニ ン グ 教 室 海 洋 高 校 水 産 食 品 加 工 実 習 講 座 

西 乙 訓 高 校 は じ め て の 茶 道 工 業 高 校 永 久 コ マ の 製 作 教 室 

西 城 陽 高 校 みんなでハモりましょう（合唱） 網 野 高 校 
パ ソ コ ン 講 座 
（ エ ク セ ル 中 級 講 座 ） 

京都八幡高校 
親子・兄弟みんなでワクワク 
楽 し い レ ス リ ン グ 教 室 

舞鶴支援学校 中高年のためのパソコン講座 

南 丹 高 校 
パ ソ コ ン 講 座 
「ワードとエクセルの基礎」 

  

合  計          ９校 
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２ 家庭の教育力の向上 

事 業 名 事  業  の  概  要 

家

庭

教

育

支

援

事

業 

親 の た め の 

応援塾開催事業 

〇趣旨…就学前の子どもを持つ保護者と先輩保護者との交流等を行う「親

のための応援塾」の開催により、子育てに関わる親の不安の解消

と親同士のネットワークの形成を目指す。 

〇内容…京都府ＰＴＡ協議会に委託し、各小学校ＰＴＡにおいて実施 

子育てワークショップ、先輩親との交流、相談、アドバイス等 

家 庭 教 育 支 援 

基 盤 形 成 事 業 

〇趣旨…家庭の教育力の向上のため、親への学習機会の提供や家庭教育支

援チーム活動を行う市町（組合）教育委員会に対し、助成等の支

援を行う。 

〇内容…家庭教育支援チーム活動の普及・定着 

    子育てに係る学習機会の提供 

    指導者等研修 等 

家
庭
教
育
相
談
事
業 

家 庭 教 育 

カ ウ ン セ ラ ー 

巡 回 相 談 事 業 

〇趣旨…家庭教育に関する悩みや不安を抱く親に対して適切なアドバイス

を行えるよう、臨床心理士の資格を有する者を「家庭教育カウン

セラー」として配置し、家庭教育に関する相談体制の一層の充実

強化を図る。 

〇内容…来所相談～府総合教育センター及び同北部研修所 

    巡回相談～府教育局及びアグリセンター大宮 

電 話 相 談 事 業 

〇趣旨…いじめや不登校などの悩みを持つ子どもや親がいつでも気軽に相

談して必要な助言を得られるように、総合教育センターにおいて

電話相談を実施する。 

〇内容…ふれあい・すこやかテレフォン（24時間対応） 

ふ れ あ い 宿 泊 学 習 

実 施 事 業 

〇趣旨…不登校傾向にある児童生徒を対象にキャンプを実施し、自然の中

で宿泊を共にして様々な体験を重ねることによって、社会性を培

い、自立への力や登校する力を育てる。また、保護者が、専門家

による相談会や講義、相互交流を通じて、子どもの現状について

の理解や、子どもの自立へ向けてどのように関わるかを学ぶ機会

とする。 

〇内容…府立少年自然の家において実施 

野外活動・集団遊び・創作活動等 

読 書 活 動 推 進 事 業 

〇趣旨…「京都府子どもの読書活動推進計画（第二次推進計画）」の実現

に向けて、啓発や支援を行う。 

〇内容…①子ども読書絵てがみコンテスト 

子どもの読書活動についての府民の理解と関心を深め、子ども

が積極的に読書活動を行う意欲を高めるために、「子ども読書

の日（４月23日）」の記念事業としてコンテストを実施する。 

②学校支援セット貸出 

調べ学習に役立つ図書を府立図書館において整備し、「学校支

援セット」としてメニュー化して、府内の小・中学校、高等学

校に貸し出す。 
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３ 地域社会の教育力の向上 

事 業 名 事  業  の  概  要 

京 の ま な び 教 室 

推 進 事 業 

〇趣旨…地域社会の中で、子どもたちを心豊かで健やかに育てる環境づく

りを推進するため、学校等を子どもの安心・安全な居場所として

活用した「京のまなび教室」の開設を支援し、土曜日等における

子どもの体験活動・学習活動等の充実を図る。 

〇内容…①京のまなび教室の開設 

19市町(組合)教育委員会、76教室で実施 

②特別講師の派遣 

 市町(組合)教育委員会が実施する「京のまなび教室」に、団体

や企業、伝統産業の職人等の特別講師の派遣をコーディネート 

地域で支える学校教育 

推 進 事 業 

〇趣旨…地域ぐるみで学校を支える体制整備として「学校支援地域本部」

を設置して地域コーディネーターや学校支援ボランティアを配置

し、学校のニーズに応じた教育支援活動を展開する。 

（国事業名：学校支援地域本部事業） 

〇内容…学習支援、部活動の支援、読書活動支援、学校行事の支援等 

    13市町(組合)教育委員会、82校(園)で実施 

府 立 高 校 サ タ デ ー 

広 場 活 動 事 業 

(体験活動プログラム) 

〇趣旨…地域社会で子どもを育てる環境の整備を目指して、府立学校の教

育機能を活かした子どもたちの体験活動教室を実施する。 

〇内容…体験活動プログラム（小・中学生対象） 

    サッカー教室（山城）、木工教室（北桑田）、畜産体験（農芸）、 

    ケーキづくり（綾部東分校）、理科実験教室（桃山） 等 

森 と 小 川 の 教 室 

推 進 事 業 

〇趣旨…障害のある子どもとない子どもが一緒になった自然体験活動を通

して、心のふれあいを深めながら多様な立場を理解させ、自立心

や主体性を培うとともに、環境問題への関心を深める。 

〇内容…府立少年自然の家において実施 

みどりキャンプ、さわやかグリーンキャンプ 

 
 
 
４ 人権教育の推進 

事 業 名 事  業  の  概  要 

人 権 教 育 推 進 事 業 

〇趣旨…自己実現とすべての人の尊厳と人権が尊重される共生社会の実現

に向けて、生涯学習としての人権教育を推進するため、学習教材

や指導資料を整備するとともに、指導者の養成と資質の向上を図

る。 

〇内容…①人権教育企画推進委員会 

    ②人権教育行政担当者協議会（教育局単位） 

    ③人権教育指導者研修会 

    ④学習教材・指導資料の整備 

各

種 

指

導

者 

研

修

事

業 

聴 覚 障 害 者 

社会教育指導者 

研 修 事 業 

〇趣旨…聴覚障害者の豊かな生活に向けての学習活動や社会参加の促進を

図るため、府内各地での実践活動を交流し、指導者としての資質

の向上を図る。 

〇内容…北部・南部２会場／講演及び実践発表など 

視 覚 障 害 者 

社会教育指導者 

研 修 事 業 

〇趣旨…視覚障害者の豊かな生活に向けての学習活動や社会参加の促進を

図るため、府内各地での実践活動を交流し、指導者としての資質

の向上を図る。 

〇内容…府内５会場／講演及び実践発表など 
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第３節 社会教育施設 

 府民の学習活動の推進を図る上で社会教育

施設の整備・充実が必要であるとともに、生

涯学習の総合的推進のためには府と市町村の

関係施設間の相互連携が一層重要となってい

る。 

 京都府においては、府立図書館、府立南山

城少年自然の家及びるり渓少年自然の家を設

置している。 

 

１ 京都府立図書館 

 明治42年に現在地に建築された府立図書館

を全面改築し、京都府社会教育委員会議の提

言（平成７年12月）を踏まえ、府立総合資料

館の所蔵する資料と一体化した上で、マルチ

メディアを最大限活用した図書館として平成

13年５月に開館した。 

 公共図書館などの蔵書データ総合目録を構

築し、そのネットワーク化を進めるなど、府

内の中核的図書館として、府民に身近な市町

村立図書館などに対し、役割分担を踏まえた

支援を通じて府内の図書館サービス向上に努

めている。 

 

 (1) 施設の概要 

所 在 地 左京区岡崎成勝寺町９ 

蔵 書 冊 数 約112万冊 

開 館 日 

開 館 時 間 

火～金  ９：30～19：00 

土日祝  ９：30～17：00 

 

 (2) 事業内容 

○各図書館資料の閲覧、貸出し 

○市町村支援事業（連絡協力車運行、職

員研修、貸出文庫等） 

○レファレンスサービス 

○国会図書館との図書相互貸借及びオン

ライン検索 

○府内公共図書館総合目録ネットワーク

システムによる検索サービス及び館間

貸出 

○学校支援事業（調べ学習等に役立つ図

書のパッケージ貸出） 

○音声目録ＣＤ-ＲＯＭ（デイジー版）の

作成及び視覚障害者等への配布 

 

 (3）利用状況 

(22年度の利用統計数値による) 

ア 個人貸出し 

登録者数 

（累 計） 
貸出者数 貸出冊数 

85,052人 90,621人 199,087冊 

 

 

イ 図書館等への貸出し 

平成23年3月31日現在 

区   分 
貸出文庫事業に 

よる一括貸出し 

そ の 他 の 

貸  出  し 

市町村数等 
12市町（組合）

教育委員会 
－ 

貸 出 冊 数 75,487冊 30,613冊 

摘 要 

市町村が行う

図書館活動に

対する図書資

料の一括貸出

しによる協力

援助 

府内市町村立

図書館及び学

校図書館等へ

の協力貸出し

他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  ○読書週間記念講演会等の開催 
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２ 京都府立少年自然の家 

 （指定管理者 財団法人京都府少年教育振興会） 

 自然の中で、集団宿泊体験活動を通して、

心身ともに健全な少年の育成を図るため、昭

和48年に相楽郡南山城村大字田山に京都府立

南山城少年自然の家を、昭和58年に南丹市園

部町大河内に京都府立るり渓少年自然の家を

開設し、周辺の豊かな自然環境を活かして多

様な体験活動の機会を提供している。 
 
 
（1）施設の概要 

 

その他、談話室、資料室（資料展示コーナー）、自転車車庫、

乾燥室などの他に自然観察、野外活動用の用具を備えている。 

 
  

 （2） 施設利用 

＜利用できる人＞ 

① およそ10名以上の団体 

・学校の児童・生徒とその指導者  

・青少年の団体とその指導者 

    ・その他、少年自然の家が適当と認 

めた団体 

② 家族及び小グループ 

    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

京都府立少年自然の家利用状況 

 

年 
 
 

度 
宿  泊  利  用 

研修室利用 

使用料収入 
   （円） 

幼・小・中学生 高 校 生 一   般 計 

団体数 

人 数 

指導者 

含 む 

 

団体数 

人 数 

指導者 

含 む 

 

団体数 人 数 団体数 人 数 団体数 人 数 

南 
 

山 
 

城 

19 153 7,825 15 2,101 41 3,550 209 13,476 31 1,729 7,970,390 

20 165 8,239 25 3,064 49 4,401 240 15,704 38 2,217 10,145,770 

21 160 8,984 15 1,808 50 4,022 225 14,814 30 1,986 9,137,010 

22 159 8,894 14 2,174 39 3,608 212 14,676 33 2,029 9,137,850 

23 155 7,942 15 1,861 33 3,679 203 13,482 28 1,886 8,367,640 

る 
 

り 
 

渓 

19 67 7,053 17 2,084 103 6,343 187 15,480 6 432 10,104,850 

20 69 6,741 20 2,171 102 6,480 191 15,392 10 719 11,132,790 

21 70 6,517 17 2,519 85 7,916 172 16,952 17 677 13,034,410 

22 77 6,784 19 2,320 82 7,419 178 16,523 21 811 12,294,170 

23 75 6,270 17 1,962 72 7,836 164 16,068 9 541 12,682,290 

（23年度は２月末までの実績） 
 
 

施 設 名 
（愛 称） 

府立南山城 

少年自然の家 

グリーンパル 

南山城 

府立るり渓 

少年自然の家 

グリーンパル 

るり渓 

施
設
定
員 

プレイホール 200人 300人 

研  修  室 200人 200人 

宿  泊  室 182人 300人 

キャンプ場 － 150人 

敷 地 面 積 14,455㎡ 91,980㎡ 
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平成23年度の事業の概要 

 
南山城少年自然の家（グリーンパル南山城） 

事   業   名 対     象 開催回数 

ふ れ あ い 宿 泊 学 習 事 業 
小学校３年生～高校生までの 
不登校傾向にある児童生徒と 
その保護者 

１泊２日 ２回 
２泊３日 １回 

森 と 小 川 の 
教室推進事業 

さわやかグリーンキャンプ 
小学校４年生～中学生、 
特別支援学校 
小学部４年生～中学部３年生 

１泊２日 ２回 
３泊４日 １回 

指 定 管 理 者 
自 主 事 業 

木津川カヌーツーリング 小学校５～６年生・中学生 
１泊２日 ２回 
（どちらも荒天に
より中止） 

南山城アドベンチャーキャンプ 小学校４～６年生・中学生  ４泊５日 １回 

南 山 城 ワ ク ワ ク 体 験 村 家 族 及 び 小 グ ル ー プ １泊２日 ５回 

里山チャレンジキャンプ 小 学 校 ４ ～ ６ 年 生 １泊２日 １回 
２泊３日 ２回 

 
 
 

るり渓少年自然の家（グリーンパルるり渓） 

事   業   名 対     象 開催回数 

ふ れ あ い 宿 泊 学 習 事 業 
小学校３年生～高校生までの 
不登校傾向にある児童生徒と 
その保護者 

１泊２日 １回 
２泊３日 １回 
５泊６日 １回 
８泊９日 １回 

森 と 小 川 の 
教室推進事業 

み ど り キ ャ ン プ 
小学校４年生～中学生 
特別支援学校 
小学部４年生～中学部の３年生 

１泊２日 １回 
６泊７日 １回 

指 定 管 理 者 
自 主 事 業 

フ ァ ミ リ ー ツ ア ー 支 援 
家族・小グループ利用の日 

家 族 及 び 小 グ ル ー プ 
利 用 可 能 な 
土 曜 日 

るり渓、家族ふれあい体験！ 府 内 の 家 族 １泊２日 ３回 

自然体験学習指導者研修会 利 用 団 体 指 導 者 概 ね 月 １ 回 
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３ 市町村の社会教育施設 

 市町村において、公民館、図書館その他の

社会教育施設を設置しており、その概要は次

の表のとおりである。 

 
 

平成23年10月１日現在（平成23年度社会教育調査） 

市町村名 公 民 館 公民館分館 青少年教育施設 図 書 館 

向   日   市 6   1 

長 岡  京  市 1   1 

大 山  崎  町 1    

宇   治   市 5  4 3 

城   陽   市 3   1 

八   幡   市 4   2 

京 田  辺  市 41  1 3 

木 津  川  市 3  1 3 

久 御  山  町 1   1 

井   手   町    1 

宇 治 田 原 町 1   1 

笠   置   町 1    

和   束   町     

精   華   町    1 

南 山  城  村 1    

亀   岡   市 3   6 

南   丹   市 2   4 

京 丹  波  町 6    

綾   部   市 13   1 

福 知  山  市 22  3 5 

舞   鶴   市 7  1 5 

宮   津   市 10 1 1 1 

京 丹  後  市 51 14  6 

伊   根   町 5  1  

与 謝  野  町 23  1 3 

小   計 210  15 13 49 

京   都   市   2 19 

合   計 210 15 15 68 

 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第６章 人 権 教 育 
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第６章 人 権 教 育 

 

第１節 学校教育における人権教育の推進 

京都府教育委員会では、｢新京都府人権教

育・啓発推進計画」を踏まえ、これまでの成

果と課題を明らかにしながら、全ての人の基

本的人権を尊重する心をはぐくむとともに、

同和問題などあらゆる人権問題の解決に向け

て実践する態度の育成を図る取組を進めてい

る。 

 学校においては、校長主導の全校推進体制

のもと、生涯にわたって学び続ける基盤を培

うという視点に立って、教育活動全体に人権

教育を適切に位置付け、児童生徒の実態を的

確に把握して、教育の機会均等を図り、学力

の充実や進路保障に努めるなど、一人一人を

大切にした教育の推進を図ることとしてい

る。また、基本的人権や同和問題など様々な

人権問題について正しい理解や認識の基礎を

培うとともに、互いの個性や価値観の違いを

認め、自己を尊重し、他者を尊重する態度や

実践力を育成することを目標に推進してい

る。 

 人権教育の推進に当たっては、同和教育の

中で積み上げられてきた成果と手法への評価

を踏まえるとともに、人権学習資料集等を活

用し、法の下の平等、個人の尊厳といった普

遍的な視点からのアプローチとそれぞれの人

権問題の解決という個別的な視点からのアプ

ローチにより、人権意識の高揚を図り、あら

ゆる人権問題の解決に向けて取り組むことと

している。 

 そのために、地域や学校の実態を十分考慮

した人権教育推進計画を策定するとともに、

校種間の連携や学校間の交流及び家庭、地域

社会、関係機関との連携を強化し、体系的・

計画的に人権教育の推進に努めている。 

 また、人権尊重を踏まえた教育活動を進め

るため、研修を日常的・系統的に行い、教職

員自らが豊かな人権感覚を持つとともに、人

権教育を進めるための認識の進化と指導力の

向上に努めている。 

  

 

 

第２節 社会教育における人権教育の推進 

 京都府教育委員会では、同和問題などあら

ゆる人権問題の解決に向け、実践につながる

府民の自発的な学習活動を一層推進すること

を目指して様々な取組を進めてきた。 

 その成果は、着実に広がりを見せている一

方で、依然として偏見や差別意識も根強く、

今後も、「新京都府人権教育・啓発推進計画」

を踏まえ、人権尊重の理念や、同和問題など

様々な人権問題についての正しい理解と認識

を深めるための学習活動や啓発活動の一層の

工夫・充実に努める必要がある。 

 社会教育における人権教育指導者の養成や

資質の向上については、ｐ60に記した社会教

育指導者養成事業の中で実施し、人権教育企

画推進委員会の意見を踏まえながら、人権教

育（教育局別）行政担当者等研究協議会と連

携して、その充実に努めている。 

 また、人権問題に対する理解と認識を一層

深めるため、学習教材・指導資料や啓発ビデ

オ等の充実を図り、職員研修をはじめ各種の

研修会等で活用されるよう、その整備に取り

組んでいる。 

 

人権教育推進事業 

府事業 

（1）企画推進委員会 

（2）指導者研修会 

（3）行政担当者等研究協議会（教育局別） 

（4）学習教材・指導資料の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第７章 文  化  財 
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第７章 文  化  財 
 

第１節 文化財の保護 

 文化財は、長い年月にわたる我々の祖先の

努力によって生み出され、伝えられてきた。 

特に京都府内に所在する文化財は、歴史、芸

術、学術的にも、また鑑賞する上でも価値の

高いもので、京都の歴史と自然のかかわりあ

いを明らかにする上で欠かすことのできない

ものである。 

 しかし、少子高齢化や社会生活の変化によ

って、これらの貴重な文化財については危機

的な状況が深まり、文化財保護行政にさまざ

まな影響を与えている。その反面で、文化財

の保護と活用に対する府民の関心は高くな

り、文化財保護行政の重要性は一段と増して

いる。 

 京都府では、文化財の保護と活用の促進を

図るため、所有者、市町村をはじめ関係機関

の協力のもとに、府民の理解を得ながら課題

解決にあたり、文化財保護対策の充実強化と

文化財の活用普及事業を推進している。 

「京都府文化財保護条例」の施行以来、平成

23年度までに671件の文化財を指定・登録し、

68件の文化財環境保全地区の決定及び７件の

選定保存技術を選定した。また、「府選定文

化的景観」について９件を選定している。 

 府指定・登録文化財のうち、府指定有形文

化財（建造物）10件41棟、同（美術工芸品）

16件、府登録有形文化財（建造物）１件１棟、

同（美術工芸品）２件、府指定無形文化財６

件、府指定有形民俗文化財１件、府指定無形

民俗文化財（風俗慣習）１件、同（民俗芸能）

３件、府指定史跡２件、府指定名勝（庭園）

１件、府選定保存技術４件がそれぞれ国の重

要文化財・重要無形文化財・重要有形民俗文

化財・重要無形民俗文化財・史跡・名勝・選

定保存技術に指定・選定されている。 

 また、埋蔵文化財の保護に関しては、昭和

56年４月に設置された公益財団法人京都府埋

蔵文化財調査研究センターを中心に、その充

実を目指しているところである。 

 さらに、歴史資料や民俗文化財をはじめと

する重要な郷土の資料を調査研究し、収集・

保存・展示及び活用を図るために、京都府南

部（木津川市）に山城郷土資料館（ふるさと

ミュージアム山城）と北部（宮津市）に丹後

郷土資料館（ふるさとミュージアム丹後）を

設置し、広く府民の利用に供しているところ

である。 

 

第２節 文化財の調査 

 文化財保護行政の推進や文化財保護条例に

よる指定・登録の推進を図るための基礎資料

を得るため、文化財の諸調査を実施している。 

 平成23年度に実施した主な調査は、特別天

然記念物カモシカ通常調査、中世城館跡調査、

有形・無形民俗文化財詳細調査、無形文化財

詳細調査、近世古文書等基本調査、建造物詳

細調査及び美術工芸品詳細調査、選定保存技

術詳細調査などである。 

（1）古文書調査 

 重要な古文書等の散逸、亡失を防ぎ、

その目録作成と保存活用のため行うもの

で、府内に所在する中・近世以降の古文

書の分布状況を確認する基本調査を実施

している。 

（2）有形・無形民俗文化財詳細調査 

 文化財保護条例による指定・登録等の

具体的な候補物件について、第一段階の

基本調査に基づき、具体的な対象文化財

を選定し、調査を実施している。 

（3）建造物詳細調査 

 文化財保護条例による指定・登録等の

具体的な候補物件について、既に実施し

た基本調査結果から選択し、建造物の由

来、規模、構造、形式について個々に調

査を実施している。（２件） 
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国指定・選定等文化財の全国及び京都府内所在件数 
平成24年１月１日現在 

種別 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区分 

美 術 工 芸 品 建造物 記念物 重要無形文化財 
重要民俗 
文 化 財 

重
要
伝
統
的
建
造
物
群
保
存
地
区 

選定保存技術 

重

要

文

化

的

景

観 

絵

画 

彫

刻 

工

芸

品 

書
跡
・
典
籍
・
古
文
書 

考

古

資

料 

歴

史

資

料 

件

数 

棟

数 

特
別
史
跡
・
名
勝
・ 

天 

然 

記 

念 

物 

史

跡

・
名

勝

・ 

天 

然 

記 

念 

物 

 
保持者（保持団体） 

 

有

形 

無 
 

 
 

 
 

 

形 

保持者 保存団体 

芸 能 工芸技術 

件
数 

人 

（団
体
） 

件
数 

人 

（団
体
） 

件
数 

人 件
数 

団
体 

京 
 

都 
 

府 

国宝 

 
43 

 

37 15 80 3 0 （48） （60） 

14 132 

3 3 10 11 5 10 7 19 19 7 7 1 

 
重文 

 

 
476 

 

 
416 

 

 
181 

 

 
728 

 

 
27 

 

 
19 

 

 
291 

 

 
602 

 

登録   
 

1 
 

  
 

1 
 

 
347 

 

 1 

全 
 

 
 

 

国 

国宝 

 
158 

 

 
126 

 

 
252 

 

 
283 

 

 
44 

 

 
3 
 

 
（216） 

 

 
（264） 

 
162 2,905 

57 69 57 73 210 266 93 46 52 29 31 29 重文 
 

1,974 
 

 
2,654 

 

 
2,428 

 

 
2,621 

 

 
586 

 

 
167 

 

 
2,386 

 

 
4,469 

 

登録   
 

3 
 

 
1 
 

 
2 
 

 
5 
 

 
8,129 

 

 53 

（注）建造物には国宝と重要文化財の両者で１件とするものがあるので重要文化財の数には国宝を含めた。 
また、記念物の特別史跡などの数は、史跡などの数の内数である。 

 
 
 
 

京都府指定・登録文化財、文化財環境保全地区、選定保存技術及び文化的景観 
平成24年４月１日現在 

種別 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区分 

美 術 工 芸 品 建造物 
無形 
文化財 

民俗文化財 史跡名勝天然記念物 
文

化

財

環

境

保

全

地

区

（
決

定

） 

選

定

保

存

技

術

（
選

定

） 

文

化

的

景

観

（
選

定

） 

合 
 

 
 

 
 

計 

絵

画 
彫

刻 

工

芸

品 

書

跡

・

典

籍 

古

文

書 

考

古

資

料 

歴

史

資

料 

計 

件

数 

棟

 

（

基

）

 

数 

 

有

形 

無

形 

計 

史

跡 

名

勝 

天

然

記

念

物 

計 

 
指定 

 

 
55 

 

 
46 

 

 
40 

 

 
14 

 

 
37 

 

 
21 

 

 
13 

 

 
226 

 

 
104 

 

 
300 

 

 
11 

 

 
1 
 

 
18 

 

 
19 

 

 
22 

 

 
17 

 

 
15 

 

 
54 

 

 
－ 

 

 
－ 

 

 
－ 

 

指定414 

登録209 

決定 68 

選定 11 
 

 
登録 

 

 
8 
 

 
8 
 

 
9 
 

 
1 
 

 
8 
 

 
1 
 

 
2 
 

 
37 

 

 
83 

 

 
140 

 

 
 

12 
 

 
70 

 

 
82 

 

 
 

1 
 

 
6 
 

 
7 
 

 
－ 

 

 
－ 

 

 
－ 

 

 
計 
 

 
63 

 

 
54 

 

 
49 

 

 
15 

 

 
45 

 

 
22 

 

 
15 

 

 
263 

 

 
187 

 

 
440 

 

 
11 

 

 
13 

 

 
88 

 

 
101 

 

 
22 

 

 
18 

 

 
21 

 

 
61 

 

 
68 

 

 
2 
 

 
9 
 

 
702 
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平成23年度府指定・登録文化財一覧 

区  分 区別 名   称 員数 所在地 所有者 

建   造   物 

指定 吉田
よ し だ

神社本
じんじゃほん

殿
でん

他 ９棟 左 京 区 吉田神社 

登録 桂
けい

林寺
り ん じ

本堂他 

附 銘札１枚 
３棟 舞 鶴 市 桂林寺 

小計 ２件（指定１、登録１） 

美

術

工

芸

品 

絵     画 指定 
紙本
し ほん

墨絵
ぼ くが

西湖図
せ い こ ず

 

如寄
に ょき

筆 
１幅 福 知 山 市  天

てん

寧寺
ね い じ

 
（京都国立博物館寄託） 

彫 刻 指定 
木造
もくぞう

菩薩
ぼ さ つ

立像
りゅうぞう

 

（伝聖
しょう

観音
かんのん

像） 
１躯 亀 岡 市 無量寺

むりょうじ

 
（京都国立博物館寄託） 

古 文 書 指定 狛
こま

文書
もんじょ

 25点 木 津 川 市 個人 

歴 史 資 料 登録 北丹後
きたたんご

地震
じ し ん

写真
しゃしん

ガラス乾板
かんぱん

 42点  京都府 
（山城郷土資料館保管） 

 小計 ４件（指定３、登録１）  

天 然 記 念 物 
登録  寂

じゃく

照院
しょういん

のモウソウチク林 － 長 岡 京 市 寂照院 

小計 １件（登録１） 

文 化 的 景 観 
選定 

京丹後市久美浜湾沿岸の商家建築

群と街なみ景観 
－ 京 丹 後 市 - 

小計 １件（選定１） 

合計 ８件（指定４件、登録３件、選定１件）  

 

（4）美術工芸品詳細調査 

 既に実施した基本調査結果の中から候

補物件を選択し、（3）の建造物詳細調査

と同様の趣旨により、具体的に調査を実 

施している。 

 過去５年間の調査件数は、下表のとお

りである。 

 

美術工芸品詳細調査           （単位：件） 

年 度 絵 画 彫 刻 工芸品 書 跡 古文書 考古資料 歴史資料 計 

平成19 2 2 1 3 1 － 1 10 

20 2 2 2 1 2 1 － 10 

21 2 1 1 － 1 1 1 7 

22 2 2 1 － 1 － 1 7 

23 2 2 1 － 1 － 2 8 
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第３節 埋蔵文化財の調査 

 京都府においては、工事に先行する埋蔵文

化財の発掘調査が、緊急かつ重要な課題とな 

っている。ここ５年間の開発に伴う埋蔵文化

財発掘調査の推移は次のとおりである。 

 
 

 （単位：件） 
地域 

年 乙 訓 山 城 南 丹 中 丹 丹 後 京都市 計 

19 77 29 12 6 9 123 256 

20 56 20 24 6 7 175 288 

21 45 25  7 6 4 119 206 

22 43 23  7 4 8 120 205 

23 38 25 5 2 2 129 201 

 

京都府教育委員会及び公益財団法人京都府埋

蔵文化財調査研究センターが実施した平成23年

度の発掘調査は下表のとおりである。 

（京都府教育委員会） 

所 在 地 遺 跡 名 称 遺跡の種類 関連工事名 

木 津 川 市 恭仁宮跡 都城跡 範囲内容確認 

南  丹  市 野条遺跡 集落跡 府営ほ場整備 

 

（公益財団法人京都府埋蔵文化財調査研究センター） 

所 在 地 遺 跡 名 称 遺跡の種類 関連工事名 

京 丹 波 町 三ノ宮東城跡 山城跡 丹波綾部道路新設 

南 丹 市 野条遺跡 集落跡 府営ほ場整備 

京 都 市 

植物園北遺跡 集落跡 施設新設 

長岡京跡 都城跡 施設新設 

清水寺境内 寺院跡 国宝建造物保存修理 

長 岡 京 市 

長岡京跡 都城跡 第二外環状道路新設 

長岡京跡・開田遺跡･開田古
墳群 

都城跡・集落跡･古墳 府道拡幅 

大 山 崎 町 

山崎津跡 港跡 緊急河川敷道路新設 

長岡京跡・松田遺跡 都城跡・集落跡 第二外環状道路新設 

長岡京跡・松田遺跡 都城跡・集落跡 府道新設 

八 幡 市 

美濃山廃寺・美濃山廃寺下層遺跡 寺院跡・集落跡･窯跡 府道新設 

美濃山廃寺・美濃山廃寺下層遺跡 寺院跡・集落跡･窯跡 新名神道路新設 

美濃山廃寺・美濃山廃寺下層遺跡 寺院跡・集落跡 盛土造成工事 

木津川河床遺跡 集落跡 河川改修 

京 田 辺 市 

門田遺跡 集落跡 新名神道路新設 

松井横穴群･向山遺跡 横穴･集落跡 新名神道路新設 

向谷遺跡 集落跡 新名神道路新設 

西村遺跡 集落跡 新名神道路新設 

興戸遺跡 集落跡 施設新設 

城 陽 市 水主神社東遺跡 集落跡 新名神道路新設 

精 華 町 椋ノ木遺跡 集落跡･古墳 施設新設 

木 津 川 市 椿井遺跡･松尾古墳群 集落跡・古墳 農道新設 
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第４節 文化財の保存管理 

１ 国指定文化財の保存管理 

文化財の適切な保存管理のために、国指定

文化財の修理、防災施設の整備、収蔵庫の建

設、史跡等の土地の買い上げによる公有地化

の促進や整備、また市町村が緊急発掘調査を

実施する場合、京都府から各事業主体に予算

の範囲内で補助金を交付している。このほか、

国指定の文化財や史跡名勝の日常的な維持管

理に万全を期すため、自動火災報知設備など

の防災設備の保守点検や建造物の小修理、名

勝等庭園の荒廃防止、民家の環境整備、美術

工芸品の燻蒸
くんじょう

・殺虫などを所有者が実施する

場合、または指定あるいは選定された無形文

化財、無形の民俗文化財に関する後継者育成

等にも補助金を交付している。 

平成23年度に実施した文化財保存整備事業

は次のとおりである。 

○建造物保存修理……清水寺子安塔（京都

市）、萬福寺松隠堂庫裏（宇治市）など17

件 

○建造物防災施設……清流亭（京都市）、

竜光院（京都市） 

○建造物環境保全……正傳寺（京都市） 

○緊急防災施設耐震改修……妙心寺（京都

市）、知恩院(京都市) 

○美術工芸品保存修理……妙心寺大燈国師

墨跡（京都市）など36件 

○美術工芸品保存活用整備事業……神童寺

(木津川市)１件 

○記念物保存修理……（特史・特名）醍醐寺

三宝院庭園（京都市）、（史）教王護国寺境

内（京都市）など17件 

○史跡等買上……（史）樫原廃寺跡、（史）長

岡宮跡など14件（７市） 

○埋蔵文化財発掘調査……長岡京跡など17

件（14市３町） 

○文化的景観保護推進……宇治市、宮津市、

京都市、亀岡市 ４件 

○無形文化財……京都能楽養成会など２件 

○民俗文化財保存修理……祇園祭山鉾のう

ち、北観音山、占出山２件 

○民俗文化財伝承活用等……近畿･東海･北

陸ブロック民族芸能大会１件 

○民族文化財防災施設……船鉾収蔵庫１件 

○重要伝統的建造物群保存地区保存修理事

業……美山町北地区（南丹市）など３件 

 また、国指定文化財維持管理補助事業は次

のとおりである。 

○防災設備保守点検……南禅寺（京都市）、

平等院（宇治市）など185件 

○建造物小修理……峰定寺（京都市）、杉

本家住宅（京都市）など10件 

○名勝庭園の荒廃防止及び民家の環境保全

……成就院など32件 

その他、京都府内に69名の文化財保護指導

委員を委嘱し、文化財の巡視を行い、所有者

をはじめ文化財関係者に対し、文化財保護に

関する指導、助言をするとともに、地域住民

にも文化財保護意識の高揚を図り、文化財の

保存管理に努めている。 

 

２ 府指定・登録等文化財の保存管理 

 京都府文化財保護条例（昭和56年府条例第

27号）に基づき、府の文化財として指定・登

録等された文化財の所有者などが、文化財の

適切な保存を図るために実施する事業に対

し、その経費の一部を補助している。平成23  

年度は次の文化財保存事業に対して補助を行

った。 

(1）京都府指定・登録文化財等保存修理補助 

事業 

○建造物保存修理……妙顕寺本堂（京都市）

など６件 

○建造物防災施設……真正極楽寺（京都市）

など２件 

○美術工芸品保存修理……宗雲寺玄圃霊三

関係資料（京丹後市）など３件 

○美術工芸品防災施設……満願寺木造十一

面観音坐像（舞鶴市） 

 (2）京都府指定・登録文化財等維持管理費補 

助事業 

○防災施設保守点検等……桂春院（京都

市）、鹿嶋神社（南丹市）など53件 

○建造物等小修理……小林家住宅（木津川

市）など３件 

○庭園の荒廃防止、民家の環境保全及び史

跡等記念物又は文化財環境保全地区の環
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境維持……楊谷寺（長岡京市）など28件 

 また、以上の事業に加えて、京都府文化財

保護指導委員による文化財の巡視を行い、そ

の保存管理に努めている。 

 

第５節 文化財の普及・啓発 

 京都府の歴史や文化を考える上で欠くこと

のできない資料である府内の文化財は、豊富

で質が高く、文化の向上と発展の基礎をなす

ものであり、現在に受け継がれている各地域

の文化財を大切に保護するとともに、府民生

活の文化的向上に役立てるよう活用を図る必

要がある。 

 そのためには、地域住民が地域に残された

文化財を保護しなければならないという意識

をもつことが大切である。府教育委員会では、

地域住民の意識の高揚を図るため、いろいろ

な普及啓発事業を行っている。 

 (1）守り育てようみんなの文化財展 

広く府民の間に文化財保護の心を育

て、府内の文化財の保護と活用を図ると

ともに、生涯教育の一環としてその振興

を図る目的で、京都府が指定・登録など

を行った文化財（平成23年３月25日付け）

について写真及び説明パネルによって紹

介する展覧会を京都府庁展示ロビーを皮

切りに、丹後・山城郷土資料館で順次開

催した。 

 (2）京都府文化財保護推進会議 

 文化財の保護及び活用などに関し、文

化財所有者（管理者）の理解を深めると

ともに、日常管理等における諸問題の解

決を図るため、府内の国指定文化財、府

指定・登録文化財所有者（管理者）及び

その他関係者を対象に昭和47年度から実

施している。 

 (3）ポスター・ステッカーの作成配布 

 昭和45年度から実施。毎年文化財保護

強調週間用ポスター２種類、文化財防火

用ステッカーを近畿６府県共同で作成

し、所有者（管理者）及び行政機関、学

校などに配布している。 

 (4）文化財保護普及啓発冊子の発行 

 昭和57年４月に施行した京都府文化財

保護条例に基づき指定・登録等を行った

文化財を紹介する冊子を作成し、所有者

及び関係行政機関、学校などに配布して

いる。 

 (5）銃砲刀剣類の登録 

 銃砲刀剣類所持等取締法第14条の規定

により、美術品若しくは骨とう品として

価値のある古式銃砲又は刀剣類の登録に

ついては、登録申請を受けて、登録審査

委員が審査の上、登録証を交付している。 

 この結果、平成24年１月末までに京都

府に登録された銃砲刀剣類の総数は

57,294件に達した。 

 なお、登録審査会は、毎年京都市内で

４回、北部地域で１回開催している。 

 登録手数料は新規の場合、１件につき

6,300円、再交付は１件につき3,500円で

ある。 

 (6）建造物保存修理現場の公開 

 文化財建造物と建造物保存修理事業へ

の理解を深めるため、建造物保存修理現

場の公開事業を行った。平成23年度は、

所有者からの委託を受けて京都府教育委

員会が進めている国指定文化財建造物の

保存修理現場のうち、清水寺朝倉堂・賀

茂別雷神社直会所･建仁寺方丈･小川家住

宅･教王護国寺東大門で公開事業を行い、

延べ4,259名の参加があった。 

 

第６節 京都府立郷土資料館 

 郷土についての歴史、考古、民俗資料等の

保存と活用を図り、府民の文化的向上に資す

ることを目的として、昭和45年６月、宮津市

の史跡丹後国分寺跡に、展示室をはじめ収蔵

庫、管理関係諸室を配置した丹後郷土資料館

を建設した。さらに昭和57年６月には、相楽

郡山城町（現木津川市）に、展示室、収蔵庫、

研究室のほか、木器や鉄器を保存処理する保

存科学室や燻蒸室などを配した山城郷土資料

館を設置した。 

 平成７年３月には、代表的な丹後型かやぶ

き民家である旧永島家住宅（府指定文化財）

を丹後郷土資料館敷地内に復元整備し、展示、

体験学習などに活用している。平成16年４月

からは、更に親しまれる歴史体験学習館を目

指して、「ふるさとミュージアム丹後」「ふる
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さとミュージアム山城」という愛称を使用し

ている。 

 また、両資料館では、地域のボランティア

や友の会の協力を得て、児童・生徒や保護者

がともに昔の暮らしや歴史を体験する「ふる

さとミュージアムジュニアクラブ」や「こど

も体験教室」に取り組むとともに、資料館の

文化財を活用した出前授業・講座も実施して

いる。 

(1）業務概要 

ア 文化活動の推進 

○地域の伝統、文化の特質を明らかに

し、将来の展望を方向づけ、地域文

化の発展に役立てる。 

○地域内の文化的連携に寄与し、文化

活動を積極的に援助し、振興を図る。 

○文化財、文化資料の収集、保存、調

査、研究を進める。 

イ 文化財、文化資料の展示 

○普通展示 

地元・館所蔵の文化資料を展示する。 

日本の歴史並びに京都府の歴史を資

料により体験的に理解するのに役立

つ展示を行う。 

○特別展示 

普通展示とは別に貴重な文化財、文

化資料を体系的に展示する。 

地域文化を他地域と関連させて展示

する。 

平成19年度～平成23年度の展示事業

は次のページのとおりである。 

ウ 貸室 

○展示室の利用 

展覧会催しのための使用に供する。 

○研修室の利用 

学習、文化活動のための利用に供す

る。 

(2）展示観覧料 

ア 普通展示の場合 

一般１人200円 団体１人150円 

小・中学生１人50円 団体１人40円 

イ 特別展示の場合 

一般１人250円 団体１人200円 

小・中学生１人70円 団体１人50円

※ア・イとも団体は20人以上、65歳

以上の方、障害者の方（要公的証明、

介護者を含む）、小・中学校の学校

教育活動の場合は無料 

また、府内在住で｢きょうと子育て応

援パスポート｣を提示した小学生以

下の子どもを同伴された親または祖

父母の方1名分の観覧料は無料 

(3）休館日 

・毎週月曜日（月曜日が休日に当たると

きは、その日以後において、その日に

最も近い休日でない日） 

・年末年始（12月28日～１月４日） 

(4）開館時間 

午前９時～午後４時30分 
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郷土資料館の展示事業（平成19年度～平成23年度） 

  常設テーマ 企画テーマ 特別展テーマ 

山 
 

城 
 

郷 
 

土 
 

資 
 

料 
 

館 

19 南山城の歴史と文化 

木津川の歴史と風景－木津川市発足記念－ 
それからの久津川古墳群 

京都発掘だより2007 
くらしの道具今昔 
第９回守り育てようみんなの文化財展 

南山城の俳諧 
－芭蕉・蕪村・樗良－ 

20 南山城の歴史と文化 

中世文書の世界 

やきものの歴史－縄文時代から江戸時代－ 
京都発掘だより2008 
くらしの道具今昔 

速報企画展 謎の寺院 神雄寺－馬場南遺跡－ 
第10回守り育てようみんなの文化財展 

保存科学と考古学 

21 南山城の歴史と文化 

大倉笠山－南山城の文人画家－ 

やがて波知須の花となる－収蔵瓦の紹介－ 
京都発掘だより2009 
くらしの道具今昔 
第11回守り育てようみんなの文化財展 

甘柿・干し柿・柿渋 
－南山城の柿栽培と柿渋文化－ 

22 南山城の歴史と文化 

万葉集と“やましろ”－その景観と歌木簡－  
塔に誘われて－浄瑠璃寺三重塔・海住山寺五重塔・岩船寺三重塔－ 
京都 こころの百景 巡回展  

くらしの道具今昔 
第12回守り育てようみんなの文化財展  

平城の北・恭仁宮 
－木津川流域の奈良時代－ 

23 南山城の歴史と文化 

木津川の春-祈りの春- 
中世やきもの風土記 
京都発掘だより2011 
暮らしの道具 いまむかし 
第13回守り育てようみんなの文化財展 

木津川ものがたり 
-木津川が生み、育てた文化- 

丹 
 

後 
 

郷 
 

土 
 

資 
 

料 
 

館 

19 丹後の歴史と文化 

木のこまいぬと石のこまいぬ－丹後の社寺の守り神－ 

写真と絵はがきにみる天橋立今昔 
われら“現”住民－パプアニューギニアの人と自然－ 

第９回守り育てようみんなの文化財展・京の職人さん展 
ふるさとミュージアムコレクションⅣ－大庄屋と村々の暮らし－ 
郷土の歴史家・中嶋利雄の見た丹後－石造物編－ 

王墓の考古学 
－丹後の弥生王権成立の謎を 
 解く－ 

20 丹後の歴史と文化 

丹後の人・もの・暮らし－描いて伝えること－ 

小学生のための昔のくらしと道具 
天橋立を望む－丹後府中を掘る 
特別公開「重要文化財 湯舟坂２号墳出土金銅装環頭大刀」 

智恩寺の棟札（第10回守り育てようみんなの文化財展） 
旧水産講習所明治時代の水産絵図（ふるさとミュージアム
コレクションＶ） 

丹後丹波の薬師信仰－麻呂子 
皇子鬼退治伝説の源流を求め 
て－ 

21 丹後の歴史と文化 

特別公開「丹後国一宮 籠神社の至宝」展 

丹後・若狭の土器製塩 
世阿弥の時代－義満をめぐる芸能と丹後－ 
特別公開「重要文化財 大田南５号墳出土 青龍三年銘 

四神鏡」 
第11回守り育てようみんなの文化財展と「京の職人さん」展 
ふるさとの考古学者－釋・坪倉両先生の収集品から－ 
（ふるさとミュージアムコレクションⅥ） 

丹後の民具・総まくり 

22 丹後の歴史と文化 

丹後・織りの世界－藤・麻・木綿・絹－  
国分寺再興－中世丹後国分寺と律宗寺院－  

特別公開「重要文化財 大風呂南１号墓出土 ガラス釧・ 
銅釧」「与謝蕪村筆 田楽茶屋図屏風」 
第12回守り育てようみんなの文化財展と「京の職人さん」展 
見せます丹後のお宝（ふるさとミュージアムコレクションⅦ） 

大丹波展－豪族たちの栄華－ 

23 丹後の歴史と文化 

宝蔵山古墳と成山古墳-由良川水系の前期古墳- 
特別公開｢重要文化財 湯舟坂２号墳出土｢金銅装環頭大刀･銅
鋺･須恵器｣ 
蕪村、丹後に遊ぶ-三とせあまり、画に俳に- 
第13回守り育てようみんなの文化財展 
見せます丹後のお宝-丹後の暮らしと柿渋- 
（ふるさとミュージアムコレクションⅧ） 

美の風景-天橋立と名所屏風の
世界- 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「京都府教育振興プラン 

 

～つながり、創る、京の知恵～」 
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京都府教育振興プラン～つながり、創る、京の知恵～ 

 

 

 京都府教育委員会では、平成13年に「『京の子ども、夢・未来』プラン21」を策定し、「子ども

のための京都式少人数教育」や「親のための応援塾」など、国の動きに先んじて多くの教育改革

に取り組んでまいりました。 

 しかし、プランの策定から約10年を経て、教育基本法の改正や社会・経済状況の変化など、子

どもたちを取り巻く環境は大きく様変わりしています。 

このような状況を踏まえ、京都府教育委員会では、京都の未来を創造する人づくりに向けて、

京都府の教育の基本理念や今後推進すべき施策の方向性をお示しする新たな計画が必要であると

考えました。 

平成23年１月に策定した京都府の教育振興基本計画「京都府教育振興プラン～つながり、創る、

京の知恵～｣は、有識者による検討会議のほか、府民意見交換会「みんなで語ろう！子どもの夢・

未来ミーティング」や「みんなで創ろう！これからの京都の教育」、パブリック・コメントなど、

様々な形で多くの府民の皆様のお声をいただいてまとめたものです。 

歴史と伝統にはぐくまれたふるさと京都の知恵を結集した「京都府ならではの教育」を進める

ことにより、その知恵を継承し（「知恵がつながる」）、さらに発展させる（「知恵を創る」）こと

が出来る人づくりを目指すこのプランについて、府民の皆様のご協力をお願いします。 

 

１ プランの位置付け 

○教育基本法第17条第２項において地方公共団体が定めるよう努めることとされている教育振

興基本計画であり、歴史と伝統にはぐくまれたふるさと京都が持つ様々な力を活かした「京

都府ならではの教育｣を進めていく指針となるもの 

○これからの新しい京都づくりの羅針盤（府政運営の基本）として平成22年12月に策定された

「明日の京都｣の分野別計画でもあり、目指す将来の京都府社会の実現に資する｢人づくり｣

を担うもの 

 

２ プランの期間 

 平成23年度から平成32年度までの10年間 

重点目標と主要な施策の方向性については、概ね今後５年間で取り組む事項としており、

５年程度で計画の中間見直しを行う予定 

 

３ プランの主な構成 

 ○今後10年間を通じた「京都府の教育の基本理念」（第３章） 

＊「目指す人間像」 

・歴史と伝統にはぐくまれた京都の知恵をつなぎ、自然、人、社会とつながる人 

・積み重ねられた知恵を活用し、新しい価値を創り出して世界に発信する人

＊人づくりの基本となる３つの「はぐくみたい力」 

・展望する力 

・つながる力 

・挑戦する力 
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＊はぐくみたい力を引き出し伸ばすための「包み込まれているという感覚」 

 

 ○様々な取組を推進していく上で常に持っておくべき３つの「施策推進の視点」（第４章） 

・社会総がかりで取り組む教育 

・幼児期から成人までを見通した教育 

・京都の力を活かした教育 

 

 ○基本理念を実現するための10の「重点目標」と38の「主要な施策の方向性」（第５章） 

＊１ 京都の未来を創造する人づくりに向けた教育の推進 

重点目標１ 質の高い学力をはぐくむ 

重点目標２ 規範意識や人を思いやり尊重する心など、豊かな人間性をはぐくむ 

重点目標３ たくましく健やかな身体をはぐくむ 

重点目標４ 一人一人を大切にし、個性や能力を最大限に伸ばす 

重点目標５ 社会の変化に対応し、よりよい社会の構築に貢献できる力をはぐくむ 

＊２ 京都の力を活かして一人一人の学びを支える教育環境づくり 

重点目標６ 学校の教育力の向上を図る 

重点目標７ 安心・安全で充実した教育の環境を整備する 

重点目標８ すべての教育の出発点である家庭教育を支援する 

重点目標９ 地域社会の力を活かして子どもをはぐくむ環境をつくる 

重点目標10 生涯学習社会の実現に向けて学習環境を充実させる 

 

４ プランの特徴 

○ 他府県には見られない府の特性を踏まえ、歴史と伝統にはぐくまれた京都の「知恵」を継

承し（つなぎ）、発展させる（創る）人を「目指す人間像」としたこと 

○ これまで「生きる力」や「知徳体」として表現されていた概念を、３つの「はぐくみたい

力」（「展望する力」「つながる力」「挑戦する力」）として、より具体的にあらわしたこと 

○子どもの意欲を引き出し高めるためには、子どもが周囲からの温かくも厳しい愛情や信頼、

期待などに「包み込まれているという感覚」が大切としたこと 

○ 取組を推進する上で常に持っておくべき視点のひとつとして、地域のつながりや人材、自

然、伝統や文化など、ふるさと京都が持つ様々な力を活かした京都府ならではの教育を進め

ることが大切としたこと 

 

 京都府教育委員会では、こうした「京都府ならではの教育」を通じて、子どもから大人まです

べての人々が生涯にわたって力強く歩み続けることができる人づくりを進めていきたいと考えて

います。 

 また、プランには、「施策推進の視点」のひとつとして「社会総がかりで取り組む教育」を掲

げています。学校はもとより家庭・地域社会・行政が、プランの理念を共有し、その実現に向け

て一丸となって取り組んでいけるよう、教育関係者・団体にお知らせしていくほか、保護者や地

域の方々など広く府民の皆様の御理解をいただくための工夫を重ねていきます。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成24年度 学校教育の重点 
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「学校教育の重点」の策定について 

 

 京都府教育委員会では、平成23年１月に京都府の教育の基本理念や今後推進すべき施策の方向

性を示した「京都府教育振興プラン～つながり、創る、京の知恵～」（以下、「プラン」）を策

定した。 

  本「プラン」では、平成32年度までの10年間を計画の期間としており、概ね５年間で取り組む

事項として10の「重点目標」と38の「主要な施策の方向性」を掲げているところである。 

  「プラン」策定から１年が経過した今年度を「プラン」を本格的に展開していく年であると捉

え、より一層具体的な取組を進めるために、平成24年度に重点的に取り組むべき事項を示すもの

として、「平成24年度学校教育の重点」（以下、「重点」）を策定する。 

  今年度は、新しい学習指導要領が中学校においても全面実施となる年度であり、各学校におい

ては、その適切な実施を図るとともに、この「重点」を踏まえつつ、一人一人を大切にした教育

を一層推進し、校種間の緊密な連携及び、家庭・地域社会・関係諸機関等との連携を図るなど、

社会総がかりの取組を進める。 

 また、子どもたちが京都に育つことに誇りをもち、自信と意欲をもって明日の京都づくりに踏

み出せるよう、府内各地の自然・歴史・文化・産業や人材など、ふるさと京都が持つ様々な力を

活かした「京都府ならではの教育」を推進する。 

 

 

■ 重点目標１ 質の高い学力をはぐくむ 

①「京都府学力診断テスト」、「府立高校実力テスト」などを活用した個に応じた指導の充実及び

授業改善 

②「中１振り返り集中学習（ふりスタ）」などを活用した振り返ったりする学習活動や体験的な学

習など、基礎・基本の徹底、知識・技能を活用する学習活動の充実 

③「算数ナビつーる」、「京都府立図書館学校支援セット」など、学習支援教材の活用 

④家庭と連携した、学習習慣の定着に向けた取組の充実 

⑤「ことばの力」をはぐくみ、言語活動の充実を図る取組を各教科・領域の年間指導計画に位置

付け、思考力・判断力・表現力等を育成 

⑥研究者や社会人の専門性を活かした授業の実施 

 

■ 重点目標２ 規範意識や人を思いやり尊重する心など、豊かな人間性をはぐくむ 

①道徳教育の推進体制の整備及び全体計画や年間指導計画、指導方法の工夫改善 

②「京の子ども 明日へのとびら」をはじめ効果的な資料の活用や体験活動を活かした多様な指

導による心の教育の充実 

③学級活動・ＨＲ活動や道徳の時間での指導、非行防止教室などの活用及び家庭との連携による

規範意識の醸成 

④「ＫＹＯ発見 仕事・文化体験活動」「高校生伝統文化事業」などの事業を活用し、京都の伝

統や文化を学ぶ機会の充実 

⑤「第26回国民文化祭・京都2011」の取組などの成果を活かした伝統文化、芸術文化活動の充実 

 

■ 重点目標３ たくましく健やかな身体をはぐくむ 

①小学校体育授業での「京の子ども元気なからだスタンダード」の活用と各校の実態に応じた子
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どもの体力・運動能力の向上に係る取組の推進 

②地域の指導者の活用などによる体育及び運動部活動の充実 

③スポーツに関して優れた資質を持つ子どもたちの発掘・育成と一貫した指導システムによる競

技力の向上 

④学校保健委員会の充実及び活性化 

⑤教職員の共通理解のもと、食に関する指導計画に基づく教科横断的な指導の充実 

 

■ 重点目標４ 一人一人を大切にし、個性や能力を最大限に伸ばす 

①地域の自然、人材、組織、機関などの資源の積極的な活用 

②へき地、小規模校及び複式形態の特性を活かした教育活動の推進 

③府作成の人権関係資料を活用するなど人権教育を推進していくための認識の深化と指導力の向

上 

④校内委員会や特別支援教育コーディネーター等の校内組織を充実し、各特別支援学校の地域支

援センターなどを活用して、発達障害等を含む特別な支援を必要とする子どもを支援 

⑤「もうすぐ１年生」体験入学推進事業を活用するなど、幼児期の教育と小学校教育との円滑な

接続 

⑥キャリア教育を年間指導計画に位置付けての積極的な推進 

⑦「京都府子どもの読書活動推進計画（第二次推進計画）」を踏まえ、家庭、地域の人材、公共

図書館などと協力した読書活動の取組を具体化 

 

■ 重点目標５ 社会の変化に対応し、よりよい社会の構築に貢献できる力をはぐくむ 

①高校生による小・中学生対象の「環境出前講座」を行うなど、校種間や家庭、地域社会、関係

諸機関と連携した環境教育の推進 

②情報通信ネットワークやコンピュータなどの情報手段を活用する能力の育成及び情報に関する

ルール・マナーの徹底 

③交流体験などによる異文化を理解・尊重する資質や能力の育成 

④京都にある最先端の資源（人的・物的）を活用した将来のスペシャリストの積極的な育成 

⑤ボランティア活動や集団活動などを通じた社会に貢献する心やリーダーシップの育成 

⑥社会や経済の仕組みを理解し、積極的に社会とかかわる資質と能力を有する人材の育成 

 

■ 重点目標６ 学校の教育力の向上を図る 

①「子どものための京都式少人数教育」や弾力的な講座編成を活かした、児童生徒一人一人に応

じたきめ細かな学習指導方法の工夫改善 

②｢スクールカウンセラー｣、｢心の居場所サポーター｣などと連携した教育相談の充実 

③いじめ・暴力行為・不登校の未然防止や早期発見・早期対応 

④「スクールサポーター」の積極的活用や生徒指導体制の充実 

⑤教員相互の連携・協働を進める方法を工夫し、教員が一人一人の子どもに向き合う時間の一層

の確保 

⑥児童生徒の実態把握と分析を進め、課題の解決に向けた校内研修の充実 

⑦体験入学や交流活動など、校種を越えた取組の推進 

⑧学校から家庭や地域社会への積極的な情報発信及び学校関係者評価の充実 

⑨保護者や地域住民の参画による学校運営の充実に向けた取組の推進 
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■ 重点目標７ 安心・安全で充実した教育の環境を整備する 

①「いのちを守る『知恵』をはぐくむために ～学校における安全教育の手引～ 東日本大震災

の教訓を踏まえて」を活用し、危機対応能力（自らの命を守る、自らの安全を確保する能力）

を育成するための安全教育の計画的な実施 

②「学校防災計画」を踏まえた「危険等発生時対処要領」の検証 

③ユニバーサルデザインの考え方を踏まえた、安心・安全で学習できる教育環境づくりの推進 

④学校図書館の教育的機能の充実と積極的な活用 

⑤家庭の経済的な理由で子どもの学習機会がそこなわれることのないよう、就・修学制度の周知・

徹底 

 

■ 重点目標８ すべての教育の出発点である家庭教育を支援する 

①子どもの生活習慣の確立や豊かな心の育成のための親の学習活動への理解と協力 

②就学前の子どもを持つ親の学校理解を深め、信頼関係を築く「親のための応援塾」の充実に向

けたＰＴＡとの協力体制の確立 

③児童虐待を防止するための、「児童虐待早期発見のための気付きチェックリスト」の活用や関

係機関との連携についての教職員研修の充実 

 

■ 重点目標９ 地域社会の力を活かして子どもをはぐくむ環境をつくる 

①地域の人材を活かした体験活動や学習活動を、障害のある子どもも一緒に行う「京のまなび教

室」への理解と協力 

②「学校支援地域本部」など学校における学習活動、安全確保、環境整備等で活躍する地域ボラ

ンティアとの連携協力 

③子どもの読書に対する興味や関心を高めるための、ホームページ「京の読書ワールド」の活用

や地域の読書ボランティアとの連携協力 

④子どもの健全育成に向けた学校・家庭・地域社会・関係諸機関のネットワークの充実 

 

■ 重点目標10 生涯学習社会の実現に向けて学習環境を充実させる 

①府立学校の特色を活かした体験活動の充実 

②子どもから大人まで生涯にわたってスポーツに親しむための学校体育施設の開放や地域スポー 

ツ指導者との連携によるスポーツ指導の充実 

③「京都府スポーツ振興計画」に基づく総合型地域スポーツクラブとの連携推進と府立学校を拠

点とした地域スポーツクラブの創設・育成 
④子どもたちの体験活動・学習活動を充実させるための府立の図書館、少年自然の家、郷土資料
館及び市町（組合）立の社会教育、生涯学習関連施設等の積極的な活用 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成24年度 

 

社会教育を推進するために 
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平成24年度「社会教育を推進するために」の策定について 

 

 

 京都府教育委員会では、新たな時代に対応する、京都府の教育の方向性を示す指針として「京

都府教育振興プラン～つながり、創る、京の知恵～」を平成23年１月に策定し、京都府ならでは

の教育を通じて、子どもから大人までのすべての人々が、生涯にわたって力強く歩み続けること

ができる生涯学習社会を築いていくこととしています。 

 この「京都府教育振興プラン」を踏まえ、自己実現に向けた主体的な学習活動や、社会総がか

りで子どもをはぐくむ教育の推進などを、京都府の社会教育の方向性としてとりまとめ、目標や

年度毎の具体的対応などを社会教育関係者や学校教育関係者等に示すものとして平成24年度「社

会教育を推進するために」を策定しました。 

 ここでは、府の広域的、先導的、モデル的な役割や施策を中心に明記していますが、学校教育

と社会教育の連携の視点を大切にしながら、市町（組合）教育委員会や関係機関・団体との連携・

協力の下に、生涯学習社会の実現に向けた京都府の社会教育の推進に努めます。 

 

 

 

 

 

【目 標】府民が心豊かで充実した生活を営むためには、いつでもどこでも多様な方法で生涯に

わたる学習活動を主体的に行い、その成果を適切に活かすことができる生涯学習社会を実現する

ことが大切です。 

 そのため、地域の特性を活かした多様な学習機会の提供や、指導者の養成を図るとともに、文

化・スポーツ活動に親しむ環境の充実や、国際理解、環境、情報、防災などの現代的課題に関す

る学習活動の支援に努めます。 

 また、府民の生涯にわたる学習機会の充実や地域社会の形成を図る上で重要な役割を担う社会

教育関係団体に対しては、主体的な活動ができるよう、求めに応じて専門的な指導と助言を行う

など、連携・協力に努めます。 

 さらに、府民の意見を踏まえながら、府立の図書館・少年自然の家・郷土資料館などの社会教

育施設の機能の充実を図るとともに、市町村などが所管する生涯学習・社会教育関連施設との積

極的な連携に努めます。 

 

【具体的対応】 

▶  社会教育と学校教育の連携による生涯の各時期に応じた学習機会の充実 

▶  生涯学習・社会教育における指導者の養成と学習の成果を活かす場や機会の充実 

▶  多様な学習ニーズに対応するため、他の行政機関、ＮＰＯなど民間の教育活動も視野に入れ

た生涯学習推進体制の充実 

▶  国際理解、環境問題、情報モラル・リテラシー、男女共同参画の推進、防災などの現代的課

題に関する学習活動の充実 

▶  府民の学習ニーズに対応する視聴覚ライブラリーの整備・充実 

▶  生涯学習の充実に向け重要な役割を担う社会教育関係団体に対する求めに応じた適切な指

導・助言と情報提供 

 

生涯学習の振興 
「京都府教育振興プラン」との主な関連 
▶ 重点目標10 生涯学習社会の実現に向けて学習環境を充実させる 
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▶  府立図書館を中核とした京都府図書館総合目録ネットワークの活用と関係職員の研修の充実 

▶  府立少年自然の家の機能を活かしたボランティア活動や自然体験活動などの充実と活用の促

進 

▶  「第26回国民文化祭・京都2011」の成果を踏まえ、府民啓発と地域の特色を活かした文化活

動の一層の促進 

▶  「文化財保護法」及び「京都府文化財保護条例」の趣旨に沿った文化財の保護及び調査・指

定・登録の推進 

▶  府民の文化財や郷土を愛する心を育てるための府立郷土資料館を中心とした文化財の活用の

推進 

▶  子どもから大人まで生涯にわたってスポーツに親しむための学校体育施設の開放や地域指導

者によるスポーツ指導の充実 

▶  「京都府スポーツ振興計画」に基づく総合型地域スポーツクラブの創設・育成と活動の充実 

  

 

 

 

 

 

【目 標】家庭はすべての教育の出発点であり、基本的な生活習慣、豊かな心や他人に対する思

いやりをはぐくむ上で重要な役割を担っています。また、子どもが「展望する力」・「つながる力」・

「挑戦する力」など様々な力をはぐくみ発揮していくためには、見守られ、信頼され、期待されて

いるなどの「包み込まれているという感覚」を実感できることが大切であり、家庭はその基礎を

築く場としても重要です。 

 それらの家庭の教育力を高めるため、学校、地域社会並びに関係部局と連携しながら、親に対

する学習活動の支援やサポート体制の充実に努めます。 

 

【具体的対応】 

▶  生命を大切にする心、相手を思いやる心など豊かな心をはぐくむ家庭の教育力を高めるため

の学習機会の充実 

▶  子どもの食習慣をはじめとする基本的な生活習慣の確立に向けた取組の推進 

▶  電話教育相談、メール教育相談、来所・巡回教育相談など教育相談事業の充実 

▶  就学前の子どもを持つ親の子育ての悩みや不安をやわらげ、親同士のつながりを促進する「親

のための応援塾」など身近な場での交流や相談活動などサポート体制の充実 

▶  「京都府子どもの読書活動推進計画（第二次推進計画）」を踏まえた、第１回子ども読書本

のしおりコンテストをはじめとする、学校・家庭との連携による読書習慣の確立に向けた取組

の推進 

▶  親の学校教育に関する理解の促進や学校の情報発信の充実など、家庭と学校の連携・協働の

推進 

▶  親のＰＴＡ活動などへの積極的な参加促進とＰＴＡ活動の充実に向けた支援の充実 

▶  子育てにおける悩みや不安にきめ細やかな対応をするための、福祉部局等関係機関やＮＰ

Ｏ・企業の参画による支援体制の構築と、指導者の養成と活動の支援 

 

 

 

家庭の教育力向上 
 

「京都府教育振興プラン」との主な関連 
▶ 重点目標８ すべての教育の出発点である家庭教育を支援する 
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【目 標】地域社会は、地域の人々が互いに思いやり、共に助け合いながらつながりを持つ場で

あるとともに、子どもが身近な人々から、温かくて厳しい愛情や信頼、期待などを実感し、様々

な経験を通して安心や自信、誇りや責任感をはぐくむ大切な場でもあります。 

 そのため、大人の地域社会における学習力や教育力を高め、地域の課題を解決するとともに、

地域の絆を強める取組を推進します。 

また、そうした活動を、学校・家庭と連携しながら、地域全体で子どもを健やかにはぐくむ取

組にも活かせるよう支援に努めます。 

 

【具体的対応】 

▶  地域の人々の絆を強め、地域づくりを進めるための取組の推進 

▶  多様な生涯学習の成果を活かせる場や機会の提供など、地域の教育力向上に向けた取組の推

進 

▶  自然、伝統、文化をはじめとする地域の特色や子どもの発達段階を踏まえた、様々な人々と

の交流によるボランティア活動や自然体験活動などの充実 

▶  読書ボランティア活動を支援するための「京の読書ワールド」を活用した情報発信による子

どもの読書活動の推進 

▶  子どもの健全育成に向けた学校、家庭、地域社会及び関係諸機関、団体とのネットワークの

充実 

▶  地域の教育力を活かした体験活動や学習活動を、障害のある子どもも一緒に行う「京のまな

び教室」の充実 

▶  地域住民のボランティア活動により学習活動、安全確保、環境整備等を支援する「学校支援

地域本部」の充実 

▶  「京のまなび教室」、「学校支援地域本部」などのこれまでの成果を踏まえた、学校と地域

社会の双方に効果が拡がるシステムづくりの推進 

 

 

 

 

 

 

【目 標】 人権という普遍的文化の構築を目標とした「新京都府人権教育・啓発推進計画」を踏

まえ、自己実現とすべての人の尊厳と人権が尊重される共生社会の実現に向けた取組を推進しま

す。そのため、生涯にわたり、あらゆる場や機会を通じて、人権尊重の理念や、同和問題など様々

な人権問題についての正しい理解と認識を深めるとともに、実践につながる自発的な学習活動の

促進に努めます。 

 

【具体的対応】 

▶  生涯学習の視点に立って、生命の尊さ、個性の尊重、他人との共生など人権尊重の理念とい

った普遍的な視点や、同和問題、女性、子ども、高齢者、障害のある人、外国人、患者等など

 

地域社会の教育力向上 
 

｢京都府教育振興プラン」との主な関連 
▶ 重点目標９ 地域社会の力を活かして子どもをはぐくむ環境をつくる 

 

人権教育の推進 
 

｢京都府教育振興プラン」との主な関連 
▶ 重点目標４  一人一人を大切にし、個性や能力を最大限に伸ばす 
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といった個別的な視点の、２つの視点からのアプローチによる学習機会の充実 

▶  学校、家庭、地域社会、職域など身近な生活の場における、あらゆる人権問題の解決に向け

た学習活動の促進と、人権尊重を日常生活の習慣として身に付け実践できる態度をはぐくむこ

とができる取組の推進 

▶  聴覚障害者並びに視覚障害者社会教育指導者等研修会を通した障害のある人の自立と社会参

加の促進や、女性、高齢者などそれぞれの立場の人々の自己実現に向けた学習活動の支援 

▶  様々な人々との交流による人権尊重の心を培う機会としての、青少年を対象とするボランテ

ィア活動や自然体験活動など、多様な体験活動の一層の充実 

▶  地域の実情を踏まえた学習教材の充実と、参加型学習を中心とする「人権学習資料（社会教

育編）」等の効果的な活用など学習内容や方法の工夫改善 

▶  視聴覚資料と参加型学習を組み合わせた学習プログラムの開発及び提供 

▶  あらゆる人権問題の解決に向けた学習活動の活性化を図るための、社会教育関係職員及び社

会教育関係団体指導者の資質の向上に向けた研修の充実 

▶  「新京都府人権教育・啓発推進計画に関する府民調査（平成23年）」の結果を踏まえた研修

内容の検討 

▶  府内各地域での学習活動を効果的に推進するための、学校、家庭、地域社会及び関係諸機関、

団体などと連携した総合的な取組の促進 

▶  府民の学習ニーズに対応する視聴覚ライブラリーの整備・充実 
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 項    目 

１ 

(項目)｢京都府教育振興プラン～つながり、創る、京の知恵～｣を策定し、着実
に推進 

・今後10年間を見通した京都府の教育振興基本計画｢京都府教育振興プラン～つ
ながり、創る、京の知恵～｣を策定。(1/13) 
・4月からプランの｢施策推進の視点｣に基づいて事業を展開。 
・土曜日を活用した教育の在り方の検討や、学校・家庭・地域社会の連携を推
進。 

２ 

(項目)国民文化祭・京都2011で子どもたちが活躍 
 

・｢国民文化祭・京都2011｣の開会式・オープニングフェスティバルや閉会式、
府内各地での関連イベントに府立高校生をはじめ、多くの子どもたちが出演・
参加し大活躍。（10/28～11/6） 

３ 

(項目)府立宇治支援学校が開校 
 

・新設の特別支援学校として宇治支援学校が開校｡(4/1)教育相談などを行う｢京
都府スーパーサポートセンター｣を設置し、京都府の特別支援教育の拠点の役割
を担う。 
 

４ 

(項目)府立高校生が茶道・華道の授業で伝統文化に親しむ 
 

・昨年度から取り組んでいた茶道の授業を府立高校全46校に拡大。（6月～） 
・華道の授業を６つの府立高校で開始｡(10/25～) 

５ 

(項目)府立久御山高校が全国高等学校サッカー選手権大会で準優勝 
 

・府立久御山高校が第89回全国高等学校サッカー選手権大会で準優勝に輝く。
府立高校では18年ぶり｡(1/10) 

６ 

(項目)東日本大震災で被災した福島県を支援 
 

・福島県に｢教育活動支援チーム｣を派遣し、学校教育活動再開等に向けて支 
援｡(4/21～) 
・福島県の職業学科高校生が府内の高校で職業実習｡(7/26～8/10) 
・｢ふくしまっ子応援 京・体験プロジェクト｣で被災地の児童生徒を招き、京
都ならではの体験事業を実施｡(中学生7/31～8/5、小学生8/8～8/11) 
・募金活動等に子どもたちが取り組むなど様々な支援活動を展開。 

７ 

(項目)より魅力ある、多様な教育に対応する府立高校の在り方について検討 
 

・定時制・通信制教育が多様なニーズに対応できるよう｢府立高校定時制・通信
制教育の在り方懇談会｣にて検討を開始｡(7/26～) 
・教育制度の改善をすすめるため｢京都市・乙訓地域高等学校教育制度に係る懇
談会｣にて検討を開始｡(10/31～) 
 

８ 

(項目)小惑星探査機「はやぶさ」帰還カプセルを特別公開 
 

・京都大学と連携して小惑星探査機「はやぶさ」帰還カプセルを特別公開(2/2
～2/6)。見学者数は1万人を突破。 
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（１）　就学前施設就園（所）状況・幼稚園数

京都市を
除く地域

京都市 合計

99.4     99.2     99.3     

10,501   10,442   20,943   

5,301    5,175    10,476   
5,142    5,186    10,328   

58       81       139      

公 49       17       66       
国 -        1        1        

私
56       105      161      

（単位：％、人、園）

保育所修了

区分

計

就園就所率

幼稚園修了

幼
稚
園
数

平成23年5月1日現在

その他

（２）公立小学校学校数・学級数・学年別児童数　

京都市を
除く地域

京都市 合計

240      175      415      
〔2〕 〔3〕 〔5〕

2,911    2,600    5,511    

１学年 10,503   10,442   20,945   
２学年 10,820   10,622   21,442   
３学年 10,959   10,851   21,810   
４学年 11,305   11,056   22,361   
５学年 11,445   11,307   22,752   
６学年 11,442   11,381   22,823   

計 66,474   65,659   132,133  

〔　〕内は分校で外数である。　（単位：校、学級、人）

学校数

平成23年5月1日現在

学級数

児
　
童
　
数

区分

（３）公立中学校学校数・学級数・学年別生徒数

京都市を
除く地域

京都市 合計

99       75       174      
〔1〕 〔1〕

1,126    1,113    2,239    

１学年 10,992   10,427   21,419   
２学年 10,605   10,118   20,723   
３学年 10,619   10,612   21,231   

計 32,216   31,157   63,373   

〔　〕内は分校で外数である。　　（単位：校、学級、人）

生
徒
数

区分

平成23年5月1日現在

学級数

学校数
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（４）公立高等学校学科別・学年別生徒数

１学年 ２学年 ３学年 計

9,666   9,889   9,022   28,577  

347     347     320     1,014   

363     349     327     1,039   

344     338     331     1,013   

101     94      95      290     

13      17      16      46      

72      72      70      214     

30      30      30      90      

40      42      -       82      

667     648     614     1,929   

285     294     282     861     

11,928  12,120  11,107  35,155  

941     1,028   939     2,908   

362     335     296     993     

668     666     659     1,993   

1,971   2,029   1,894   5,894   

13,899  14,149  13,001  41,049  

１学年 ２学年 ３学年 ４学年 計

355     281     264     199     1,099   

24      27      19      11      81      

21      29      30      19      99      

14      15      11      10      50      

414     352     324     239     1,329   

58      47      33      12      150     

専
門

学
科

53      61      43      20      177     

111     108     76      32      327     

525     460     400     271     1,656   

1,122   （単位：人）

普通科

農業に関する学科

工業に関する学科

商業に関する学科

全日制

体育に関する学科

京
都
市
立

専
門
学
科

商業に関する学科

家庭に関する学科

計

福祉に関する学科

農業に関する学科

水産に関する学科

家庭に関する学科

情報に関する学科

その他の学科

総合学科

計

普通科

工業に関する学科

専
門

学
科

普通科

工業に関する学科

計

京
都
市
立

合計

通信制

平成23年5月1日現在

計

合計

定時制

普通科

その他の学科

府
　
立

府
　
　
　
　
立

専
門

学
科

（５）公立特別支援学校学級数・児童生徒数

幼稚部 小学部 中学部 高等部 計

学級数 13      163     111     157     444     

児童生徒数 29      431     341     580     1,381   

学級数 -       87      57      119     263     

児童生徒数 -       258     185     577     1,020   

13      250     168     276     707     

29      689     526     1,157   2,401   

(単位：学級、人）

府立

児童生徒数計

学級数計

京都市立

区　分

平成23年5月1日現在
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（６）公立小学校職名別教職員数

京都市を
除く地域

京都市 合計

校長 238      169      407      
教頭 238      173      411      

主幹教諭 11       11       22       
指導教諭 15       12       27       

教諭 3,259    2,849    6,108    
養護教諭 221      170      391      
栄養教諭 53       53       106      

講師 493      488      981      

小計 4,528    3,925    8,453    

事務職員 258      190      448      
学校栄養

職員
9        4        13       

計 4,795    4,119    8,914    

事務職員 4        -        4        
学校栄養

職員
22       -        22       

教員 12       -        12       
養護職員 2        14       16       
その他 276      705      981      

計       316       719 1,035    

    5,111     4,838     9,949

（単位：人）

平成23年5月1日現在
　　　　地域名
区分

合　計

府
費
支
弁
教
職
員

市
町
村
費
支
弁
教
職
員

（７）公立中学校職名別教職員数

京都市を
除く地域

京都市 合計

校長 97       72       169      
副校長 2        -        2        
教頭 97       75       172      

主幹教諭 19       14       33       
指導教諭 11       12       23       

教諭 1,855    1,683    3,538    
養護教諭 97       74       171      
栄養教諭 5        -        5        

講師 341      312      653      

小計 2,524    2,242    4,766    

事務職員 118      81       199      
学校栄養

職員
3        -        3        

計 2,645    2,323    4,968    

事務職員 3        1        4        
学校栄養

職員
-        -        -        

教員 13       -        13       
養護職員 7        6        13       
その他 86       89       175      

計       109        96 205      

    2,754     2,419     5,173

（単位：人）

平成23年5月1日現在

合　計

府
費
支
弁
教
職
員

市
町
村
費
支
弁
教
職
員

　　　　地域名
区分
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（８）公立高等学校・特別支援学校職名別教職員数

平成23年5月1日現在

全日制 定時制 通信制 計 府立 市立 計

校長 46       -       -       46      11      7      18      
副校長 -        4       -       4       1       -      1       
教頭 59       6       2       67      15      11     26      

主幹教諭 6        -       -       6       -       -      -       
指導教諭 9        -       -       9       3       2      5       

教諭 2,214    132     29      2,375   847     403    1,250   
養護教諭 58       7       2       67      23      13     36      
栄養教諭 -        -       -       -       12      3      15      

講師 188      21      3       212     194     179    373     

計 2,580    170     36      2,786   1,106   618    1,724   

事務職員 241      11      5       257     63      24     87      
寄宿舎
指導員

-        -       -       -       97      -      97      

学校栄養
職員

-        -       -       -       -       2      2       

学校図書館
司書

53       4       -       57      -       -      -       

技術職員 15       -       -       15      -       -      -       
実習助手 130      6       1       137     34      -      34      
その他の

職員
104      10      -       114     97      10     107     

計 543      31      6       580     291     36     327     

合　計 3,123    201     42      3,366   1,397   654    2,051   

(単位：人）

特別支援学校

府
費
支
弁
教
職
員

区分
府立高等学校

（９）公立高等学校卒業生の学科別進路状況

①のうち
就職者

②のうち
就職者

(100.0) (60.0) (22.3) (10.6) (1.9) (5.1) (0.0) (0.0) (0.1)
   13,290    7,977    2,970    1,409      259     675        -       1       8

(100.0) (64.7) (22.8) (5.8) (1.5) (5.3) (0.0) (0.0) (0.0)

9,960    6,440   2,268   581     148     523    -       1      3      

(100.0) (26.1) (30.9) (37.3) (1.3) (4.5) (0.0) (0.0) (0.3)
314      82      97      117     4       14     -       -      1      

(100.0) (26.7) (14.6) (56.9) (0.8) (1.1) (0.0) (0.0) (0.2)
649      173     95      369     5       7      -       -      1      

(100.0) (43.2) (20.3) (34.6) (1.0) (1.0) (0.0) (0.0) (0.0)
315      136     64      109     3       3      -       -      -      

(100.0) (21.8) (23.0) (54.0) (0.0) (1.1) (0.0) (0.0) (0.0)
87       19      20      47      -       1      -       -      -      

(100.0) (18.2) (27.3) (50.0) (0.0) (4.5) (0.0) (0.0) (4.5)
22       4       6       11      -       1      -       -      1      

(100.0) (60.8) (20.3) (8.1) (1.4) (9.5) (0.0) (0.0) (0.0)
74       45      15      6       1       7      -       -      -      

(100.0) (45.1) (30.9) (18.3) (0.8) (4.9) (0.0) (0.0) (0.4)
246      111     76      45      2       12     -       -      1      

(100.0) (72.8) (20.3) (1.4) (0.4) (5.1) (0.0) (0.0) (0.0)
1,295    943     263     18      5       66     -       -      -      

(100.0) (61.4) (22.4) (10.1) (1.3) (4.9) (0.0) (0.0) (0.1)
12,962   7,953   2,904   1,303   168     634    -       1      7      

(100.0) (7.3) (20.1) (32.3) (27.7) (12.5) (0.0) (0.0) (0.3)
328      24      66      106     91      41     -       -      1      

　　　下段は実人数、上段（　）内は％である。

再掲
①

進学者

合　計

工　業

一時的な
仕事に就
いた者

左記以外
の者

死亡・
不詳

商　業

区分
卒業者
総数

平成23年３月卒

②
専修学校
等入学者

就職者

定時制

水　産

家　庭

情　報

その他

総合学科

計

全
日
制

普　通

農　業
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